


はじめに

　ハイヤー・タクシー業では、令和2年9月に「ハイヤー・タクシー業高齢者の活躍に向け
たガイドライン」（以下「旧版ガイドライン」といいます。）を取りまとめ、業界における高
齢者雇用推進に向けた周知啓発を図ってきました。
　しかし、令和3年4月1日から「高齢者等の雇用の安定等に関する法律」の一部改正が
行われ、これまでの65歳までの雇用確保義務に加えて、70歳までの就業機会の確保が
努力義務化されました。
　また、新型コロナ感染症による社会的影響により、ハイヤー・タクシー業では輸送人員
や営業収入が対前年比で6割弱に落ち込んだほか、タクシー乗務員についても相当な
供給不足に陥っています。
　旧ガイドライン策定後のこのようなハイヤー・タクシー業を取り巻く環境の変化を踏ま
え、一般社団法人全国ハイヤー・タクシー連合会令和6年度に独立行政法人高齢・障害・求
職者機構から改めて「産業別高齢者雇用推進事業」を受託し、明治学院大学大石尊之教授
を座長として「ハイヤー・タクシー業高齢者雇用推進委員会」を設置しました。
　同委員会においては、実態把握のため、アンケート調査及びヒアリング調査を実施し、
その結果を基に旧版ガイドライン制定時における実態との比較等をも踏まえ、今般新版
「ハイヤー・タクシー業高齢者の活躍に向けたガイドライン」を取りまとめました。
　本書は、ドライバーの高齢化が進む中で、現状を把握分析したうえで、少なくとも70
歳までの就業機会の確保が円滑になされるよう、旧版ガイドラインの内容をいかしつつ
背景事業の変化等を踏まえて必要な事項を追加修正するなどにより取りまとめたもので
す。各事業者や各ドライバーの実情に応じた良好な高齢者雇用の実現に資するものとな
れば幸いです。
　本書の作成に当たっては、各種調査にご協力いただいた皆様をはじめ、数多くの方々
にお力添えをいただいたことについて、この場をお借りして厚くお礼申し上げます。

一般社団法人 全国ハイヤー・タクシー連合会
　ハイヤー・タクシー業高齢者雇用推進委員会
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第1章 高齢者雇用に関する
ハイヤー・タクシー業を取り巻く環境

全国的な高齢化と労働市場の現状

　我が国の総人口は（令和5年10月1日現在「人口推計」（総務省統計局））、1億2,435万人となり、65
歳以上人口は、3,623万人で高齢化率は29.1%になっています。
　国立社会保障・人口問題研究所の推計によると、2040年には34.8%、2045年には36.3%になると
見込まれています（図1）。
　また、主要国における2024年の65歳以上人口の割合を比較すると、日本が最も高くなっています
（図2）。
　今後の生産年齢人口（15～64歳）の減少や高齢化率の上昇をかんがみると、高齢者は人手不足の状
況が続いている雇用の場における貴重な人材供給資源の一つとなるものと見込まれます。

資料：総務省「統計トピックスNo.142 統計からみた我が国の高齢者-「敬老の日」にちなんで-」

●高齢化率は過去最高を更新し高齢者人口は今後も増加する見込みとなっている
●我が国は主要国中では最高の高齢化率を示している

65歳以上人口及び割合の推移（1950年～2045年）図1

1

（1）高齢化の状況
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資料：１９５０年～２０２０年は「国勢調査」、２０２３年及び２０２４年は「人口推計」
　　 ２０２５年以降は「日本の将来推計人口（令和５年推計）」出生（中位）死亡（中位）推計
　　（国立社会保障・人口問題研究所）から作成
注１）２０２３年及び２０２４年は９月１５日現在、その他の年は１０月１日現在
注２）国勢調査による人口及び割合は、２０１５年までは年齢不詳をあん分した結果、２０２０年は不詳補完結果
注３）１９７０年までは沖縄県を含まない
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資料：総務省「統計トピックスNo.142 統計からみた我が国の高齢者-「敬老の日」にちなんで-」

　総就業者数に占める65歳以上の就業者の割合は、2023年では13.5%で、65歳以上の就業率は、
25.2%で、このうち、65～69歳は52.0%、70～74歳は34.0%、75歳以上は11.4%と、いずれも過去最
高となっています（図3-1、図3-2）。
　また、主要国における2023年の65歳以上の就業率を比較すると、我が国は韓国に次いで高い水準
にあります（図4）。
　ただし、令和６年の労働力調査によれば、全体の就業率は61.7%で、64歳までの就業率はおおよそ8
～9割弱であり、これらとの比較では65歳以上の就業率は必ずしも高いとはいえない状況にあります。
　これは「病気、けが、高齢のため」に、働くことができる環境にない又は働く意欲を失っている高齢者
が一定程度存在している（図5）ことが大きな理由となっています。
　令和7年4月の高齢者等の雇用の安定等に関する法律の改正（以下「改正高齢法」という。）により、
65歳までの雇用確保措置の義務化、70歳までの雇用確保措置の努力義務化がなされ（注1）、当面は
高齢者の就業率の増加は見込まれると考えられます。
　しかし、前述の理由や国際的にみて高齢者の就業率は高いことも併せて考えると、高齢者の就業率
の伸びや量的な面での人的供給資源としては一定の限界があるものと考えられます。

●65歳以上の就業率は過去最高で、主要国の中でも高水準になっている
●年代別での就業率の比較では、必ずしも高水準ではなく、人的供給資源として量的な面では
一定の限界があると考えられる
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主要国における65歳以上人口の割合の比較（2024年）図2

※（注１）「高齢者等の雇用の安定等に関する法律」（昭和46年法律第68号）では、65歳以上の安定した雇用を確保するた
め、令和３年４月１日から、70歳までの定年の引上げ、定年制の廃止、70歳までの継続雇用制度の導入等に努めることとさ
れました。また、令和７年４月１日から、65歳までの定年の引上げ、定年制の廃止、65歳までの継続雇用制度の導入等を講ず
る必要があることとされました。

（2）高齢者の就業状況
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就職者総数に占める65歳以上の就業者の割合の推移（2013年～2023年）図3-1

65歳以上の年齢階級別就業率の推移（2013年～2023年）図3-2

主要国における65歳以上の就業率の比較（2013年、2023年）図4

資料：総務省「統計トピックスNo.142 統計からみた我が国の高齢者-「敬老の日」にちなんで-」

資料：「労働力調査」（基本集計）

資料：「労働力調査」（基本集計）
資料：総務省「統計トピックスNo.142 統計からみた我が国の高齢者-「敬老の日」にちなんで-」

資料：総務省「統計トピックスNo.142 統計からみた我が国の高齢者-「敬老の日」にちなんで-」

資料：「労働力調査」（基本集計）
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●就業希望のない無業者（在学者は除く。）は高齢者を中心に約3,000万人存在。
●非就業希望の理由は、「病気・けが・高齢のため」が大半を占めるが、59歳以下の女性の約40％、
　約100万人が「出産・育児・介護・看護・家事のため」に就業希望がない。
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資料出所　総務省「令和４年就業構造基本調査」をもとに厚生労働省政策統括官付政策統括室にて作成

就職希望のない無業者を取り巻く状況図5

（３）就労に関する高齢者の意思の状況

　60歳以上で現在収入のある仕事をしている者については、約９割が65歳以上まで働きたいと回答し
ており（図６）、高い就労意欲を示しています。
　また、収入を伴う仕事をしている者について、40代以前からの仕事を継続している者が約４割を占
め、65歳以上から始めたとする者は２割弱となっています（図７）。
　働く意欲があり、働くことができる環境にある高齢者については、雇用することが可能な者が多数存
在している状況にあるものの、65歳以前からの仕事を継続している者が多い状況にあります。
　このように、高齢者は、高齢になってから新しい仕事に就くことを希望する者より、従前から就いてい
る仕事に引き続き従事することを希望している者が多いことにかんがみれば、新規人材の獲得を目指す
より、まずは既存人材の流出防止による長期雇用の実現を図る方が有効だと考えられます。

●現に働いている者の就労意欲は高い
●40歳以前からの仕事を継続している者が多い

出典：厚生労働省「令和6年 労働経済の分析-第2章 人手不足への対応-」
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（４）我が国における人手不足の現状

　近年での企業の人手不足感は2010年代以降、新型コロナにより一時期反転した時期を挟みつつ、人
手が不足と感じる企業の割合が過剰と感じる割合を上回るトレンドが継続しています。
　また、企業の欠員率（注２）はおおむね業種を問わず高まっており、特に企業規模が小さくなるほど
欠員率は大きく上昇しています（図8-１、図8-２）。
　若年者の雇用に関しては、高卒新卒の充足率は規模が小さくなるほど低い状況にあり、大卒新卒の
求人倍率は規模が小さくなるほど高い状況にあります（図8-３、図8-４）。
　さらに、2000年代と比べて中小企業から大企業への労働移動は活発化している一方、中小企業への
労働移動は横ばい又は低下しています（図9）。
　このような現状を反映して、有効求人倍率はおおむね全国で1倍
を超える高水準で推移しています（図10）。
　人手不足の下で中小企業における若年者の雇用による人手不足の
解消は非常に厳しくなっています。その結果、高齢者や女性の就業
率の上昇や外国人雇用者数が過去最高となるなど、過去には雇用
されてこなかった層の雇用が拡大している状況にあります。

●2010年代以降、企業の人手不足感は継続している
●中小企業における人手不足の解消が困難となっている
●女性、高齢者、外国人の雇用が拡大している

全　体(n=2,188) 23.7 20.0 13.7 5.3 22.4 11.3 3.6

６５歳くらいまで ７０歳くらいまで

７５歳くらいまで ８０歳くらいまで

働けるうちはいつまでも 仕事をしたいとは思わない

不明・無回答

(%)

全　体(n=935) 41.6 10.7 7.9 18.0 12.3 3.6

0.5 0.3

5.0

４０代以前からの仕事を継続している ５０～５４歳ころ

５５～５９歳ころ ６０～６４歳ころ

６５～６９歳ころ ７０～７４歳ころ

７５～７９歳ころ ８０歳以降

不明・無回答

(%)

何歳ころまで収入を伴う仕事をしたいか図6

収入を伴う仕事を始めた時期について図7

企業規模別欠員率図8-1

※（注２）常用労働者に対する未充足求人の割合をいいます。未充足求人とは、事業所における欠員であり、仕事があるにも
かかわらず、その仕事に従事する人がいない状態を補充するために行っている求人をいい、求人の方法は問いません。

資料：内閣府「令和6年度 高齢者の経済生活に関する調査結果」

資料：内閣府「令和6年度 高齢者の経済生活に関する調査結果」

資料：厚生労働省「労働経済動向調査（令和7年2月分）」

企業規模 欠員率（％）
１,０００人～ ２.６
３００～９９９人 ３.３
１００～２９９人 ３.６
３０～９９人 ４.１
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●欠員率は、ほぼ全ての産業において高まっており、特に中小企業において顕著。
●パートタイムの欠員率は企業規模を問わずほぼ全ての産業で上昇。

201212 年2023 年
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（４）パートタイム労働者、1,000人以上 （５）パートタイム労働者、100～999人 （６）パートタイム労働者、5～99人

（１）フルタイム労働者、1,000人以上 （２）フルタイム労働者、100～999人 （３）フルタイム労働者、5～99人

（％）

0

2
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6

8

10

12
（％）

0

2
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6
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12
（％）

資料出所　厚生労働省「雇用動向調査」をもとに厚生労働省政策統括官付政策統括室にて作成
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企業規模別・就業形態別・産業（大分類）別欠員率図8-2

事業所規模別高卒新卒充足率図8-3

資料：厚生労働省「令和6年版 労働経済の分析-人手不足への対応-」

資料：厚生労働省「一般職業紹介状況（職業安定業務統計）（令和６年３月分）」

事業所規模 充足率（％）
１,０００人以上 73.8%
5００～９９９人 51.2%
3００～4９９人 40.8%
10０～2９９人 28.2%
３０～９９人 16.6%
2９人以下 10.7%

１,０００人以上

73.8%

（%）

51.2%
40.8%

28.2%

16.6%
10.7%

5００～９９９人 3００～4９９人 10０～2９９人 ３０～９９人 2９人以下
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従業員規模別大卒新卒求人倍率の推移図8-4

一般職業紹介状況（令和7年6月分）について図10

企業規模間の労働移動図9

（倍）

6.50
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3月卒

2012年
3月卒

2014年
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3月卒
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3月卒

2022年
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2024年
3月卒

2026年
3月卒

1.60 1.43
1.05

0.34

1.14

0.34

8.98

300人未満

300～999人

1000～4999人

5000人以上

8.98
10
9
8
7
6
5
4
3
2
1
0

資料出所　厚生労働省「雇用動向調査」をもとに厚生労働省政策統括官付政策統括室にて作成
（注）転職率とは、転職者数を常用労働者数で除したものである。例えば、「1,000人以上→1,000人以上」の転職率は、「1,000人以上→1,000人以上」の転職者数を

1,000人以上規模企業の常用労働者数で除して計算。

資料：厚生労働省「令和6年版 労働経済の分析-人手不足への対応-」

資料：（株）リクルートワークス「大卒求人倍率調査」（2026年3月卒分）

資料：厚生労働省「職業安定業務統計 一般職業紹介状況(令和7年6月分)」

●2000年代と比べ、中小企業から大企業への労働移動は活発化。中小企業への労働移動は横ばい又は低下傾向。
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ハイヤー・タクシー業の現況

 （1）高齢化の現状

　タクシードライバーは、人員数を示す指標として用いられている「年齢別運転者証交付数」では、令和
2年3月31日時点の交付数は282,168件でしたが、令和7年3月31日時点では241,810件と約15％減少し
ています。
　他方、40歳未満については、令和２年は14,076件、令和7年は21,739件と約30％増加しています。
　このような状況の下、タクシードライバーの高齢者比率は、令和２年は46.2％でしたが、令和７年では
42.4％となり（表1、2）、全国的にみるとタクシードライバーの高齢化には一定の歯止めがかかったと
見受けられます。
　しかし、（表1、2）を地域ごとにみた場合は、東北、四国、九州については、のきなみ高齢者比率は
50％を超えており、地域間格差は以前より広がっている状況です。
　また、全産業における平均年齢は44.1歳である一方、タクシー運転者は、60.5歳（いずれも「令和６
年賃金構造基本統計調査」より。なお、令和７年「年齢別運転者証交付数」によると60.4歳。）となって
おり、他産業との比較では高齢者が占める割合が高いことがわかります。
　依然として半数以上の都道府県でタクシードライバーの高齢者率は50％を超えていることなどの現
状を踏まえれば、ハイヤー・タクシー業における高齢者が働きやすい環境の整備は重要な課題であると
いえます。

●全国的にみるとタクシードライバーの高齢化傾向に歯止めがかかっている
●地域間をみると高齢化率の格差は拡大傾向にある
●全産業と比較した高齢者率は依然として高率となっている

2
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年齢別運転者証交付数（男女合計）表1

令和2年3月31日現在

運輸局 都道府県 40歳未満 40歳～59歳 60歳～64歳 65歳以上 合　計 65歳以上
比率

北海道 北海道 558 5,023 2,965 8,529 17,075 50.0%

東北

青森 71 801 777 1,833 3,482 52.6%
岩手 73 763 520 1,319 2,675 49.3%
宮城 144 1,539 1,058 3,082 5,823 52.9%
秋田 27 363 364 822 1,576 52.2%
山形 71 524 366 648 1,609 40.3%
福島 126 962 625 1,751 3,464 50.5%

関東

茨城 78 795 464 1,798 3,135 57.4%
栃木 74 543 324 1,051 1,992 52.8%
群馬 55 429 243 885 1,612 54.9%
埼玉 326 2,800 1,475 4,664 9,265 50.3%
千葉 367 2,554 1,348 4,632 8,901 52.0%
東京 5,853 26,934 9,391 22,376 64,554 34.7%

神奈川 837 6,243 2,668 7,411 17,159 43.2%
山梨 47 304 168 713 1,232 57.9%

北陸信越

新潟 139 1,224 753 1,615 3,731 43.3%
富山 41 437 182 417 1,077 38.7%
石川 70 630 310 1,311 2,321 56.5%
長野 96 991 569 1,617 3,273 49.4%

中部

福井 35 316 169 589 1,109 53.1%
岐阜 112 611 324 1,059 2,106 50.3%
静岡 247 1,884 994 2,957 6,082 48.6%
愛知 805 4,543 1,894 5,249 12,491 42.0%
三重 71 457 311 687 1,526 45.0%

近畿

滋賀 50 415 264 611 1,340 45.6%
京都 429 2,759 1,250 3,924 8,362 46.9%
大阪 1,028 7,266 3,388 9,787 21,469 45.6%
兵庫 280 2,850 1,447 4,942 9,519 51.9%
奈良 46 468 236 697 1,447 48.2%

和歌山 51 377 230 784 1,442 54.4%

中国

鳥取 33 243 171 383 830 46.1%
島根 54 401 229 632 1,316 48.0%
岡山 210 1,072 570 1,486 3,338 44.5%
広島 247 2,133 1,160 3,917 7,457 52.5%
山口 59 653 471 1,455 2,638 55.2%

四国

徳島 40 308 186 735 1,269 57.9%
香川 55 395 267 887 1,604 55.3%
愛媛 91 769 463 1,528 2,851 53.6%
高知 37 380 277 895 1,589 56.3%

九州

福岡 484 3,937 2,472 7,755 14,648 52.9%
佐賀 18 268 214 748 1,248 59.9%
長崎 67 1,071 861 1,820 3,819 47.7%
熊本 134 1,009 741 2,219 4,103 54.1%
大分 75 607 409 1,377 2,468 55.8%
宮崎 39 486 443 1,206 2,174 55.5%

鹿児島 86 811 641 1,682 3,220 52.2%
沖縄 沖縄 140 1,368 1,264 3,975 6,747 58.9%
合　　　　　計 14,076 91,716 45,916 130,460 282,168 46.2%
比　　　　　率 5.0% 32.5% 16.3% 46.2%
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年齢別運転者証交付数（男女合計）表2

令和7年3月31日現在

運輸局 都道府県 40歳未満 40歳～59歳 60歳～64歳 65歳以上 合　計 65歳以上
比率 平均年齢

北海道 北海道 906 4,087 2,171 6,503 13,667 47.6% 61.9

東北

青森 63 546 404 1,553 2,566 60.5% 65.5
岩手 71 476 344 1,186 2,077 57.1% 64.8
宮城 192 1,188 688 2,557 4,625 55.3% 64.8
秋田 31 245 195 724 1,195 60.6% 65.2
山形 63 314 274 672 1,323 50.8% 63.3
福島 112 784 448 1,718 3,062 56.1% 64.6

関東

茨城 129 723 358 1,459 2,669 54.7% 64.2
栃木 87 510 258 882 1,737 50.8% 63.3
群馬 92 448 230 672 1,442 46.6% 62.2
埼玉 488 2,567 1,148 3,635 7,838 46.4% 62.2
千葉 732 2,692 1,202 3,616 8,242 43.9% 61.1
東京 8,328 24,113 9,115 16,975 58,531 29.0% 58.2

神奈川 1,444 5,715 2,535 5,647 15,341 36.8% 59.6
山梨 73 262 156 562 1,053 53.4% 63.7

北陸信越

新潟 152 840 516 1,391 2,899 48.0% 62.4
富山 32 343 150 327 852 38.4% 61.1
石川 116 602 299 917 1,934 47.4% 62.3
長野 125 781 457 1,295 2,658 48.7% 63.0

中部

福井 39 282 159 453 933 48.6% 63.2
岐阜 131 523 265 688 1,607 42.8% 60.8
静岡 352 1,540 803 2,161 4,856 44.5% 61.6
愛知 1,325 4,291 1,591 3,143 10,350 30.4% 58.1
三重 69 435 213 554 1,271 43.6% 61.5

近畿

滋賀 70 307 200 537 1,114 48.2% 62.3
京都 756 2,496 1,014 2,748 7,014 39.2% 62.1
大阪 2,391 7,606 2,942 7,022 19,961 35.2% 58.8
兵庫 507 2,489 1,144 3,805 7,945 47.9% 63.4
奈良 40 318 207 566 1,131 50.0% 63.6

和歌山 47 292 190 622 1,151 54.0% 64.4

中国

鳥取 36 202 104 290 632 45.9% 61.6
島根 54 307 182 535 1,078 49.6% 62.8
岡山 219 816 440 1,255 2,730 46.0% 61.8
広島 343 1,750 816 3,267 6,176 52.9% 63.9
山口 72 488 334 1,113 2,007 55.5% 64.5

四国

徳島 42 251 147 698 1,138 61.3% 66.0
香川 95 428 193 819 1,535 53.4% 63.5
愛媛 92 600 301 1,363 2,356 57.9% 65.0
高知 47 294 194 686 1,221 56.2% 65.0

九州

福岡 957 3,538 1,653 6,009 12,157 49.4% 63.8
佐賀 34 205 151 660 1,050 62.9% 66.0
長崎 63 640 525 1,652 2,880 57.4% 65.0
熊本 148 765 481 2,201 3,595 61.2% 65.5
大分 81 437 264 1,134 1,916 59.2% 64.7
宮崎 36 312 249 1,016 1,613 63.0% 65.9

鹿児島 89 568 399 1,331 2,387 55.8% 64.2
沖縄 沖縄 360 1,497 762 3,676 6,295 58.4% 64.0

合　　計 21,731 80,913 36,871 102,295 241,810 42.3% 60.4
比　　率 9.0% 33.5% 15.2% 42.3%
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（2）人手不足の現状

　ハイヤー・タクシー運転者の有効求人倍率はおおむね4倍であり、企業にとって採用が非常に困難な
状態にあることを意味しています。
　これは全産業の全国平均の有効求人倍率を大きく上回るものであり、極めて深刻な人手不足を示すも
のです（図11）（注3）。

●ハイヤー・タクシー運転者の有効求人倍率は全産業の全国平均を大きく上回っており、
　　ハイヤー・タクシー業は極めて深刻な人手不足の状況にある

※（注3）図11の出典である職業安定業務統計では、ハイヤー・タクシー運転者の有効求人倍率は掲載されておらず、ポータ
ルサイト用に厚生労働省において特に集計したものと想定されます。令和７年３月時点では、全産業平均で1.29倍、自動車
運転従事者（バス運転者、トラック運転者を含む。）で2.66倍となっています。なお、令和４年９月時点でのバス運転者の有
効求人倍率は2.06倍、トラック運転者の有効求人倍率は2.12倍となっています。

ハイヤー・タクシー運転者の有効求人倍率図11

資料：厚生労働省「職業安定業務統計」
出典：厚生労働省「統計からみるハイヤー・タクシー運転者の仕事｜自動車運転者の長時間労働改善に向けたポータルサイト」

4.724.72
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（3）アンケート調査及びヒアリング調査結果によるハイヤー・タクシー業の実情

❶ドライバーの年齢別状況

　旧版ガイドラインにおけるアンケート調査（令和元年実施）（以下「前回調査」という。）と今回（令和
6年実施）のアンケート調査（以下「今回調査」という。）からは今回調査において、60歳以上の者につ
いて、69歳までの層の割合は減少し、70歳以上の層の割合は増加していることが明らかになりました
（図12）。
　また、高齢化率については、前回調査は43.6％、今回調査は42.0％となり、「表２の65歳以上比率」
と同様に低下しています。

●60歳以上の者のうち、60歳代は減少し、70歳代以上は増加している
●高齢化率は低下している

ドライバーの年齢について図12

●ドライバーの年齢の分布      令和元年

男性 女性

３９歳以下 ５,６７７人 ４% ３９歳以下 ４８５人 １２%

４０歳～５９歳 ４１,１５４人 ３２% ４０歳～５９歳 ２,０７３人 ５２%

６０歳～６４歳 ２６,００９人 ２０% ６０歳～６４歳 ５８４人 １５%

６５歳～６９歳 ２８,７８８人 ２２% ６５歳～６９歳 ５５９人 １４%

７０歳以上 ２７,４５９人 ２１% ７０歳以上 ３１６人 ８%

合計 １２９,０８７人 ー 合計 ４,０１７人 ー

●ドライバーの年齢の分布 令和6年

男性 女性

29歳以下 2,188人 3% 29歳以下 313人 8%

30歳～59歳 27,305人 37% 30歳～59歳 2,480人 63%

60歳～64歳 12,246人 17% 60歳～64歳 497人 13%

65歳～69歳 12,402人 17% 65歳～69歳 321人 8%

70歳以上 19,606人 27% 70歳以上 343人 9%

合計 73,747人 ー 合計 3,952人 ー

39歳以下 4%

40歳～59歳
32%

60歳～64歳
20%

65歳～69歳
22%

70歳以上
21%

39歳以下
12%

40歳～59歳
52%

60歳～64歳
15%

65歳～69歳
14%

70歳以上 8%

29歳以下 3%

30歳～59歳
37%

60歳～64歳
17%

65歳～69歳
17%

70歳以上
27%

29歳以下 8%

30歳～59歳
63%

60歳～64歳
13%

65歳～69歳
8%

70歳以上 9%

●ドライバーの年齢の分布（男性）　令和元年

●ドライバーの年齢の分布（女性）　令和元年

●ドライバーの年齢の分布（男性）　令和6年

●ドライバーの年齢の分布（女性）　令和6年
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❷定年制の有無・雇用確保措置

　定年制については、定めているとするものが前回調査では80％、今回調査では78％と大きな違いは
見られませんでした。また、定年を定めている場合の定年年齢についても60歳とするもの、65歳とする
ものについて、両調査間では大きな違いは見られませんでした（図13-１、図13-２）。
　他方、定年後の再雇用（雇用確保措置）については、前回調査と今回調査を比較すると、65歳とする
もの、70歳とするものは減少し、75歳以上とするもの、上限なしとするものが増加しています（図14）。
　これらからすると、定年後の再雇用年齢上限が伸びているのは、改正高齢法の影響ではないかと考え
られます。

●定年制を定めているものが約８割を占めている
●定年後の再雇用措置年齢上限は上昇している

定年の有無について図13-1

定年を定めている場合の年齢の分布図13-2 定年後の再雇用について図14

●定年の有無　　　　　　　　　  2,403件　　　　　　　　　　　　
令和元年

①定めている 1,930件 80%

②定めていない 473件 20%

令和元年

1,513件

令和6年

①定めている 1,180件 78%

②定めていない 333件 22%

令和6年

定めている
80%

定めていない
20%

定めている
78%

定めていない
22%

定めている
80%

定めていない
20%

定めている
78%

定めていない
22%

●その他に含まれる年齢
令和元年

62歳 57件 3.0%
63歳 49件 2.5%
66歳 36件 1.9%
71歳以上 34件 1.8%
61歳 24件 1.2%
67歳 22件 1.1%
64歳 17件 0.9%
68歳 10件 0.5%
69歳   1件 0.1%

●その他に含まれる年齢
令和元年

74歳 76件 4.1%
73歳 27件 1.4%
72歳 26件 1.4%
68歳 8件 0.4%
71歳 6件 0.3%
69歳 5件 0.3%
67歳 3件 0.2%
66歳 2件 0.1%

●その他に含まれる年齢
令和6年

71歳以上 38件 3.2%
66歳 34件 2.9%
63歳 26件 2.2%
62歳 24件 2.0%
61歳 14件 1.2%
67歳 11件 0.9%
68歳 11件 0.9%
64歳 10件 0.8%
69歳   2件 0.2%

●その他に含まれる年齢
令和6年

74歳 8件 0.6%
73歳 7件 0.6%
72歳 5件 0.4%
68歳 2件 0.2%
66歳 1件 0.1%
67歳 1件 0.1%
71歳 1件 0.1%
69歳 0件 0.0%
69歳   2件 0.2%

65歳
51.5%60歳

27.4%

その他
13.0%

65歳
52.4%

60歳
21.9%

70歳
11.3%

その他
14.4%

70歳
8.1%

1,871 件
令和元年

上限無し 837 件 44.7%
75 歳以上 385 件 20.6%

70 歳 280 件 15.0%
65 歳 216 件 11.5%
その他 153 件 8.2%

1,930 件
令和元年

65 歳 995 件 51.5%
60 歳 529 件 27.4%
70 歳 156 件 8.1%
その他 250 件 13.0%

1,180 件
令和 6 年

65 歳 618 件 52.4%
60 歳 259 件 21.9%
70 歳 133 件 11.3%
その他 170 件 14.4%

1,269 件
令和 6 年

上限無し 716 件 56.4%
75 歳以上 381 件 30.0%

70 歳 91 件 7.2%
65 歳 56 件 4.4%
その他 25 件 2.0%

上限無し
44.7%

75歳以上
20.6%

70歳
15.0%

65歳
11.5%

上限無し
56.4%75歳以上

30.0%

70歳 7.2%
65歳 4.4% その他 2.0%

その他 8.2%

●再雇用をする場合の年齢の分布

令和元年

令和６年

令和元年

令和６年

●定年を定めている場合の年齢の割合
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❸定年後の賃金

　定年後の賃金については、前回及び今回調査のいずれも「定年前の水準と変わらない」とするものが
最も多く、前回調査では63.5％、今回調査では72.9％と増加しているところです（図15）。
この点は、新型コロナ禍を挟み、短時間労働者が相当程度減少し、所定時間働く高齢者の割合が増加
したため、定年前後で賃金額が異ならない者が増加したと考えられます。
　オール歩合給が採用されている場合は、定年前後では適用される賃金制度は異なりませんが、基本
給と歩合給が併用されている賃金制度の場合は、賞与がなくなるなどの異なる賃金制度となる場合も
あります。
　アンケート調査においても、「定年前と変わる」とするものについては、今回調査では「賞与がなくな
る」と回答したもののように、定年前後で適用される賃金制度自体が変更されるものと「勤務日数、時
間の減少により低下する」と適用される賃金制度自体は変わらないものの、勤務実態が変わることによ
り賃金総額が変わるものがある回答がなされています。

●定年後であっても所定労働時間働く者については、賃金水準は異ならないケースが多い
●基本給と歩合給が併存している賃金制度を採用している場合は、定年退職後に賞与がなくなる
場合がある

定年後の賃金制度について図15

令和元年 令和６年

●令和元年　　　　　　　　　　　 2,053件

①定年前の水準と変わらない 1,304件 63.5%

②一定水準低下する 618件 30.1%

③個別に決定する 131件 6.4%

●令和6年 1,273件

①定年前の水準と変わらない 928件 72.9%

②一定水準低下する 201件 15.8%

③個別に決定する 144件 11.3%

個別に決定する
6.4%

定年前の水準と
変わらない
63.5%

一定水準
低下する
30.1%

個別に決定する
11.3%

定年前の水準と
変わらない
72.9%

一定水準
低下する
15.8%

個別に決定する
6.4%

定年前の水準と
変わらない
63.5%

一定水準
低下する
30.1%

個別に決定する
11.3%

定年前の水準と
変わらない
72.9%

一定水準
低下する
15.8%
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❹ドライバー不足の状況

　ドライバーについては、今回の調査では、「不足している」と回答したものは70.0%で、回答のあった
もののみに限定すると「不足している」と回答したものは81.9%を占めています（図16）。
　ドライバー不足の理由については、回答があったもののうち、「退職者を採用により補充できない」と
するものが最も多く、次いで高齢化による労働時間の減少」、「高齢化による欠勤の増加」との回答が
なされています（図17）。
　また、その他として「コロナ禍で減少した人数を取り戻せていない」、「二種免許を保有した若者がい
ない」、「タクシードライバーという職業に魅力を感じられない」との回答がなされています。
　前回調査では、「高齢ドライバーの割合が高まっている理由について」との質問に対して、高齢者以
外の者が入社しないとの回答が多くみられます（図18）。
　最も多い回答については、ドライバーの高齢化が進む中で高齢者の退職を補充できないという意味で
あり、その他の回答を含めて、ドライバー不足とドライバーの高齢化は密接に関連しているといえます。
　また、ドライバーが不足している曜日・時間帯は、曜日では金曜日との回答が最も多く、時間帯では、
平日は午前中、土・祝日は夕方から深夜、日曜日は日中との回答が多くみられます。

●ドライバー不足との回答は８割を超えている
●不足原因は高齢者の後進の採用・育成が困難とするものが最も多い

ドライバー不足について図16

ドライバーが不足している主な理由について図17 高齢ドライバーの割合が高まっている理由図18

1,313 件
①不足している 1,075 件 81.9%

②不足していない 238 件 18.1% 不足している
81.9%

不足して
いない
18.1%

●ドライバーが不足している主な理由　

①退職者を採用により補充できない 769件

②高齢化による労働時間の減少 521件

③高齢化による欠勤の増加 398件

④その他 193件

2,456件

①若年者（21歳～39歳）が入社しない 1,840件 74.9%

②若年者（21歳～39歳）が離職する 252件 10.3%

③40歳～64歳の者が入社しない 1,475件 60.1%

④40歳～64歳の者が離職する 261件 10.6%

⑤高齢者の入社が多い 966件 39.3%

⑥70歳以上でも働き続ける 1,222件 49.8%

521件

398件

193件

① ② ③ ④

769件 74.9%

10.3%

60.1%

10.6%

39.3%
49.8%

① ② ③ ④ ⑤ ⑥



19

第2章 ハイヤー・タクシー業における
課題と指針

ハイヤー・タクシー業における現状を踏まえた課題

　ハイヤー・タクシー業においては、新型コロナ感染症により大きくタクシードライバーが減少したこと
などから、タクシードライバー不足の解消が求められています。
　しかしながら、我が国においては、あらゆる地域やあらゆる産業で人手不足の状況を呈している中
で、ハイヤー・タクシー業は他産業よりも高い有効求人倍率を示しており、必要な人材の確保が厳しい
状況に置かれています。
　特に地方都市におけるハイヤー・タクシー業の主体となっている中小規模事業者では、大都市圏に所
在し、相当数のタクシードライバーを有する事業者とは状況が異なり、採用可能な若年層ドライバーは
労働市場にほぼ存在していないのが実情です。
　このため、人手不足を解消するための方策は、若年者を含めた新規採用がある程度容易な環境にあ
る事業者とは異なり、地域の労働市場の状況に応じて積極的に高齢者の採用を行っていくことも念頭
に置くべきです。

　前回及び今回のアンケート調査やヒアリング調査の結果、高齢者については、

●経験豊富なこと
●接遇がよいこと
●即戦力であり、地理、仕事をよく理解していること
●運転技能が安定しており、業務に関して安全で安心できること
●個人的に顧客が多いこと

1

 （ 1）人手不足の解消に向けた対応

 （2）高齢者の雇用継続に向けた対応

●新型コロナ感染症により大きくタクシードライバーが減少している中で、その解消が求められて
いる
●ハイヤー・タクシー業は他産業より有効求人倍率が高く、人材確保が困難な状況になっている
●特に地方都市の中小企業事業者には採用可能な若年層は労働市場にほぼ存在しないため、積
極的に高齢者の採用を行うことが重要になっている
●高齢者の安定的な継続雇用を図るためには、高齢者個人の環境に応じた健康・体力の維持確
保、交通事故の防止、賃金や労働時間等の労働条件に関する柔軟な対応などを解決すること
が重要になっている
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人手不足の解消に向けた対応に関する指針

　人手不足への対応として新規人材を採用したとしても、既存人材が退職してしまえばその解消は図ら
れません。
　人手不足解消に資するとともに、長期雇用によるメリットを享受するためには、既存人材の流出を防
止することが重要です。

　株式会社帝国データバンクが実施した「企業における人材確保・人手不足の要因に関するアンケート」
（令和５年）の中で、人手が不足していない要因として「賃金や賞与の引上げ」と回答した企業は51.7%
となっています。
　また、清潔保持や休憩スペース、社内相談窓口の設置などの「働きやすい職場環境づくり」
（35.0％）、「福利厚生の充実」（26.6％）、「公正で公平な人事評価」（22.0％）、「働き方の多様化や
ワークライフバランスの推進」（18.8％）なども挙げられています（図19）。

　令和５年の雇用動向調査によると、令和５年１年間の転職入職者が前職を辞めた理由をみると、個人
的理由によるものや定年等を除くと「職場の人間関係が好ましくなかった」、「労働時間、休日等の労
働条件が悪かった」といった理由が挙げられています。
　また、弁ナビが実施したインターネット調査において、仕事をやめたい理由として、「給与が少ないか
ら」を挙げたものが最も多く、次いで「職場の人間関係が悪いから」を挙げたものが多くなっています
（図20）。
　これらからすれば、人材流出を防止し、長期雇用を実現するためには、賃金の引上げをはじめとする
労働条件の向上と良好な人間関係の形成をはじめとする労働環境の整備が重要です。

2

 （ 1）既存人材の流出防止に向けた取組

❶人手不足を感じていない企業は、賃金の引上げや働きやすい環境づくりを行っている

❷労働者が会社を退職する主な理由は人間関係と労働条件の悪さが挙げられている

　といった利点が挙げられています。
　これらはいずれも長期雇用され高齢者となった者であることが前提となっています。
　これらの者については、現に主力として活躍しており、引き続き人手不足であるか否かにかかわらず、
継続して雇用するメリットは事業者側にとっても大きいものです。
　他方、地方都市においては、これらの長期雇用されている高齢者の雇用継続はもちろんですが、労働
市場の現状等を考慮すれば、人手不足解消のためには、未経験の高齢者についても、働くことができる
環境にあり、働く意欲がある者については、積極的に雇用することも検討すべきです。
　また、高齢者を雇用した場合には、安定的な継続雇用を図るため、高齢者個人の環境に応じた健康・
体力の維持確保、交通事故の防止、賃金や労働時間等の労働条件に関する柔軟な対応などの様々な課
題を解決していくことが重要です。
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人手が不足していない要因（複数回答）図19

仕事を辞めたい理由はなんですか？図20

(%)
賃金や賞与の引き上げ 51.7

働きやすい職場環境づくり 35.0

定年延長やシニアの再雇用 31.2

福利厚生の充実 26.6

公平で公正な人事評価 22.0

18.8　働き方の多様化やワークライフバランスの推進

18.8　業務プロセスの見直しなどによる効率化

17.6　仕事内容の魅力度の向上

16.2　多様な人材の積極的な採用・登用

14.2　機械化や自動化の実施

成長・安心

賃金

多様性

仕事の合理化

適材適所

注：母数は「人手が不足していない」有効回答企業 346社

資料：帝国データバンク「企業における人材確保・人手不足の要因に関するアンケート（2023年）」

資料：弁ナビ労働問題（2024年）

給与が少ないから 801
（件）

543

441

414

299

291

260

225

194

189

176

128

119

98

31

職場の人間関係が悪いから

やりがいが感じられないから

仕事量が多過ぎる／ノルマがきついから

評価されない／給与が上がらないから

心身が不調になったから

残業代・ボーナスが出ないから

上司と合わないから

ミスをしてしまった／仕事がうまくいかないから

休みが取れないから

会社の将来が不安だから

ハラスメントに遭った／理不尽な扱いを受けているから

お客様のクレーム対応がつらいから

やりたい仕事があるから

その他 総回答件数4,209件（複数回答）
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（2）新規採用に向けた取組

　上記(１)に記載した賃金の引上げなどの労働条件の向上や良好な人間関係の形成などの職場環境の
改善は新規採用を行うためにも有利な要素となり得るものです。
　また、タクシードライバーの高齢化率上昇の要因の一つは、高齢者以外の者がタクシードライバーを希
望しないことにあり、今後、若年者を中心とした新規採用を図るためとして、旧ガイドラインにおいては、

●働き方改革を進めること
●UDタクシーの導入を促進すること
●キャッシュレス決済の導入を促進すること
●妊婦応援タクシー・育児応援タクシーの普及を促進すること
●乗合タクシーの導入を促進すること
●アプリ配車・観光タクシーの導入を促進すること

　などの提言がなされています。
　これらの項目の中には旧版ガイドライン策定時と比較して進展したものもあり、全国的にみたときに
はタクシードライバーの高齢化に歯止めがかかった様子は見て取れるところですが、他産業との比較で
は高齢化している状況には変わりがないことから、今後ともさらにこれらの項目の推進を行うことが必
要だと考えられます。

❶若年者を中心とした採用に向けた取組

❷未経験高齢者をターゲットとした採用に向けた取組
ア　地方都市における新規採用の難しさ
　地方都市においては、少子高齢化の進展、若年者の人口流出による人口減などによる高い求人倍率
の中、特に中小規模企業の事業者にとって若年者を中心とした新規採用は非常に難しい状況です。
　そもそもこれらの地域における労働市場では、中小規模企業が採用可能な対象層は高齢者や外国人
といった層に限られることも多く見受けられるところです。

イ　高齢者を新規採用のターゲットとする理由
　アに記載した現状を踏まえれば、中小規模企業が採用可能な層として労働市場に存在している、他産
業を定年退職した未経験の求職者をターゲットとした採用活動を実施することを考慮すべきです。タク
シードライバーの平均勤続年数は「令和6年賃金構造基本統計調査」によれば令和6年時点で10.5年
です。
　65歳で新規採用し、75歳まで就労すれば平均勤続年数に達します。現状のタクシードライバーの年
齢構成をみると、70歳超えの者が相当数存在している中で、本ガイドラインに記載している高齢者雇用
の指針に沿った対応を行えば、65歳で採用し、75歳まで継続勤務するという目標は十分に達成できる
現実的なものです。
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ウ　高齢者をターゲットとした採用活動の留意点
　高齢者については、60%以上が30年以上同じ地域に居住しており（図21）、他の年齢層と比較する
と生活基盤が確立している者が多いと考えられます。
　地域において生活基盤が確立している者における求職活動での就職条件の優先順位は、ハローワー
クでの求職者の行動を見る限りでは、①自宅からの通勤の可否、②賃金等の労働条件、③②以外の職
場の就労環境といった順となる傾向が見受けられます。
　採用活動を行うに際しては、求職者に対してこれらの要素について十分にアピールを行うことが重要
です。
　なお、②の賃金等の労働条件に関し、ハイヤー・タクシー業における65～69歳や70歳以上の年収
推計額は全産業と比較しても大きな差はありません（図22）。歩合給が主体であるタクシードライバー
は、賃金の上限があらかじめ定められている基本給が主体の賃金制度が採用されている企業の労働者
よりも相当程度の高額収入を得ることが可能であることをも考慮すれば、職業選択に当たり、賃金面で
は他産業より不利となることは少ないと考えられます。

エ　ハローワークの活用
　全国300か所のハローワークには、「生涯現役支援窓口」が設けられ、シニア世代の採用に意欲的
な企業の求人情報の提供や職場見学を含め、求人者のみならず求人企業に対する支援も行っているの
で、積極的に活用すべきです。
　また、これは高齢者雇用に限られませんが、各都道府県協会主催で関係ハローワークが共催する「タ
クシードライバー合同説明会」といった取組も実施されており、各都道府県協会から各都道府県労働局
や関係ハローワークへの働きかけを積極的に行うなどにより、より多くの説明会等の開催を実現してい
くことも重要です。

現在の地域に暮らし始めてから何年になるか図21

資料：内閣府「令和６年度 高齢者の経済生活に関する調査結果」

５年以内 10年以内

1５年以内 20年以内

2５年以内 30年以内

生まれたときから31年以上

不明・無回答

(%)

全　体(n=2.677) 4.8 5.2 4.4 5.3 6.4 7.2 52.5 12.8

1.5
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タクシー運転者の年間収入図22

高齢者の雇用継続に向けた取組に関する指針

　前回調査において、「65歳以上のタクシードライバーを継続して雇用する際及び新規に雇用する際に
不安に思うこと、留意していることはありますか」との問に対し、93%以上があると回答しています（図
23）。
　このうち、不安に思うことについては、その多くが、健康上の不安、交通事故の発生を挙げています
（図24）。
　健康上の不安に関しては、年齢階級別受療率をみると入院、外来とも圧倒的に65歳以上の者が多く
なっています（図25）。
傷病により通院している者は、令和4年の国民生活基礎調査によると年齢が高くなるほど増加していま
す。高血圧症や高コレステロール血症等、糖尿病、眼の病気などのいわゆる成人病により通院者率が高
くなっています（図26）。

3

 （1）健康の維持・確保に向けた取組

資料：令和６年賃金構造基本統計調査

●年齢別にみた産業・業種ごとの年間収入の推移

タクシー運転者 バス運転者 営業用大型貨物
自動車運転者

営業用貨物
自動車運転者
（大型車を除く）

製造業 宿泊業・
飲食サービス業

65～69歳 373万円 324万円 395万円 343万円 350万円 300万円

70歳～ 342万円 268万円 363万円 300万円 304万円 261万円

平　均 415万円 461万円 492万円 437万円 535万円 396万円

373万円
342万円

324万円

268万円

395万円
363万円

343万円

300万円
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261万円
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　タクシー運転者の場合は、65歳以上の者について、トラックやバスの運転者と比較して健康状態に
起因する重大事故を発生させた運転者が多くを占めている状況にあります（図27）。
　このように、年齢が高くなるほど健康不安の状態が生じやすくなり、その結果、入院加療などにより
働くことができなくなることや重大事故の発生につながることもあることから、高齢者に長く働くこと
ができるようにするためには、良好な健康状態の確保を図ることが必要です。
　このような現状にかんがみ、厚生労働省が定めた「高年齢労働者の安全と健康確保のためのガイド
ライン」（令和2年3月）（以下「エイジフリーガイドライン」という。）では、所定の健康診断を確実に実
施した上で、事業者に対して、健康状況の把握について、以下の取組を求めています。

●健康診断結果について、産業医、保健師等に相談できる環境を整備すること
●高齢者への結果の通知の際に、産業保健スタッフから健康診断項目ごとの結果の意味を丁寧に
説明する等、高齢者が自らの健康状況を確実に理解できるようにすること
●日常的なかかわりの中で、高齢者の健康状態に配意すること

　今回調査において、高齢ドライバーの健康管理状況の確認につき、アンケート結果では、

●ドライバーの持病や通院状況を把握している
●定期的に健康状態の聞き取りをしている
●点呼時に体調や生活、服薬状況等の確認をしている
●産業医や保険師による面談を実施している

　との回答がなされており、多くの場合には、エイジフレンドリーガイドラインで求められている健康状
況の把握の取組が実施されている状況が見て取れました（図28）。

　また、高齢ドライバーの健康診断については、「法令で定められた項目のみ実施している」との回答が
86%を占めていますが（図29）、その他として、

●脳ドック検査
●白内障・緑内障検査
●がん検診
●心臓超音波（心エコー）検査

　等を積極的に実施している例も見受けられます。
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　ヒアリング調査結果では、脳ドック検査で動脈瘤などが見つかり、健康確保の予防的効果が高いと
評価しているものがある一方、脳ドック検査は費用が高すぎて導入できないとするものがありました。
　深視力検査、睡眠時無呼吸症候群の検査の実施のほか、営業所に血圧計を設置し、毎朝計測させて
いるもの、産業医との間で月に1回の面接診療を実施しているものなどがありました。
　前回調査のアンケート結果では、

●認知機能テストを受講させているもの
●ストレスチェックを実施しているもの
●会社で手作り食事を一日も欠かさずにだしているもの
●大学が開発した低カロリー弁当の購入の推奨・費用補助を行っているもの

　などが見受けられました。

　ヒアリング結果では、

●レクリエーション活動やジムでの運動に対して補助しているもの
●健康経営に取り組んでいるもの
●「健活プロジェクト」と題して、肥満者の体重、BMI減を目指すとしているものなどが見受けられ
ました。

　このように、今回及び前回のアンケート調査やヒアリング調査において、それぞれの企業において、健
康状況の把握やこれに基づいた健康確保対策の実施について、創意工夫して取り組んでいる様子が見
受けられました。
　各企業におかれては、これらを参考として健康状況の把握やこれに基づいた健康確保対策の実施を
確実に行うことが重要だと考えます。

　また、令和7年8月から国土交通省において、健康起因事故防止に対する支援として

●睡眠時無呼吸症候群（SAS）スクリーニング検査
●脳mRI健診（頭部MRI検査、MRA検査）
●頸動脈超音波検査（頸動脈エコー検査）
●ABI検査（四肢血圧脈波検査）
●胸部単純CT検査、腹部単純CT検査
●腹部超音波検査（腹部エコー検査）
●視野障害検査（視力検査、眼底検査、眼圧検査）

　に係る経費の補助が行われることになっていますので、積極的に活用し、高齢者の健康確保に役立て
ましょう。
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65歳以上のタクシードライバーを継続して雇用する際、及び新規に雇用する際に
不安に思うこと・留意していることがありますか。

図23

65歳以上のタクシードライバーを継続して雇用する際、及び新規に雇用する際に
 不安に思うことは何ですか。

図24

年齢階級別にみた受療率（人口10万対）の年次推移図25

①健康の不安 2,081件

②交通事故の発生 1,755件

③夜間の運転 291件

2,229件

ある 2,081件 93.4%

ない 148件 6.6%

ある
93.4%

ない 6.6%

資料：厚生労働省「令和5年（2023）患者調査の概況」
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注：１）平成 23年は、宮城県の石巻医療圏、気仙沼医療圏及び福島県を除いた数値である。    
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性別にみた通院者率の上位５傷病（複数回答）図26

健康状態に起因する重大事故を発生させた運転者の年齢分布図27

高齢ドライバーの健康管理状況の確認について図28

①ドライバーの持病や通院状況を把握している 1,093件
②定期的に健康状況の聞き取りをしている 969件
③点呼時に体調や生活、服薬状況等の確認をしている 948件
④産業医や保健師による面談を実施している 342件
⑤その他 45件
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資料：国土交通省 物流・自動車局「自動車運送事業用自動車事故統計年報（自動車交通の輸送の安全にかかわる情報）（令和4年）」

資料：厚生労働省「令和4年（2022）国民生活基礎調査の概況-Ⅲ世帯員の健康状況-」
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（2）体力維持・確保に向けた取組

　高齢者の健康や体力の状況は高齢になるほど個人差が拡大するとされています。このため、個々の
労働者の健康や体力の状況を十分把握した上で、それぞれの状況に応じた働き方を労使双方の了解の
下で、実施することが重要です。
　エイジフレンドリーガイドラインにおいては、体力状況の把握に関し、事業者、高齢者双方が当該高
齢者の体力状況を客観的に把握し、事業者はその体力に合った作業に従事させること、継続的な体力
チェックの実施を行うことが望ましいとされています。
　具体的には、加齢による心身の衰えのチェック項目（フレイルチェック）等の導入（図30）や事業場
の働き方や作業ルールに合わせた体力チェックの実施などが挙げられています。
　今回及び前回調査においては、体力状況の把握について、脚力のチェックなどを行っている例はあり
ましたが、総体的にみて、健康状況の把握と比較すると実施が十分でない面が見受けられます。また、
体力の維持向上対策については、ストレッチ体操の実施などを行っている例は見受けられましたが、そ
の他の取組は特に見当たらない状況でした。
　また、高齢者については、何らかの疾病を抱えることも想定され、このような場合に、産業医等の産
業保健スタッフやその他専門家らと連携し、働き続けることを希望する高齢者の治療と仕事の両立につ
いて、両立支援プランの策定・実行による継続的な人材の確保を図ることも重要です。

高齢ドライバーの健康診断について図29

①86%

②14%

1,506件

①法令で定められた項目のみ実施 1,288件 86%

② 独自で実施している検査等がある 218件 14%

●独自で実施している検査等

脳ドック検査 79件
白内障・緑内障検査 35件
がん検診 60件
心エコー検査 44件
その他 44件
その他：SAS検査（睡眠時無呼吸症候群）、眼底・眼圧検査等

79件

脳ドック
検査

35件

白内障・
緑内障検査

60件

がん検診

44件

心エコー
検査

44件

その他
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図30

資料：東京大学高齢社会総合研究機構「やってみよう フレイルチェック」
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（3）健康や体力の維持・確保に向けたその他のエイジフレンドリーガイドラインに
おける各種提言

　エイジフレンドリーガイドラインにおいては、以下のような取組を行うことが推奨されています。

●健康診断や体力チェックの結果等に基づく運動指導や栄養指導、保健 指導、メンタルヘルスケア
の実施
●フレイルやロコモティブシンドローム（加齢に伴って起きる運動器の機能低下　関節リウマチ、
脊柱管狭窄症、骨粗しょう症など）の予防を意識した健康づくり活動の実施
●運動する時間や場所への配慮、トレーニング機器の配置等
●保健師や専門的知識を有するトレーナー等による身体機能維持向上の指導　等

　また、健康や体力の維持管理は、労働者自身が客観的に状況を把握した上で、青年、壮年期から取り
組むことが重要であるとされています。
　体力の維持確保対策については、現時点では十分に行われている実態とはいえない状況であり、エ
イジフレンドリーガイドラインに記載された対策を参考としつつ、例えば、就業時間中に機械器具等を
活用した筋力維持向上のトレーニングを行うなど労使ともに積極的に取り組むことが重要です。

交通事故の防止に向けた取組
　前回調査では、高齢者の運転技術の低下に関し、加齢に伴う体力の低下、身体の柔軟性や可動域の
狭まり、反射の衰えなどにより、軽微な物損事故、特に後退時の物損事故が多く生ずる傾向がみられる
との回答がありました。
　また、高齢者の交通事故では加齢に伴い、ハンドル操作不適やアクセルとブレーキの踏み間違えなど
の操作不適による交通事故の割合が増加する傾向にあります（図31）。
　さらに、前出のとおり、健康状態に起因する重大事故の原因となる脳心臓疾患については、50歳以
上の年齢層では加齢にとともに死亡者数が対数的に増加しています（図32）。
　このような現状について、今回調査では、高齢ドライバーの交通安全対策について、「ドライバー適
性診断を受診させている」ものが最も多く、その他として、「定期的に安全運転教育をしている」もの、
「定期的にヒヤリハット事例の報告、紹介をしている」ものが多くみられました。
　それ以外として、「認知機能テストを受講させている」もの、「ドライブレコーダーの映像を確認し、
個別に指導を行う」ものなどが見受けられました。
　また、前回調査では、上記以外のものとして、「衝突回避軽減ブレーキを備える車の運転」、「車線逸
走警報装置を備える車の運転」、「ペダル踏み間違い時加速抑制装置を備える車の運転」といった車両
設備の安全化に取り組んでいるケースが見受けられました。
　健康状態に起因する事故防止については、常日頃からの健康保持増進を図ることが有効であり、前
出の健康確保向上・体力確保向上対策の実施が重要です。
　これら以外の取組の実例として、国交省において実施された令和３年度自動車運送事業事故対策検
討会が取りまとめた「高齢運転者に関する取組について」の中で、以下のようなものが紹介されていま
すので引用します。

4
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①脳疾患関係 
　社内歩行中に物にぶつかる運転者に、念のため病院へ行かせたところ、脳梗塞が判明し、
即日入院、手術となった。
　左側をぶつける事故が多いため、病院で検査を受けさせたところ、脳梗塞が判明した。
出庫点呼時、本人の自覚はないが、ろれつが回らないようで会話しにくい運転者に、乗務せず
に病院へ行かせたところ、軽い脳梗塞が判明した。 
②心臓疾患関係
　目眩がした運転者に帰庫を指示し、病院で診察を受けさせたところ、エコノミー症候群によ
る心筋梗塞の疑いで入院し、一命をとりとめた。 
③睡眠時無呼吸症候群（SAS）関係
　夜間の事故や居眠りが多い運転者にSAS検査を受けさせたところ、SASが判明し、治療に
より症状が改善した。
④視覚・聴覚関係
　左折時の単独事故が多いため、目の検査を受けさせたところ、視野欠損が判明した。
　狭い道で右側をこするため、目の検査を受けさせたところ、視野が狭くなっていたことが判
明した。
　夜間の事故が多いため、眼科を受診させたところ、白内障が無自覚のまま進行しているこ
とが判明した。手術により改善して事故が減った。
　追突事故をきっかけに目の検査をしたところ、白内障が判明した。手術により改善して元気
に働いている。
　事故が急増したため、事情を詳しく聞いたところ、白内障であることを隠していた。すぐに
手術を受けさせ、その後は事故がなくなった。
　自損事故が多いため、目の検査を受けさせたところ、緑内障が判明した。眼鏡の度を適切
に調整したところ、事故がなくなった。 
　事故の内容によっては、眼科の受診と診断書の提出を求めている。 
乗客の指示を聞き取れずトラブルになったため、事情を聞いて難聴を疑い、病院での診察を
受けさせたところ、補聴器を処方された。

※高齢者における発症率が高い緑内障等の視野障害では、見えている範囲が狭くなったり、部分的に見えなくな
る症状が現れるが、視力は維持されているため、自覚症状は無いまま運転を続けることで重大事故に繋がるおそ
れがある。

―引用開始―

―引用終了―

　これらに加え、前回のヒアリング調査では、白内障等の動態視力の低下に対する対応として、治療を
優先させ、夜勤を昼勤に変更している例や、視野が欠ける緑内障については、視野が欠けている部分を
本人が認識しているだけでも事故を防げることが多く、治療を優先させ、視野の現状維持に努めさせ
ている例がありました。
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性・年齢別にみた主要死因別死亡率（人口10万対）図32

交通死亡事故の人的要因比較（年齢層別,平成25年～令和５年の合計）図31

65歳未満 65～69歳

注　１　警察庁資料による。
　　２　第１当事者が原付以上の死亡事故を計上している。
　　３　構成割合は小数点以下第２位を四捨五入しているため，合計しても必ずしも100とならない。
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100歳以上
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肺炎 肺炎
脳血管疾患 脳血管疾患
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男 女
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（高血圧性を除く）

心疾患
（高血圧性を除く）

悪性新生物
〈腫瘍〉
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資料：厚生労働省「人口動態統計」令和２年概数）
出典：厚生労働省「脳・心臓疾患の労災認定の基準に関する専門検討会報告書（令和３年７月）」

出典：内閣府「特集 高齢者の交通事故防止について」
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65歳以上の者の住居形態（択一回答）図33

賃金や労働時間等の労働条件に関する柔軟な対応に関する取組

　65歳以上の持ち家率は8割を超えており（図33）、子供がいる場合であっても成人し、教育費負担を
終えているケースが多く、経済的な暮らし向きは約７割が心配なく暮らしている（図34）状況です。
　消費支出は高齢になるほど減少傾向にあり（図35）、年金受け取り可能年齢に到達していることを考
慮すると、収入目的で就労する者は必ずしも多くありません。
　この点は、64歳までは収入目的で働く者が75％以上を占めるのに対して、65歳以上では、収入目的
の者は50％程度となり、健康目的や自分の知識経験を活かすことを目的とする者が多いことからも明
らかです（図36）。
　このような現状を踏まえると、65歳以上の者については会社の所定労働日数や所定労働時間がど
うあれ、本人が希望する日数かつ本人が希望する時間のみ働きたいとする者が一定程度存在してい
ます。
　高齢者のうち、令和７年の「年齢階層別定時制乗務員数」によれば、所定労働時間より短い労働時間
で働いているドライバーは全体の約12％を占めており、これらの者が勤務日数や勤務時間について、会
社と本人の希望がマッチしないことで不採用とならないよう、事業者側としても柔軟に対応することが
必要ですが、中小規模事業者の場合、本人の希望に応じた勤務形態に十分に対応できないことも想定
されます。このため、タクシードライバーの複数のタクシー会社での兼業を可能することで、高齢者の希
望に柔軟に応じることができる体制づくりについて今後は検討していくことが必要です。

5

 （ 1）勤務シフト等に関する柔軟な対応

資料：内閣府「令和５年版高齢社会白書（全体版）」

持家（一戸建て）
賃貸住宅（一戸建て）
給与住宅（社宅・官公舎など）
その他

持家（分譲マンション等の集合住宅）
賃貸住宅（アパート、マンション、公営・公団等の集合住宅）
高齢者向け住宅・施設
不明・無回答

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0 0.0 100.0（％）

65歳以上全体

令和3年
（n=2,049）

75.6 11.8

2.0

8.4

0.2
0.2

0.71.1
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現在の経済的な暮らし向きについて図34

2022年世帯主の年齢階級別月平均消費支出図35

収入を伴う仕事をしている主な理由図36

資料：内閣府「令和6年度 高齢者の経済生活に関する調査結果」

資料：内閣府「令和6年度 高齢者の経済生活に関する調査結果」

家計にゆとりがあり、まったく心配なく暮らしている

家計にあまりゆとりはないが、それほど心配なく暮らしている

家計にゆとりがなく、多少心配である

家計が苦しく、非常に心配である

不明・無回答

その他

※「心配なく暮らしている（再掲）」は「家計にゆとりがあり、まったく心配なく暮らしている」と「家計にあまりゆとりはないが、それほど心配なく暮らし
ている」の合計、「心配である（再掲）」は「家計にゆとりがなく、多少心配である」と「家計が苦しく、非常に心配である」の合計

	%


全　体（n＝2.188） 14.8 51.1 21.8 9.0

1.9
1.5

৺഑な͘฻ら
している（再ܝ） ৺഑で͋る

  
65.9 30.7

資料：令和５年家計調査

単位　円

年齢 ～29歳 30～39歳 40～49歳 50～59歳 60～69歳 70歳～

月平均消費支出 163,629 240,511 291,318 305,258 257,876 201,388
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　定年制とは労使双方の意思表示なく、一定の年齢に達すると労働契約関係が解消される制度です。
人手不足の状況が続く中で、高齢者を積極的に活用する考え方を採用する場合には、いったん労働契
約関係が解消されることは、ドライバーに対して他の企業で働く選択肢が与えられることにもつながり
ますので、継続雇用の支障となるおそれがあります。ただし、定年制とセットで中小企業退職金共済制
度（中退金）を利用している場合は、定年に達した時点で退職金が支払われる運用がなされています。
このため、定年に達した時点で事業者の掛け金負担がなくなる実態もあり、定年制を採用していること
による継続雇用に関するリスクと定年により掛け金負担がなくなるメリットの双方を比較考量した上で
定年制の採用の要否を判断する方がよいと考えられます（なお、中退金は定年制の有無にかかわりなく
活用可能です。）。
　特に、60歳定年制の採用については、

●事業者には、65歳までの希望者全員に対する継続雇用制度の義務が課されていること
●このため、有期雇用の期間満了時に事業者側にとっては雇用維持の要否に関する選択権はない
一方、労働者は契約期間が満了するたびに意思表示なく退職できること
●年功賃金制の場合は定年により賃金の減額を伴うことが多く、定年により人件費の削減につな
がるメリットがある一方、ハイヤー・タクシー業では歩合制を採用しているため、このようなメ
リットはないこと
●定年後は、有期雇用の更新を繰り返すケースが多いところ、有期雇用の場合は、無期雇用より期
間途中の解雇は厳しく制限されていることや期間満了時の雇止めについても相当の制限がある
こと

　から、採用するメリットは小さいと考えられます。
　定年制を採用している場合は、定年後は1年契約の有期契約を締結し、更新を繰り返すことが一般的
ですが、契約を更新し5年を経過すると無期転換申込権が発生する（注4）ことに留意しておくことが必
要です。

　定年退職した高齢者については、オール歩合給制度を採用している場合は、定年前と適用される賃
金制度は異ならない実態にあります。他方、基本給と歩合給を並立している賃金制度の場合は、定年退
職後は賞与がなくなるなどの違いがある場合があります。いずれにしても、労働者の売り手市場という
人手不足の状況が継続している中では、労働者の流出防止の観点から労働者側が大きな不満を抱かな
いように留意して労使間で賃金決定をすることが妥当です。

（2）定年制と再雇用制度

（3）賃金制度

※（注４）高齢者の場合は、定年後、同一事業主に引き続き雇用される有期雇用労働者については、適切な労務管理に関する
計画を作成し、都道府県労働局長の認定を受けた場合は、無期転換申込権が発生しないという特例制度が設けられていま
す。同制度の活用を検討する場合は、申請手順や申請した場合の効果などについて、あらかじめ、各都道府県労働局雇用均
等部又は雇用均等室に相談するとよいでしょう。
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その他高齢者雇用における留意点6

　タクシードライバーには実車率を向上させるためのスキルと実車後に効率的に乗客を目的地まで
送り届ける地理に関する知識が必要です。これらのスキルや知識は、継続して雇用されタクシードライ
バーとして経験を積む中で向上していくものです。
　未経験の高齢者については、若年者とは異なり、ドライバー経験を長期にわたって積むことが難しい
こともあり、これらのスキルや知識の代替としてタクシーアプリやナビシステムの導入を積極的に検討
することが必要です。
　タクシー事業におけるDX化は、ドライバーの業務負荷軽減につながるものですが、十分に使いこなせ
るようになるまでには、ドライバーにとって逆に負担となる恐れがあります。
　実際に、納金や日報の作成などの運転業務以外の業務について、静脈認証システムの導入などによ
るDX化を進めている事業者においては、さほど操作が困難ではないにもかかわらず、若年者と比較し
て、研修に相当程度の時間を要するケースが見受けられます。
　このように、高齢者については、他の年齢層に比較してデジタル機器の操作に難があるケースが多く
みられることから、より十分な研修を行うことが重要となります。

　高齢者雇用を推進する観点から、国において、「65歳超雇用推進助成金」や高齢労働者の健康確保
等を図る観点から「エイジフレンドリー補助金」など高齢者雇用に特化した補助金・助成金が設けら
れています。この他にも地方自治体でも独自に補助金・助成金が設けられていることがあります（例え
ば、岩手県宮古市では、市内に在住する高齢者を雇用した場合は、事業者に対し一人につき10万円の支
給がなされる制度があるなど。）。
　また、高齢者に特化した補助金・助成金のみならず、人手不足への対応のほか、各種の政策目的に
応じた設備投資等に対する補助や助成は様々な形で国、県、市町村のあらゆる行政機関が行っていま
す。
　これらの様々な補助金・助成金を活用することにより結果として人手不足の解消や継続的な高齢者
雇用に資するような設備投資等を実施することが可能となる場合もあります。
　中小企業庁では「中小企業施策利用ガイドブック」として中小企業が活用できる様々な補助金・助成
金をまとめた冊子を作成しているほか、厚労省でも「雇用・労働分野の助成金のご案内」としてリーフ
レットを作成しているのでこれらを参照していただき、目的や用途に応じた補助金・助成金を積極的に
活用しましょう。
　なお、各地方自治体でも先述のとおり、様々な補助金・助成金が設けられているため、事業所が所在
する県や市町村のHPで検索するなどにより、活用できるものがないか確認しておきましょう。

 （ 1）未経験高齢者の雇用に際しての留意点

 （2）各種補助金・助成金の活用
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ハイヤー・タクシー業界全体として取り組むべき事項7
　上記については、ハイヤー・タクシー事業における人手不足や高齢化に関する課題の解消に向けて、
個々の事業者において取り組んでいただくことが望ましい事項を記載したものです。
　これらに加えて、制度創設・改正要望やその他の行政に対する働きかけを行うことによって、より円
滑に事業者における課題解消がなされることも想定されます。
　全タク連や各都道府県協会といったいわゆる業界団体はこのような政策制度要求等を行うこともそ
の活動の一つであることから、個々の事業者がこれら団体に対して課題解決に必要な要望を行うこと
も重要です。
　人手不足の解消や継続した高齢者雇用に向けた業界団体として要求すべき事項として、本委員会で
は以下のような意見が出されています。

　タクシードライバー不足を解消するためには、単に労働者を雇用するだけではなく、二種免許を取得
させる必要があります。しかし、現状では地域によっては講習機関の不足等により長期間講習が実施さ
れないケースが見受けられます。このため、講習受講の機会増加を求める要請を行うほか、講習を受講
するために遠距離移動を要する場合における補助等について団体として要望を行うことは考えられな
いか。

　ハローワークを訪れた求職者がどのような職業に就くか悩んでいる場合に、タクシードライバーへの
就職を勧めてもらうためには、ハローワーク職員がハイヤー・タクシー業界に関する正しい知識を有し
ていることが説得性を高める要素となります。このため、ハローワーク又はハローワークを所管する労
働局に対して知識の付与を目的とした職員研修の実施等について団体として要望を行うことは考えら
れないか。

　高齢者に対するＤＸ機器活用のための研修について、オンラインによるメーカーや販売事業者による
集団的な研修の実施について、団体として要望を行うことは考えられないか。

 （ 1）二種免許取得のための講習の更なる実施

 （2）ハローワークへの働きかけ

 （3）メーカーや販売事業者によるＤＸ機器の活用に関する研修の実施
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第3章 人手不足を解消し、働ける環境にあり、働く意欲
を有する高齢者が継続して働くことができるよう
にするためにーまとめー

人手不足の解消向けた取組

高齢者の継続雇用に向けた取組

　人手不足への対応として新規人材を採用したとしても、既存人材が退職してしまえばその解消は図ら
れません。
　人手不足解消に資するとともに、長期雇用によるメリットを享受するためには、既存人材の流出を防
止することが重要です。
　既存人材の流出防止には、賃金の引上げをはじめとする労働条件の向上と良好な人間関係の形成を
はじめとする労働環境の整備が重要です。
　また、新規人材の採用に向けた取組として、労働市場に労働力供給源が少ない地方都市では、未経
験高齢者に対する積極的な採用活動の実施を行い、2に記載する「高齢者の継続雇用に向けた取組」
を確実に実施することによって、65歳から75歳までの継続雇用の実現を目指すべきです。

　高齢者の継続雇用に際しては、健康の維持・確保はかかせません。エイジフリーガイドラインに定め
られている各事項の実施や重大事故の発生原因ともなり得る脳・心臓疾患や白内障・緑内障に関する
検査・検診等の実施についても費用負担について行政に対する必要な要望を行いつつ、事業者として
実施することも重要です。
　体力確保対策については、実態として現時点では十分に行われているとはいいがたい状況にあり、補
助金等を活用しながら積極的に実施することが重要です。
　交通事故の防止については、これまで様々な取組が実施されてきており、これらの例を参考としなが
ら各企業でも実施していくことが重要です。
　また、高齢者のうち、所定労働時間より短い労働時間で働いている者については、勤務日数や勤務時
間について、会社と本人の希望がマッチしないことにより新規人材の獲得ができないこととならないよ
う、タクシードライバーの複数のタクシー会社での兼業を可能することで、高齢者の希望に柔軟に応じ
ることができる体制づくりについて今後は検討していくことが必要です。
　人手不足の解消や高齢者の継続雇用に関しては、国や地方自治体で設けられている様々な補助金・
助成金を目的と用途に応じて積極的に活用し、自己負担を可能な限り少なくすることも重要です。

1

2

ハイヤー・タクシー業界全体での取組
　ハイヤー・タクシー業における課題の解消には、個々の事業者の努力のみならず、新制度の実現、
事業者の希望に沿った現行制度の改正、行政による積極的な支援等を求める業界団体による積極的な
活動も重要です。

3
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　ハイヤー・タクシー業においては、タクシードライバーの高齢化が様々な場面で指摘されて
いるところです。しかし、前回調査及び今回調査で示された高齢者雇用のメリットや人手不足
状況下での人材供給状況を考えれば高齢者のメリットをいかしつつ、可能な限り長期的な雇用
継続を図っていくことは現実を踏まえた妥当性のある方策であると考えます。
前回調査及び今回調査における様々な実態や好事例などを参考としていただくことで、事業
者と高齢者が良好な就労環境の下で効率的・効果的な働き方がなされるとともに、良好な企
業運営がなされることを期待します。

おわりに
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ྉ  ࢿ  ߟ  ࢀ

●高年齢者雇用安定法の概要

●創業支援等措置の実施に関する計画の記載例等について

●70歳雇用推進プランナー高年齢者雇用アドバイザーのご案内

●（独）高齢・障害・求職者雇用支援機構 
　各都道府県支部高齢・障害者業務課 所在地等一覧

●令和７年度65歳超雇用推進助成金のご案内

●エイジフレンドリーガイドライン

●高度専門職・継続雇用の高齢者に関する無期転換ルールの
　特例について（抜粋）

●国土交通省事故防止対策支援推進事業に係る補助金の
　申請受付を開始



ハローワーク

高年齢者雇用安定法の概要

～70歳までの就業機会の確保のために
  事業主が講ずべき措置（努力義務）等について～

Ⅺ

管理番号：PL070401高01
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��歳までの雇用確保（義務）に加え、��歳から��歳までの就業機会を確保
するため、高年齢者就業確保措置として、以下のいずれかの措置を講ずるよう
努める必要があります（努力義務）。

詳細は3２～��をご確認ください

○ （高年齢者雇用安定法第８条）
���事業主が定年を定める場合は、その定年年齢は��歳以上としなければなりません。

○ （高年齢者雇用安定法第９条）
���定年を��歳未満に定めている事業主は、以下のいずれかの措置（高年齢者雇用確保
措置）を講じなければなりません。
① ��歳までの定年引き上げ
② 定年制の廃止
③ ��歳までの継続雇用制度（再雇用制度・勤務延長制度）の導入

継続雇用制度の適用者は原則として「希望者全員」です。

高年齢者雇用確保措置の実施に係る公共職業安定所（ハローワーク）の指導を繰
り返し受けたにもかかわらず何ら具体的な取り組みを行わない企業には、勧告書の発
出、勧告に従わない場合は企業名の公表を行う場合があります。

高年齢者雇用安定法は、少子高齢化が急速に進行し人口が減少する中で、経
済社会の活力を維持するため、働く意欲がある誰もが年齢にかかわりなくその
能力を十分に発揮できるよう、高年齢者が活躍できる環境整備を図る法律です。

��ബǇưƷݼಅೞ˟Ʒᄩ̬Ტѐщ፯ѦᲣ

��ബǇưƷᨽဇᄩ̬Ტ፯ѦᲣ

1

高年齢者雇用安定法第��条に基づく
されます。また、名称も高年齢者雇用等推進者に変更になっています。
＊各企業で選任することが努力義務とされている、作業施設の改善その他の諸条件の整備を図るための業務

を担当する者。（選任した場合のハローワーク等への届出は必要ありません。）

※
（常時��人以上の労働者を使用する使用者は、就業規則を変更し、所轄の労働基準監督署

長に届け出る必要があります。）
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高年齢者就業確保措置の努力義務を଀う事業主؟
➢ 定年を��歳以上��歳未満に定めている事業主
➢ 継続雇用制度（��歳以上まで引き続き雇用する制度を௾く。）を導入して

いる事業主

以下の①～⋋のいずれかの措置（高年齢者就業確保措置）を講ずるよう努め
る必要があります（努力義務）。

労働者のૌ઄ਯを৻表する労働組合がある場合にはその労働組合、そして労働者の
ૌ઄ਯを৻表する労働組合がない場合には労働者のૌ઄ਯを৻表する者を指します。

ٛ労働者のૌ઄ਯを৻表する者を選出する੠の೏意事ඨٜ
・労働基準法第ڭڰ条第２ಀに規定する監督またはଵ৶の৉ਜ਼にある者でないこと
・൉業੍ର等措置のੑ઺にঢ়する৊意を行うことを৥らかにして実施される਺௠、଱ু等
の্法によるু続きで選出された者であって、事業主の意਱に基づき選出された者でな
いこと

2

䐳65歳までの定年ᘬきୖ䛢

䐴定年ᗫṆ

䐵65歳までの⥅⥆雇用ไᗘのᑟධ
（≉Ṧ㛵ಀ事業主（Ꮚ会♫䞉㛵㐃会♫等）に䜘䜛䜒の䜢ྵ䜐）

䐢高年齢者がᕼᮃ䛩䜛䛸き䛿䚸70歳まで⥅⥆ⓗに業務ጤ
クዎ⣙䜢⥾⤖䛩䜛ไᗘのᑟධ

䐣高年齢者がᕼᮃ䛩䜛䛸き䛿䚸70歳まで⥅⥆ⓗに௨ୗの
事業にᚑ事でき䜛ไᗘのᑟධ
a.事業主が⮬䜙ᐇ᪋䛩䜛♫会㈉⊩事業
b.事業主がጤク䚸ฟ㈨（㈨㔠ᥦ౪）等䛩䜛ᅋయが⾜䛖
♫会㈉⊩事業

䐟70歳までの定年ᘬきୖ䛢

䐠定年ᗫṆ

䐡70歳までの⥅⥆雇用ไᗘのᑟධ
（≉Ṧ㛵ಀ事業主にຍ䛘て䚸௚の事
業主に䜘䜛䜒の䜢ྵ䜐）

創業支援等措置（雇用によらない措置）
（過半数労働組合等（※）の同意を得て導入）
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သॖໜᲫᲴݣᝋᎍؕแƴƭƍƯ

��歳から��歳までの高年齢者就業確保措置は努力義務ですから、
ৌ଴者を଒定する基準を設けることが૭能です（3２の①②を௾
く）。ただし、ৌ଴者基準を設ける場合には、ઃの事ඨに೏意す
る必要があります。
○ ৌ଴者基準の৔ઍは、原則として労使に੻बられるものですが、事業
主とૌ઄ਯ労働組合等との৑で十分にੈ৮した上で、ૌ઄ਯ労働組合等
の৊意を੭ることが望ましいこと。

○ 労使৑で十分にੈ৮の上で設けられた基準であっても、事業主がᠢ意
的に঳৖の高年齢者をൾ௾しようとするなन法のະ຺ृ、他の労働ঢ়係
法ഥ・公๰ଐႳにખするものは認められないこと。
ْਂ適જな୻ٓ
・会社が必要と認めた者に଒るܒ ᠢ意的な঳৖の高年齢者のൾ௾が૭能であり、

法のະ຺にખする
・上ఘの推໗がある者に଒る ܒ د
・੬ਙ（੓ਙ）に଒る ܒ ੬੓୷શにჾ当
・組合活৿に従事していない者に଒る ܒ ਂ当労働行ನにჾ当

3

○ 高年齢者就業確保措置の
を行い、高年齢者のॽー६にૢじた措置

を講じていただくことが望ましいです。

○ ２に੶ൗの①～⋋のいずれか঳णの措置により��歳までの就業機会ۅ
を確保することのऺか、

です。

する必要があります。

○ 㐣༙ᩘປാ⤌ྜ等のྠពがᚲ要また䛿ᮃま䛧いᡭ⥆き䛿、以下のとउり
です。

သॖໜᲬᲴі̅ưңᜭƢǂƖʙ᪮

必要 ・൉業੍ର等措置（２ۅの⋊・⋋）のみを講ずる場合の実施にঢ়するੑ઺
（詳細は3９をご確認ください）

望ましい ・൉業੍ର等措置（3２の⋊・⋋）と雇用の措置（3２の①～③）の૏্を
講じる場合の൉業੍ର等措置の実施にঢ়するੑ઺ （詳細は3９をご確認
ください）

・ৌ଴者基準を設ける場合の基準の৔ઍ （上੶೏意ਡڭ）
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○ 高年齢者が定年৐とは౮なる業務に就く場合には、ৗしく従事する業務に
ঢ়してଢ଼ఊ、ઇ୘、ธಫ等を行うことが望ましいです。્に、雇用による措
置（①定年引き上げ、②定年制の廃止、③継続雇用制度の導入）を講じる場
合には、安全またはୋেのためのઇ୘は必ず行ってください（൉業੍ର等措
置を講じる場合にも安全またはୋেのためのઇ୘を行うことが望ましいで
す。）。

○ 労働಼૩による೬業ڰ঩以上のଈം者ਯのうठ、��歳以上の労働者のಚめ
るસ合がੜ加ൊ਱であることも౷まえて、高年齢者が安全に働ける環境づく
りのため、高年齢者就業確保措置（൉業੍ର等措置をஅि）により働く高年
齢者にणいて、「高年齢労働者の安全と௏೨確保のためのफ़ॖॻছॖথ」を
૞અに、職場環境の改善ृ௏೨ृ体力の૾யཔ඼とそれにૢじたৌૢなन、
就業上の಼૩ଆ止ৌੁに஋ா的に取り組िことが望ましいです。

○ 継続雇用制度、൉業੍ର等措置を実施する場合にउいて、
・ੱମの௛௽のため業務にቄえられないと認められること
・勤務（業務）૾யが෩しくਂଐで引き続き従業員としての職ி（業務）を
ટたし੭ないこと

なन、就業規則に定めるੰ雇事૓ྼは୐職事૓にჾ当する場合ृ、൉業੍ର
等措置のੑ઺（3９のڭのੑ઺）に定めるీ৺ੰ௾事૓ྼはీ৺を更ৗしな
い事૓にჾ当する場合には、ీ৺を継続しないことが認められます。
（※��歳までの継続雇用制度も৊஘のઅえ্です。）

○ ३ঝংー人౫७থॱーへのఃஈृ、再就職・঎ছথॸॕ॔のঐॵॳথॢを
行う機ঢ়へのఃஈなनは、高年齢者の就業੔が定まらないため、高年齢者就
業確保措置を講じたことにはなりません。

○ 高年齢者就業確保措置（൉業੍ର等措置をஅि）にउいて੍௸われるসබ
にणいては、制度をਹ用する高年齢者の就業の実ଙ、ে活の安定等をઅൟし、
業務৔ઍにૢじた適જなものとなるよう努めることに೏意する必要がありま
す。

သॖໜᲭᲴƦƷ˂

ْ૞અٓ高年齢労働者の安全ୋেৌੁにणいて

ٛঃথইঞॵॺٜ
「高年齢労働者の安全と௏೨確保のためのफ़ॖॻছॖথ」

4

KWWSV���ZZZ�PKOZ�JR�MS�VWI�VHLVDNXQLWVXLWH�EXQ\D�NR\
RXBURXGRX�URXGRXNLMXQ�DQ]HQ�QHZSDJHB������KWPO

KWWSV���ZZZ�PKOZ�JR�MS�FRQWHQW�����������������
���SGI
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すでに��歳をதえる高年齢者を雇用している企業はこのような取り組みをしています。
ӕǓኵǈʙ̊

5

௧୅१ーঅ५業؟
（ଓ೥॥থ१ঝॱথॺ業（೾୤・૦ണ設ੑ業務））

��人؟
（��～��歳 ���٫、��～��歳 ����٫、��歳以上���٫）

社৔業務の安定的な継続のため、����年��াに定年年齢を��歳に؟
引き上げ。��歳以ఋはম人の௏೨૾ଙと意ઓに係る条件を設定した上で、年齢
の上଒なく継続雇用。ಢ時৑勤務・࿒঩勤務の選උが૭能。
ଌ場がபいਠ場での೾୤等ਠ৉৹ਪにउける労働಼૩のজ५クచ減と作業の஍

૨化のため、ॻローথૼ୒を導入。ૻຎ的安全な場所でॻローথをඝອ、๡୶
した಩൸等から図એの作ਛが૭能。௏೨ଵ৶એでは全従業員ৌ଴の人৑ॻॵク
に⅑৿ဿதఠణਫ਼ਪの実施（৿ဿໂ化のଫ਋発ৄ）ृڱ年ごとに౼ॻॵクを取
り入れるなनの取り組みも実施。

ฑໞな勤務஄ଙにより に。
ৗૼ୒導入により 。

ʙ̊Ძ �ᲯബǇưƷࡽ࠰ܭƖɥƛᲥɥᨂ࠰ᱫƷƳƍዒዓᨽဇ

ධ୫૲用౛ଲષのॹ२ॖথ・ଲୗ・୿ਲ਼等؟
��؟�人

（��～��歳 ����٫、��～��歳 ���٫、��歳以上 ���٫）
定年��歳の৏は希望者を年齢の上଒なく継続雇用。定年৏も৊じ؟

ல事を続ける場合はஔଖが下がることはなく、さらに定年৐と৊じ基準で௬੼す
る人事௬੼制度を取り入れ、ਠ૽਼৻と৊஘、ಊஔ・ೖଖがある൛স制度である。
ৗੵ場૦設をきっかけに、/('ස৥ृঽ৿ছॵクಠಛを整備し、高齢社員をは

じめ、全ての社員が働きृすい職場環境を整備した。また、௏೨ଵ৶એでは௏೨
൧૵の実施ृॺঞーॽথॢঝー঒を導入、安全ୋেએでは૏ুで঎ॱথを౒さな
ければ༎働しない૵ଇ機を導入。

൛স制度の改定により、定年৏は 。
により 。

ʙ̊Წ ᱫƷƳƍዒዓᨽဇ࠰��ബᲥɥᨂ࠰ܭ

��歳をதえた高年齢者を雇用している企業の取り組み事୻ृ、��歳までの就業機会
の確保に必要な施ੁ、人事制度改ၖのুದ等のੲਾは、下੶85/をご૞සください。

ْ高齢・௽૩・੷職者雇用੍ର機ଡ঍ー঒ঌー४ٓ
高年齢者活躍企業事୻१ॖॺس
KWWSV���ZZZ�HOGHU�MHHG�JR�MS�

��歳雇用推進ঐॽগ॔ঝ・��歳雇用推進事୻ૐ・��歳த雇用推進事୻ૐس
KWWSV���ZZZ�MHHG�JR�MS�HOGHUO\�GDWD�PDQXDO�KWPO
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高年齢者就業確保措置で੷められる措置をളਯ組み合わせることも૭能です。
СࡇƷݰλ̊

6

౛ ␃ពⅬ

౛
䠍

��歳まで定年延長、��～
��歳まで継続雇用制度

䠉

౛
䠎

��歳まで希望者全員をৌ
଴とする継続雇用制度、
��～��歳までৌ଴者を
଒定した継続雇用制度

ৌ଴者基準の৔ઍは、原則として労使に੻बられるも
のですが、事業主とૌ઄ਯ労働組合等との৑で十分にੈ
৮した上で、ૌ઄ਯ労働組合等の৊意を੭ることが望ま
しいです。
ৌ଴者を଒定する場合には、具体的・௢௴的な基準で

ある必要があり、୻えば、以下のようなものがઅえられ
ます。
（基準の୻）
・ૌு○年৑の人事અୖが○以上である者
・ૌு○年৑の出勤૨が○٫以上である者
・ૌு○年৑の定਋௏೨൧૵੥ટをਓ業ୢがਖ਼૵し、
業務上、੍௽がないこと

౛
䠏

��歳までの継続雇用制度
と��歳までの業務੻౏ీ
৺をഁ੥する制度のうठ、
希望する制度を選सる制
度

の高年齢者の希望をലرの೏意ਡ２のとउり、଻گ3
取・๑੎した上で、いずれの措置を適用するかৠ定する
必要があります。また、��歳までの継続雇用制度により、
努力義務を୸ਛしていることになるため、業務੻౏ీ৺
をഁ੥する制度を講ずるに当たって、ૌ઄ਯ労働組合等
との৊意を੭る必要はありませんが、法のະ຺をઅえる
と、この場合にもૌ઄ਯ労働組合等との৊意を੭てຘく
ことが望ましいです。

高齢者ૣක事業（ॣ॔ハक़५等施設のઈ੾、೜୧ஂ૧੍ର事業）؟
��人؟
（��～��歳 ���٫、��～��歳 ����٫、��歳以上 ���٫）

াに、定年年齢を��歳に、その৏の継続雇用年齢ڰ����年؟
の上଒を��歳まで引き上げ。ಢ時৑勤務を希望する場合は「ঃーॺ職員」
となり定年なし。
ग़ঞঋーॱーਹ用の推進、঎ॵク५३ーॶを導入したことで、作業時৑

がಢೠされ、๭൱ೄ減に஍ટ。また、ঽ৿྽௾機ृ高ಓຸཱི機の導入に
よって஬྽業務の଀担をೄ減。঳্で、ଛಶॻছॖংーの安全ৌੁのため、
施設所થ੤にॻছॖঈঞ॥ーॲーを設置し、ॻছॖংー名等をહした५
ॸॵढ़ーを੤体にቦり、安全ઈૡへの意௙づけを実施。さらに、指定する
୰੹を受൧した場合、ા用のگ分の２をଓஃするとともに、௏೨൧૵のඨ
৯を୯加するなन、௏೨ଵ৶એでもুௐく૪๴。

さまकまな取り組みにより、
にఞଖ。੥ટ、 にもणながる。

ʙ̊Ჭ ��ബǇưƷࡽ࠰ܭƖɥƛᲥ��ബǇưዒዓᨽဇ
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ȷ৊঳の使用者との৑で、થ਋労働ీ৺がৢ઴でڱ年をதえて繰り返し更ৗ
された場合に、労働者のண੢みにより、૮਋労働ీ৺にૡఌします。

・適જな雇用ଵ৶にঢ়するੑ઺を作ਛし、੃੊ਿ਩労働ଂ長の認定を受けた
事業主（્໰ঢ়係事業主をஅि）の下で、定年৏に引き続いて雇用される
਋৑は૮਋ૡఌண੢ਥが発েしません（��歳をதえて引き続き雇用する場
合にも૮਋ૡఌண੢ਥは発েしません。）。

・঳্で、્໰ঢ়係事業主以ਗの他社で継続雇用される場合には、્୻のৌ
଴にならず、૮਋ૡఌண੢ਥが発েしますのでご೏意ください。

��歳以ఋは、્໰ঢ়係事業主以ਗの他社で継続雇用する制度も૭能になります。

○ ৌ଴となる高年齢者の年齢にૢじて、継続雇用することができる事業主の
෇೧がઁがります。
・��歳以上��歳未満がৌ଴の場合؟ঽ社、્໰ঢ়係事業主
・��歳以上��歳未満がৌ଴の場合؟ঽ社、્໰ঢ়係事業主に加え、

્໰ঢ়係事業主以ਗの他社

ཎഷ᧙̞ʙಅɼሁưዒዓᨽဇǛᘍƏئӳƴ࣏ᙲƳࣖݣ

્໰ঢ়係事業主等（્໰ঢ়係事業主または્໰ঢ়係事業主以ਗの他社）で
継続雇用する場合には、ঽ社と્໰ঢ়係事業主等との৑で、્໰ঢ়係事業主
等が高年齢者を継続して雇用することを৺するీ৺をഁ੥する必要がありま
す。このీ৺は、書એによりഁ੥することが望ましいです。

્ْ໰ঢ়係事業主等で継続雇用する੠の೏意ਡٓ
・他社で継続雇用する場合にも、૭能な଒り଻رの高年齢者のॽー६ृ
ੴ௙・経ୡ・能力等にૢじた業務৔ઍउよल労働条件とすることが望
ましいです。

・他社にउいて、継続雇用のৌ଴となる高年齢者のੴ௙・経ୡ・能力に
ৌするॽー६があり、これらが活用される業務があるか十分にੈ৮し
た上で、ঽ社と他社との৑でのీ৺をഁ੥することが望ましいです。

��ബˌᨀƷዒዓᨽဇƷር׊

્໰ঢ়係事業主とはء
ঽ社の①子法人等、②஡法人等、③஡法人等の子法人等、⋊ঢ়৴法人等、⋋஡法

人等のঢ়৴法人等を指します。

7

໯஖᠃੭ȫーȫƷཎ̊ƴƭƍƯ
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「൉業੍ର等措置」とは、��歳までの就業確保措置のうठ、以下
の雇用によらない措置を指します。

・��歳まで継続的に業務੻౏ీ৺をഁ੥する制度の導入（3２の⋊）
・��歳まで継続的に以下の事業に従事できる制度の導入（3２の⋋）
D��事業主がঽら実施する社会๾൴事業
E��事業主が੻౏、出ৱ（ৱস઀୹）等する੮体が行う社会๾൴事業

оಅૅੲሁਜ਼ፗƱƸ

高年齢者雇用安定法にउける「社会๾൴事業」とはء
ਂ્定かण੗ਯの者のਹஇにৱすることを৯的とした事業のことです。્定の事

業が「社会๾൴事業」にჾ当するかनうかは、事業のਙସृ৔ઍ等をྠ੧して଻શ
にਖ਼૵されることになります。
୻えば、以下のような事業は、高年齢者雇用安定法にउける「社会๾൴事業」に

ჾ当しません。
・્定の෕ઇのઇ義をઁめ、໓ૄ行事を行い、ਦ者をઇ化୘ਛすることを৯的と
する事業

・્定の公職の౜ଓ者ृ公職にある者、৆ਇを推໗・੍持・ખৌすることを৯的
とする事業

˂Ʒׇ˳ưоಅૅੲሁਜ਼ፗǛᘍƏئӳ

他の੮体で上੶のEの措置を行う場合、ঽ社と੮体との৑で、当ჾ
੮体が高年齢者にৌして社会๾൴活৿に従事する機会を઀୹するこ
とを৺するీ৺をഁ੥する必要があります。このీ৺は、書એによ
りഁ੥することが望ましいです。

「出ৱ（ৱস઀୹）等」とはء
ঽ社以ਗの੮体が実施する社会๾൴事業に従事できる制度を選උする場合、ঽ社

から੮体にৌして、事業のઈ੾にৌする出ৱ（ఞહ等をஅि）ृ事務५ঌー५の઀
୹なन社会๾൴事業の実施に必要なରஃを行っている必要があります。

8

「੮体」とはء
Eの「੮体」は、公இ社੮法人に଒られません。①੻౏、出ৱ（ৱস઀୹）等を受

けていて、②社会๾൴事業を実施していれば（社会๾൴事業以ਗも実施していても
ଡいません。）、नんな੮体でもEの「੮体」となることができます。
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※ ৊意を੭ようとする੠には、ૌ઄ਯ労働組合等にৌして、
（॔）労働基準法等の労働ঢ়係法ഥが適用されない働き্であること、
（ॖ）そのためにڭのੑ઺を定めること、
（क़）൉業੍ର等措置を選උする৶૓

を十分にହ৥するようउൢいします。
※ ൉業੍ର等措置（3２の⋊⋋）と雇用による措置（3２の①～③）の૏্を講ずる場合は、雇用

による措置により努力義務を୸ਛしたことになるため、൉業੍ର等措置にঢ়してૌ઄ਯ労働組合
等との৊意を必ずしも੭る必要はありませんが、高年齢者雇用安定法のະ຺をઅえると、૏্の
措置を講ずる場合も৊意を੭ることが望ましいです。

２の৊意を੭たੑ઺を、ઃのいずれかの্法により労働者にఢੴする必要が
あります。

൉業੍ର等措置を実施する場合には、以下のু続きを行う必要があります。

൉業੍ର等措置を講ずる場合には、下੶の事ඨを੶ൗしたੑ઺を作ਛする必
要があります。ੑ઺を作ਛする੠にはઃঌー४の೏意事ඨにご೏意ください。

Ⓥ 高年齢者就業確保措置のうठ、൉業੍ର等措置を
講ずる৶૓

Ⓦ 高年齢者が従事する業務の৔ઍにঢ়する事ඨ
Ⓧ 高年齢者に੍௸うসබにঢ়する事ඨ
Ⓨ ీ৺をഁ੥するᄄ度にঢ়する事ඨ
Ⓩ ీ৺に係るವષにঢ়する事ඨ
ⓐ ీ৺の変更にঢ়する事ඨ

ⓑ ీ৺のીവにঢ়する事ඨ（ీ৺のੰ௾事૓をஅि）
ⓒ 諸経ાの取りඞいにঢ়する事ඨ
ⓓ 安全उよलୋেにঢ়する事ඨ
ⓔ ಼૩ଓ೥उよल業務ਗのം୰ჰஃにঢ়する事ඨ
ⓕ 社会๾൴事業を実施する੮体にঢ়する事ඨ
ⓖ Ⓥ～ⓕのऺか、൉業੍ର等措置のৌ଴となる労働
者の全てに適用される事ඨ

・常時当ჾ事業所のৄृすい場所にൕંするか、または備えહける
・書એを労働者にઐહする
・事業主の使用に係るਗ਼子ੑ઴機に備えられたই॓ॖঝྼはਗ਼჌的੶ஈᄘ体をもって৹ଲするই॓���
ॖঝに੶ஈし、かण、当ჾ事業所に労働者が当ჾ੶ஈの৔ઍを常時確認できる機ஓを設置する
（୻؟社৔ॿॵॺワークにൕંし労働者が常時ঃ९॥থで確認できるようにするなन）

。のੑ઺にणいて、ૌ઄ਯ労働組合等（3２）の৊意を੭る必要がありますڭ

ᲫᲨᚘဒǛ˺঺Ƣǔ

ᲭᲨᚘဒǛԗჷƢǔ

ᲬᲨᢅҞૠі΁ኵӳሁƷӷॖǛࢽǔ

ੑ઺੶ൗ事ඨ

оಅૅੲሁਜ਼ፗƷܱ଀ƷƨǊƴዸኽƕ࣏ᙲƳڎኖ

・上੶２・ڭと合わせて、事業主が੻౏、出ৱ等する੮体が社会๾൴事業を行う場合、高年齢者の就業੔と
なる੮体とీ৺をഁ੥する必要があります。（詳細は、3８をご૞සください。）
※્໰ঢ়係事業主、他社での継続雇用の੠にも৊஘のీ৺が必要です。（詳細は3ڳ）

・制度導入৏に、଻رの高年齢者と業務੻౏ీ৺ृ社会๾൴活৿に従事するీ৺をഁ੥する必要があります。

9
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10

業務の৔ઍにणいては、高年齢者のॽー६を౷まえるとともに、高年齢者のੴ௙・経ୡ・能
力等をઅൟした上でৠ定し、ీ৺৔ઍの঳্的なৠ定ृਂ当なీ৺条件の౒しહけにならないよ
うにする必要があります。

高年齢者に੍௸うসබにणいては、業務の৔ઍृ当ჾ業務のຄ行に必要なੴ௙・経
ୡ・能力、業務୤等をઅൟすることが必要です。また、੍௸਋঩ृ੍௸্法にणいても
੶ൗし、ਂ当な減પृ੍௸を೚延してはいけません。

高年齢者の安全఺लୋেの確保にঢ়して、業務৔ઍを高年齢者の能力等にଦൟしたも
のとするとともに、൉業੍ର等措置により就業する者にणいても、৊ரの業務に労働者
が従事する場合にउける労働ీ৺法に規定する安全ଦൟ義務をはじめとする労働ঢ়係法
ഥによる保૧の৔ઍもྠ੧しणण、当ჾ措置を講ずる事業主が੻౏業務の৔ઍ・ਙત等
にૢじた適જなଦൟを行うことが望ましいです。
���また、業務੻౏に੠して機༊ஓ具ृ原౫મ等をඒநし、೵ଖし、ྼは઀୹する場合に
は、当ჾ機༊ஓ具ृ原౫મによる஠૩をଆ止するために必要な措置を講ずる必要があり
ます。さらに、業務の৔ઍ఺ल୔ಔ度、業務୤ధलにವ਋等をྠ੧し、作業時৑がૌপ
とならないようにଦൟすることが望ましいです。
※安全・ୋেにणいては、ڰۅもご૞અください。

ీ৺を変更する੠には、高年齢者に੍௸うসබृವ਋等の取ඞいをஅめ労使৑で十分
にੈ৮を行いましॆう。

ਛટ੟の受୩に੠しては、ਂ当なఊਫ、ਂ当なृりઉしの要੷ྼはਂ当な受୩෻౯を
行わないようにしてください。

଻رの高年齢者の希望を౷まえणण、଻رの業務の৔ઍ・୔ಔ度ृ業務୤等をઅൟし、
できるだけૌপྼはૌ৵にならないよう適જな業務୤ृᄄ度によるీ৺をഁ੥する必要
があります。

事業主が੻౏、出ৱ等を行う132法人等が実施する社会๾൴事業に高年齢者が従事す
る措置を講ずる場合には、事業主から132法人等にৌする଻رのରஃが、社会๾൴事業
の৞ෟな実施に必要なものにჾ当する必要があります。

10

ィ⏬䜢సᡂ䛩䜛㝿の䠓つの␃ពⅬ
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ኖዸኽ଺Ʒသॖʙ᪮ڎ

৊ரの業務に労働者が従事する場合にउける労働ీ৺法に規定する安全ଦ
ൟ義務をはじめとする労働法制上の保૧の৔ઍもྠ੧しणण、੻౏業務の৔
ઍ・ਙત等にૢじた適જなଦൟを当ჾ措置を講ずる事業主が行うことが望ま
しいです。
൉業੍ର等措置により就業する高年齢者が、੻౏業務等にକ౤する事௛等

により଺಼したことを事業主がཔ඼した場合には、主たる事務所を所ଵする
ハローワークにਾ告することが望ましいです。
また、৊ரの಼૩の再発ଆ止ৌੁをਫ਼ୈする੠に当ჾਾ告を活用すること

が望ましいです。
ْਾ告の஘ૄٓ

଻رの高年齢者と業務੻౏ీ৺等をഁ੥する場合には、以下の事ඨにणいて、
೏意する必要があります。
・ ీ৺は書એによりഁ੥すること。
（書એには3９のੑ઺に੶ൗした事ඨに基づいてৠ定した、଻رの高年齢
者の就業条件を੶ൗすること）

・ ీ৺をഁ੥する高年齢者に3９のੑ઺を੶ൗした書એをઐહすること。
・ ઃの（॔）～（क़）を十分にହ৥すること。

（॔）労働基準法等の労働ঢ়係法ഥが適用されない働き্であること
（ॖ）そのために3�のڭのੑ઺を定めること
（क़）൉業੍ର等措置を選උする৶૓

і΁ᎍࣱƴ᧙Ƣǔသॖʙ᪮

൉業੍ର等措置は雇用によらない措置であるため、଻رの高年齢者の働き
্にणいて、労働者ਙが認められるような働き্（※）とならないように೏
意する必要があります。
※労働基準法にउける労働者ਙのਖ਼૵基準にणいては、3��をご༮ください。

᭗࠰ᱫᎍƔǒƷႻᛩǁƷࣖݣƴ᧙Ƣǔသॖʙ᪮

ీ৺に基づく業務にঢ়して、高年齢者からৼ୥があった場合にはย実にৌ
ૢする必要があります。

11

μᄩ̬ƴ᧙Ƣǔသॖʙ᪮ܤ

KWWSV���ZZZ�PKOZ�JR�MS�FRQWHQW��������������������SGI
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��歳までの安定した就業機会の確保のため必要があると認められる
ときは、高年齢者雇用安定法に基づき、ハローワーク等の指導・ஃ੉の
ৌ଴となる場合があります。
さらに、指導等を行った場合にउいて૾யが改善していないと認めら

れるときは、高年齢者雇用確保措置を講ずसきことを勧告、または高年
齢者就業確保措置の実施にঢ়するੑ઺の作ਛを勧告する場合があります。

高年齢者雇用安定法第��条第ڭඨに基づき、൐年�া�঩時ਡの高年
齢者の雇用૾ய等を൐年�া��঩までにௐে労働প෦፝にਾ告すること
を義務づけているものです。
事業所の規ெにかかわらず、すसての事業主に઀出の義務があります。
઀出の্法は、ഖଛのऺか、ਗ਼子ணடを行うことも૭能です。

൉業੍ର等措置に基づく事業に従事する高年齢者は、労಼保૫制度の્શ加入制度
に加入することが૭能です。詳しくは、ௐে労働੄঍ー঒ঌー४をご༮ください。

KWWSV���ZZZ�PKOZ�JR�MS�VWI�VHLVDNXQLWVXLWH�EXQ\D�NR\RX
BURXGRX�URXGRXNLMXQ�URXVDL�NDQ\X�KWPO

12
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ੰ雇（労働者のிめにషすसき৶૓によるものを௾く）その他の事業主の੃合
による௞職、��～��歳での定年୐職・継続雇用制度のીവなन、஘رな৶૓がჾ
当しますので、

৊঳の事業所にउいて、
は、௞職者ਯृ当ჾ高年齢者等にঢ়するੲਾ等を、当ჾ届出に係る௞職੒定঩（௞職

の全৖が৊঳の঩にেじない場合は、当ჾ届出に係るਈ৏の௞職੒定঩）のڭかা৐ま
でに なければなりません。
※ ੗ਯ௞職の届出をしない場合、ૌમのৌ଴となることがあります。

Ტ፯ѦᲣފૠᩉᎰٶ

੷職活৿੍ର書に੶ൗする事ඨ
��� ੽名・年齢・ਙશ
��� ௞職੒定঩（௞職੒定঩が未定の場合はその時਋）
��� 職務の経ഄ（従事した主な業務の৔ઍ、実務経ୡ、業ౚ఺ल୸ਛ事ඨ等）
��� થするৱત・ඊಅ・受講した講ಆ
��� થするૼ能・ੴ௙・その他の職業能力にঢ়する事ඨ
��� その他の再就職にৱする事ඨ ※ੰ雇等の௞職৶૓は੶ൗしません。
・஘ૄ୻（3')）
KWWSV���ZZZ�PKOZ�JR�MS�FRQWHQW����������N\XV\RNXVLHQ�SGI

൭Ꮀ෇ѣૅੲ୿Ტ፯ѦᲣ

・ ४ঙঈ・ढ़ーॻとは
・ ੷職活৿੍ର書への४ঙঈ・ढ़ーॻの活用にणいて

https://www.job-card.mhlw.go.jp/
・ ४ঙঈ・ढ़ーॻに๣હする再就職ରஃ措置ঢ়係३ーॺ஘ૄ୻

૞અ஘ૄB再就職ରஃ措置ঢ়係३ーॺ

४ঙঈ・ढ़ーॻは、労働者のय़কজ॔উছথ等のੲਾを໮஋し、労働者ঽମがেၺの
य़কজ॔஄ਛの場એで活用するॶーঝであるとともに、職務経ୡृ職場でのல事वりの
௬੼等にঢ়するੲਾをৄえる化した職業能力઒৥として活用するॶーঝです。この஘ૄ
を活用して੷職活৿੍ର書を作ਛすることもできます。
※この場合、४ঙঈ・ढ़ーॻに再就職ରஃ措置ঢ়係३ーॺを๣હすることとなります。

ੰ雇等により௞職することとなっている高年齢者等が希望するときは、௞職することが
ৠまった৏、速ृかにઃの事ඨを੶ൗした「੷職活৿੍ର書」を作ਛし、 ઐહしな
ければなりません。

ੰ雇等により௞職する高年齢者等が再就職を希望するときは、
（॔）੷職活৿にৌする経済的੍ର
（ॖ）੷人の৫ิ、੷人ੲਾのઽૐ・઀୹、再就職のあっせん
（क़）再就職にৱするઇ୘ธಫ等の実施、受講のあっせん

なनの再就職ରஃ措置を講ずるよう努めることとされています。

ϐݼᎰੲяਜ਼ፗᲢѐщ፯ѦᲣ

13
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① 原則として、
です。

②��ただし、以下の高年齢者にৌしては、当ჾ高年齢者を が実施
することとします。
・્໰ঢ়係事業主等での継続雇用制度で、上଒年齢（��歳未満に଒る）に୸した高年齢者
・業務੻౏ీ৺をഁ੥する制度で、上଒年齢（��歳未満に଒る）に୸した高年齢者
・他の੮体が実施する社会๾൴事業に従事できる制度により就業する高年齢者

事業主は、 または にჾ当する高年齢者が再就職を希望するときは、再就
職ରஃ措置を講ずるよう努める必要があります 。
さらに、 または にჾ当する高年齢者が৊঳の事業所にउいてڭかাに�

人以上௞職する場合、੗ਯ௞職の届出が必要です 。

$ %

$ %

14

��歳以上��歳未
満で௞職する者

��歳以上��歳未
満で௞職する者

ੰ雇その他の事業主の੃合による௞
職（※）
継続雇用制度のৌ଴者基準にჾ当し
ないことによる௞職

A

B

ϐݼᎰੲяਜ਼ፗȷٶૠᩉᎰފƷݣᝋƱƳǔ᭗࠰ᱫᎍሁ

൭Ꮀ෇ѣૅੲ୿ƷݣᝋƱƳǔ᭗࠰ᱫᎍሁ

Ƃಒᙲƃ

օ ϐݼᎰੲяਜ਼ፗሁƷݣᝋƱƳǔ᭗࠰ᱫᎍሁƷር׊Ʒਘٻ

事業主は、 にჾ当する高年齢者が希望する場合に、੷職活৿੍ର書を作ਛする必
要があります 。

$

※ ൉業੍ର等措置によるీ৺が事業主の੃合によりીവする場合をஅि。

ֆ ϐݼᎰੲяਜ਼ፗሁǛܱ଀Ƣǔʙಅɼ
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��歳定年

��歳

継続雇用制度

��歳 ��歳

継続雇用制度・൉業੍ର等措置
��歳まで
の雇用・
就業の確保

௞職する高
年齢者にৌ
する義務・
努力義務

制度の上଒年齢にง୸したことによる௞職௞職する
高年齢者
にৌする
義務・努
力義務

15

��歳まで
の雇用・就
業の確保

෌就⫋᥼ຓ措置等の䜲䝯䞊䝆

再就職ରஃ措置
（努力義務）

੗ਯ௞職届
（義務）

੷職活৿੍ର書
（義務）

ੰ雇・事業主੃合によ
る௞職

௞職

ৌ଴者基準శჾ当
による௞職

ੰ雇・事業主੃合
による௞職

௞職

再就職ରஃ措置
（努力義務）

੗ਯ௞職届
（義務）

੷職活৿੍ର書
（義務）

��歳以上��歳未満でੰ雇その他の事業主੃合により௞職する者ृ、��歳以上
��歳未満でੰ雇その他の事業主੃合により௞職する者にणいては、

がかかります。
��歳以上��歳未満でৌ଴者基準にჾ当しないことにより௞職する者にणいて
は、

��歳以上��歳未満で定年年齢ृ、継続雇用制度・൉業੍ର等措置の上଒年齢
にง୸したことにより௞職する者にणいては、

再就職ରஃ措置（努力義務）

੗ਯ௞職届（義務）

��歳定年

��歳

��歳までの継続雇用制度

��歳 ��歳

��歳定年 ��歳までの継続雇用制度 ��歳までの൉業੍ର等措置

��歳定年

��歳

㞳⫋
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16

��歳 ��歳 ��歳
��歳まで
の雇用・
就業の確保

௞職する高
年齢者にৌ
する義務・
努力義務

௞職する
高年齢者
にৌする
義務・努
力義務

��歳まで
の雇用・就
業の確保

再就職ରஃ措置
（社の努力義務ڷ）

੗ਯ௞職届
（社の義務ڷ）

੷職活৿੍ର書
（社の義務ڷ）

ੰ雇・事業主੃合によ
る௞職

௞職

ৌ଴者基準శჾ当
による௞職

ੰ雇・事業主੃合
による௞職

௞職

再就職ରஃ措置
（社の努力義務ڸ）

੗ਯ௞職届
（社の義務ڸ）

੷職活৿੍ର書
（社の義務ڸ）

$社で定年まで雇用、その৏$社の્໰ঢ়係事業主である%社で��歳までの継
続雇用制度を導入する場合、または、その৏ڸ社で��歳までの継続雇用制度を
導入する場合
社・&社で継続雇用制度の上଒年齢にง୸したことにより௞職する者にण%ܒ
いては、

��歳 ��歳 ��歳��歳

$社が雇用 %社が雇用（継続雇用制度） &社が雇用（継続雇用制度）

䠝♫の義務 䠝♫の努力義務

$社が雇用 %社が雇用（継続雇用制度）
&社が雇用（継続雇用制度）

䠝♫の義務 䠝♫の努力義務

$社が雇用 %社が雇用（継続雇用制度）

㞳
⫋

㞳
⫋

制度の上଒年齢にง୸したことによる௞職

再就職ରஃ措置（ڶ社の努力義務）

੗ਯ௞職届（ڶ社の義務）

$社で定年まで雇用、その৏$社の્໰ঢ়係事業主にჾ当する%社で��歳まで継続雇
用、��歳まで&社で継続雇用の場合
社・&社によるੰ雇その他の事業主੃合により௞職する者にणいては、௞職時の%ܒ

雇用主である
がかかります。

&社でৌ଴者基準にჾ当しないことにより௞職する者にणいては、
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○労働者ਙのਖ਼૵基準
。２を੕合的にྠ੧することで、଻શ具体的にਖ਼૵する・ڭ
使用従രਙڭ
Ⓥ 指揮監督下の労働であるかनうか
ॖ ல事のൂ౅、業務従事の指ં等にৌするဍ౯のঽ૓のથ૮
ロ 業務ຄ行上の指揮監督のથ૮
ハ ༃൶ਙのથ૮
੸ ৻౹ਙのથ૮

Ⓦ ਾີの労務ৌ೥ਙ
２労働者ਙのਖ਼૵をଓਘする要ಞがあるかनうか
Ⓥ 事業者ਙのથ૮
ॖ 機༊、ஓ具の଀担ঢ়係
ロ ਾີのપ

Ⓦ ௧രਙのங度
Ⓧ その他

事業主の用意する業務が労働基準法にउける労働者ਙが認められる働
き্である場合は、൉業੍ର等措置ではなく、雇用による措置として
行っていただくようउൢいします。
ᲢӋᎋᲣі΁ؕแඥƴƓƚǔі΁ᎍƱƸ

労働基準法では、以下のとउり規定されています。

○ 労働基準法（ೣਮ��年法律第��ಀ）（Ꮉ）
（定義）
第ృ条 この法律で「労働者」とは、職業のரథをਖわず、事業ྼは事務所
（以下「事業」という。）に使用される者で、൛সを੍௸われる者をいう。

労働基準法にउける「労働者」であるか౯か、すなわठ労働基準法上の「労
働者ਙ」のથ૮は、労働基準法ଢ଼஢会ਾ告（ೣਮ��年��া��঩）のਖ਼૵基準
に基づき、実ଙを౷まえて଻શにਖ਼૵されることになります。
なउ、ీ৺஄ଙにかかわらず、労働基準法上の労働者としての実ଙがあれば、

労働基準法が適用されます。

�労働基準法ଢ଼஢会ਾ告（ೣਮ��年��া��঩） !

17

KWWSV���ZZZ�PKOZ�JR�MS�VWI�VKLQJL��U����������[JEZ�
DWW��U����������[JL��SGI
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䐟藤沢労基署長事件（平成䠍䠕年䠒月䠎䠔日最高裁）

䈜ປᇶ法ୖのປാ者ᛶがㄆめ䜙䜜䛺䛛䛳た

ٛ໪要ٜ
作業場を持たずにڭ人でੵ務૲のপੵல事に従事する஄ଙで༎働していたপੵにण
いて、労಼保૫法上の労働者ਙがଥわれた事୻

ٛਖ਼ৠ໪要ٜ
上告人は、 ڷ からの੷めにૢじて上੶ੵ事に従事していたも（ઙૄ会社ڷ※）

のであるが、 ����ӟல事の৔ઍにणいて、 ல上がりの઺঳ਙ、಑ସਙが੷められるこ
とから、 から࿡法、ல஘等にणきあるங度細かな指ંを受けていたものの、具体ڷ
的なੵ法ृ作業ুದの指定を受けることなく、 ঽ分のਖ਼૵でੵ法ृ作業ুದを選උ
することができた。
上告人は����ӎ作業の安全確保ृ੺ๆકড়にৌする๱ఠ、ஷ৿等へのଦൟから所定

の作業時৑に従って作業することが੷められていたものの、事৐にڷのਠ場監督に
৴൪すれば、ੵ਋に೚れない଒り、ல事を೬んだり、所定の時മより৏に作業を৫
઩したり所定の時৑৐に作業をજり上げたりすることもঽ૓であった。
上告人は、当時、ڷ以ਗのல事をしていなかったが・・（中റ）ڷは、上告人に

ৌし、����他のੵ務૲等のல事をすることをరじていたわけではなかった。
��ਾີの取ৠめは、౥全な出ਟ高௸いの্ૄが中ੱとされ��と上告人とのڷ （中

റ）����ӟ上告人のਾີは、ڷの従業員のஔଖよりもৼ当高પであった。
上告人は、����Ҷ঳ಹに必要なপੵੵ具঳ૄをঽら所થし、 これらをਠ場に持ठ੢

んで使用してउり、上告人がڷの所થするੵ具を೙りて使用 していたのは、 当ჾ
ੵ事にउいてのみ使用する્໰なੵ具が必要な場合に଒られていた。
上告人は、 の就業規則఺लそれに基づく年ઃથஔ೬ၿृ୐職স制度の適用ڷ����

を受けず、 また上告人は、 বড়௏೨保૫組合の଺保૫者となってउり、 を事業ڷ
主とする労働保૫ृ社会保૫の଺保૫者となってउらず、 さらにڷは、上告人のਾ
ີにणいてஔଖ所੭にかかるஔଖ等として所੭ઘの౺೎ඉઽをする取ඞいをしてい
なかった。 （中റ）
以上によれば、上告人は、৐਋ੵ事に従事するに当たり、ڶ（※ઙૄ会社ڶ）は

もとより、ڷの指揮監督の下に労務を઀୹していたものと௬੼することはできず、
、から上告人に੍௸われたਾີは、ல事の౥ਛにৌして੍௸われたものであってڷ
労務の઀୹のৌ੼として੍௸われたものとみることは൑୔であり、 上告人のঽഞ所
થの੊具の持ठ੢み使用૾ய、 にৌする௧രਙのங度にසらしても、上告人は労ڷ
働基準法上の労働者にჾ当せず、労働者಼૩保૫法上の労働者にもჾ当しないとい
うसきである。

Ƃі΁ؕแඥɥƷі΁ᎍࣱƴ᧙ƢǔᘶЙ̊ƃ

18

※下଍৖のਯஊ・ढ़ॼは、ڳڭۅのਖ਼૵基準のඨ৯を指しています。
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19

䐠㕘⭧労基署長事件（平成䠍䠐年䠓月䠍䠍日㜙Ṕ高裁）

䈜ປᇶ法ୖのປാ者ᛶがㄆめ䜙䜜た

ٛ໪要ٜ
಩઺๡୶ૼప （ढ़ওছঐথ）であったڶがڷউロॲク३ঙথとの๡୶業務（๡

୶਋৑৺ڳかা৑うठ延स��঩の੒定）に従事するీ৺に基づき಩઺๡୶に従事中
に、೛ຠ していた൒ைで౼ዄኋを発ඪしてその৏ଈಝしたことにणいて、 その子
であるۍが、 にৌしێのଈಝは業務にକ౤するものであるとして、ৗ೛労基署長ڶ
て఩ఔଓ೥ஔહのட੷をしたとこौ、 は労基法９条にいう労働者にはჾ当しないێ
との৶૓でਂ੍ஔ૪分としたため、క૪分の取଎しをட੷し、 ৉ଇにउいては労働
者ਙが౯定されたが、 高ଇでᆾ定された事୻

ٛਖ਼ৠ໪要ٜ
಩઺ଲ作にउいては、๡୶ૼపは、監督のॖওー४をཔ඼して、ঽഞのૼ୤ृ૎

ਙに基づき、಩൸に具体化し、監督は、಩઺ଲ作にঢ়してਈી的なி任を଀うとい
うものであり、����ӟম件಩઺のଲ作にउいても、 ঞথ६の選උ、 ढ़ওছのএ४३ঙ
থ、१ॖ६、 ॔থॢঝ、଺୼体の୼り্఺ल๡୶্法等にणいては、 いずれもڸ
監督の指ંの下で行われ、ಝڶが๡୶したইॕঝ঒ （ढ़ॵॺの஋み੎ब）の中から
のढ़ॵॺの఼౯ृইॕঝ঒のౣૐをਈી的にৠ定するのもڸ監督であったことが認
められ、 これらをઅൟすると、ম件಩઺にঢ়してのਈી的なৠ定ਥ଒はڸ監督に
あったというसきであり、ಝڶとڸ監督との৑には指揮監督ঢ়係が認められるとい
うसきである。
ಝڶのম件಩઺๡୶業務にणいては、 ����ಝڶのڷউロঊの௧രਙは଩く、 ����

のম件ਾີが所੭ணڶউロの就業規則等のസ務規律が適用されていないこと、ಝڷ
告上事業所੭としてண告され、 উロも事業ਾີである഼能人ਾີとして౺೎ඉઽڷ
を行っていること等使用従രঢ়係をઑわせる事ੲもあるが、他্、����ӟ಩઺ଲ作は
監督の指揮監督の下に行われるものであり、๡୶ૼపは監督の指ંに従う義務があ
ること、ম件಩઺のଲ作にउいても৊஘であり、高度なૼ୒と഼୒ਙを௬੼されて
いたಝڶといえनもその୻ਗではなかったこと、また、����ਾີも労務઀୹਋৑を基
準にして઴定して੍௸われていること、����Ҷ଻رのல事にणいてのဍ౯のঽ૓が制
৺されていること、����ӎ時৑的 ・場所的༃൶ਙが高いこと、����ӊ労務઀୹の৻౹ਙ
がないこと、����Ҷ๡୶機౫はऺとんनがڷউロのものであること、����ڷউロがಝڶ
のম件ਾີを労಼保૫મの઴定基ຊとしていること等を੕合してઅえれば、ಝڶは、
使用者との使用従രঢ়係の下に労務を઀୹していたものと認めるのがৼ当であり、
したがって、労基法９条にいう「労働者」に当たり、労಼保૫法の 「労働者」にჾ
当するというसきである。

Ƃі΁ؕแඥɥƷі΁ᎍࣱƴ᧙ƢǔᘶЙ̊ƃ
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䕿䠥䠪䠝䠴䝯䞁䝔䝘䞁䝇事௳（ᖹᡂ23年䠐᭶12᪥᭱高⿢） 䈜ປ⤌法ୖのປാ者ᛶがㄆめ䜙䜜た

ٛ໪要ٜ
ક୧設備機ஓのఊ৶ଓఊ等を業とする会社と業務੻౏ీ৺をഁ੥してそのఊ৶ଓఊ等の業務に従
事する受౏者が؜上੶会社とのঢ়係にउいて労働組合法上の労働者に当たるとされた事୻
ٛਖ਼ৠ໪要ٜ
会社は、ںڸ（ढ़५ॱঐーग़থ४ॽ॔）をଵ৶し、全বの担当৉ୠにଦ置をસりஷって঩常的

なఊ৶ଓఊ等の業務にৌૢさせていたものである上、各ںڸと৹整しणणその業務঩఺ल೬঩を
指定していた等の事実から、 は、会社の上੶事業のຄ行にਂ૭ಳな労働力として、そںڸ（ڭ）�
のເ常的な確保のために会社の組௶に組み入れられていたものとみるのがৼ当である。
また、ںڸと会社との৑の業務੻౏ీ৺の৔ઍは、଻શのఊ৶ଓఊ等のൂ౅৔ઍをںڸのડで

変更する౟৉がなかったことも৥らかであるから、 �（２）会社がںڸとの৑のీ৺৔ઍを঳্的
にৠ定していたものというसきである。
さらに、ںڸのਾີは、ںڸが会社による଻શの業務੻౏にૢじてఊ৶ଓఊ等を行った場合に、

会社がૹષृఊ৶৔ઍに従ってあらかじめৠ定した൹௢等にৌするட੷সપに、会社が定めた্
法で੍௸われていたのであるから、 労務の઀୹のৌ੼としてのਙସをથするものということ�گ��
ができる。
加えて、会社からఊ৶ଓఊ等のൂ౅を受けた場合、ںڸは業務をઉठにຄ行するものとされて

いたこと等にもසらすと、各当事者の認௙ृీ৺の実੠のઈ用にउいては、２（ڰ）ںڸは、基ম
的に会社による଻શのఊ৶ଓఊ等のൂ౅にૢずसきঢ়係にあったものとみるのがৼ当である。
しかも、ںڸは、会社が指定した担当৉ୠ৔にउいて、会社からのൂ౅に係る൹௢੔でఊ৶ଓ

ఊ等の業務を行うものであり、原則として業務঩のଏ৐８時઄からଏ৏ڳ時までは会社から発ି
৴൪を受けることになっていた等の事実から、２（ڱ）ںڸは、会社の指定する業務ຄ行্法に従
い、その指揮監督の下に労務の઀୹を行ってउり、かण、その業務にणいて場所的にも時৑的に
も঳定の༃൶を受けていたものということができる。
以上の諸事ੲを੕合અൟすれば、ںڸは、会社とのঢ়係にउいて労働組合法上の労働者に当た

るとੰするのがৼ当である。

※労働基準法と労働組合法では、労働者ਙのੰ๸が౮なりますのでご೏意ください。労使ঢ়
係法ଢ଼஢会ਾ告書（਴ਛ��年ڳা��঩）によると、以下の要ಞを用いて੕合的にਖ਼૵す
सきものとされています。

20

労使ঢ়係法ଢ଼஢会ਾ告書（਴ਛ��年ڳা��঩）
KWWSV���ZZZ�PKOZ�JR�MS�VWI�KRXGRX��U����������MXXI�
DWW��U����������M[�O�SGI

ڭ 基ম的ਖ਼૵要ಞ
業務組௶への組み入れ（ڭ）
（２）ీ৺৔ઍの঳্的・定஑的ৠ定
ਾີの労務ৌ੼ਙ（گ）

２ ଓౄ的ਖ਼૵要ಞ
業務のൂ౅にૢずसきঢ়係（ڰ）
い意௡での指揮監督下の労務઀୹、঳定の時৑的場所的༃൶ઁ（ڱ）

گ ଎ா的ਖ਼૵要ಞ
ႀ෩な事業者ਙ（ڲ）

コラム 労働組合法上の労働者性に関する裁判例

※下଍৖のਯஊは、上੶のਖ਼૵基準のඨ৯を指しています。
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この指ଉは、高年齢者等の雇用の安定等にঢ়する法律（ೣਮ��年法律第��ಀ。以下
「法」という。）第��条の２第ڰඨの規定に基づき、事業主がその雇用する高年齢者（法
第９条第２ඨのీ৺に基づき、当ჾ事業主と当ჾీ৺をഁ੥した્໰ঢ়係事業主にਠに雇
用されている者をஅみ、高年齢者等の雇用の安定等にঢ়する法律施行規則（ೣਮ��年労働
੄ഥ第��ಀ）第ڰ条のڰに規定する者を௾く。以下৊じ。）の��歳から��歳までの安定
した雇用の確保その他就業機会の確保のため講ずसき法第��条の２第ڰඨに規定する高年
齢者就業確保措置（定年の引上げ、��歳以上継続雇用制度（その雇用する高年齢者が希望
するときは、当ჾ高年齢者をその定年৏等（定年৏ྼは継続雇用制度のৌ଴となる年齢の
上଒に୸した৏をいう。以下৊じ。）も引き続いて雇用する制度をいう。以下৊じ。）の
導入、定年の定めの廃止ྼは൉業੍ର等措置をいう。以下৊じ。）にঢ়し、その実施఺ल
ઈ用を図るために必要な事ඨを定めたものである。

��歳以上��歳未満の定年の定めをしている事業主ྼは継続雇用制度（高年齢者を��歳
以上まで引き続いて雇用する制度を௾く。以下৊じ。）を導入している事業主は、高年齢
者就業確保措置にঢ়して、労使৑で十分なੈ৮を行いणण、ઃのڭからڱまでの事ඨにण
いて、適જかणથ஍な実施に努めるものとする。

Ⴘഏ

第ڭ ະ຺
第２ 高年齢者就業確保措置の実施఺लઈ用

ڭ 高年齢者就業確保措置
２ ��歳以上継続雇用制度
گ ൉業੍ର等措置
ڰ ൛স・人事૪๴制度のৄઉし
ڱ 高年齢者雇用॔ॻংॖ२ー等のથ஍な活用

ਦᤆஜ૨
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事業主は、高年齢者がその意欲と能力にૢじて��歳まで働くことができる環境の整備を
図るため、法に定めるとこौに基づき、高年齢者就業確保措置のいずれかを講ずることによ
り��歳から��歳までの安定した就業を確保するよう努めなければならない。

������高年齢者就業確保措置を講ずる場合には、ઃのⓋからⓎまでの事ඨに೏意すること。
Ⓥ 努力義務へのৌૢ

ॖ 継続雇用制度に基づいて્໰ঢ়係事業主に雇用されている高年齢者にणいては、原
則として、当ჾ高年齢者を定年まで雇用していた事業主が高年齢者就業確保措置を講
ずること。
ただし、当ჾ事業主と્໰ঢ়係事業主でੈ৮を行い、્໰ঢ়係事業主が高年齢者就

業確保措置を講ずることも૭能であること。その੠には、્໰ঢ়係事業主が高年齢者
就業確保措置を講ずる຺を法第��条の２第گඨのీ৺にஅめること。

ロ ঳の措置により��歳までの就業機会を確保するऺか、ളਯの措置を組み合わせるこ
とにより��歳から��歳までの就業機会を確保することも૭能であること。

Ⓦ 労使৑でのੈ৮
��ॖ 高年齢者就業確保措置のうठいずれの措置を講ずるかにणいては、労使৑で十分にੈ

৮を行い、高年齢者のॽー६にૢじた措置が講じられることが望ましいこと。
��ロ 雇用による措置（法第��条の２第ڭඨ各ಀにൕげる措置をいう。以下৊じ。）に加

えて൉業੍ର等措置（৊条第２ඨの൉業੍ର等措置をいう。以下৊じ。）を講ずる場
合には、雇用による措置により努力義務を実施していることとなるため、൉業੍ର等
措置を講ずるに当たり、৊条第ڭඨの৊意を੭る必要はないが、ૌ઄ਯ労働組合等
（労働者のૌ઄ਯで組௶する労働組合がある場合にउいてはその労働組合を、労働者
のૌ઄ਯで組௶する労働組合がない場合にउいては労働者のૌ઄ਯを৻表する者をい
う。以下৊じ。）の৊意を੭た上で൉業੍ର等措置を講ずることが望ましいこと。

��ハ 高年齢者就業確保措置のうठളਯの措置を講ずる場合には、଻رの高年齢者にいずれ
の措置を適用するかにणいて、଻رの労働者の希望をല取し、これを十分に๑੎して
ৠ定すること。

Ⓧ ৌ଴者基準
��ॖ 高年齢者就業確保措置を講ずることは、努力義務であることから、措置（定年の延長

఺ल廃止を௾く。）のৌ଴となる高年齢者に係る基準（以下「ৌ଴者基準」とい
う。）を定めることも૭能とすること。

��ロ ৌ଴者基準のੁ定に当たっては、労使৑で十分にੈ৮の上、各企業等の実ੲにૢじて
定められることを୳定してउり、その৔ઍにणいては原則として労使に੻बられるも
のであり、当ჾৌ଴者基準を設ける੠には、ૌ઄ਯ労働組合等の৊意を੭ることが望
ましいこと。

��������ただし、労使৑で十分にੈ৮の上で定められたものであっても、事業主がᠢ意的に
高年齢者をൾ௾しようとするなन法のະ຺ृ、他の労働ঢ়係法ഥにખするྼは公๰ଐ
Ⴓにખするものは認められないこと。

Ⓨ その他೏意事ඨ
��ॖ 高年齢者の௏೨఺ल安全の確保のため、高年齢者就業確保措置により働く高年齢者に

णいて、「高年齢労働者の安全と௏೨確保のためのफ़ॖॻছॖথ」を૞અに就業上の
಼૩ଆ止ৌੁに஋ா的に取り組िよう努めること。

��ロ 高年齢者が従৐と౮なる業務等に従事する場合には、必要にૢじてৗたに従事する業
務にঢ়するଢ଼ఊ、ઇ୘ྼはธಫ等を事৐に実施することが望ましいこと。
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�� ��歳以上継続雇用制度を導入する場合には、ઃのⓋからⓎまでの事ඨに೏意すること。
Ⓥ ��歳以上継続雇用制度を導入する場合にउいて法第��条の２第گඨに規定する他の事

業主により雇用を確保しようとするときは、事業主は、当ჾ他の事業主との৑で、当ჾ雇
用する高年齢者を当ჾ他の事業主が引き続いて雇用することを৺するీ৺をഁ੥する必要
があること。

Ⓦ 他の事業主にउいて継続して雇用する場合であっても、૭能な଒り଻رの高年齢者の
ॽー६ृੴ௙・経ୡ・能力等にૢじた業務৔ઍ఺ल労働条件とすसきことが望ましいこと。

Ⓧ 他の事業主にउいて、継続雇用されることとなる高年齢者のੴ௙・経ୡ・能力に係る
ॽー६があり、これらが活用される業務があるかにणいて十分なੈ৮を行った上で、Ⓥの
ీ৺をഁ੥する必要があること。

Ⓨ ੱମの௛௽のため業務にቄえられないと認められること、勤務૾யが෩しくਂଐで引き
続き従業員としての職ிをટたし੭ないこと等就業規則に定めるੰ雇事૓ྼは୐職事૓
（年齢に係るものを௾く。以下৊じ。）にჾ当する場合には、継続雇用しないことができ
ること。

���� 就業規則に定めるੰ雇事૓ྼは୐職事૓と৊঳の事૓を、継続雇用しないことができる
事૓として、ੰ雇ृ୐職の規定とはશに、就業規則に定めることもできること。また、当
ჾ৊঳の事૓にणいて、��歳以上継続雇用制度の৞ෟな実施のため、労使がੈ定をഁ੥す
ることができること。

���� ただし、継続雇用しないことにणいては、௢௴的に合৶的な৶૓があり、社会ৢ୛上ৼ
当であることが੷められるとઅえられること。

���� ൉業੍ର等措置を講ずる場合には、ઃのⓋからⓍまでの事ඨに೏意すること。
����Ⓥ 措置の具体的な৔ઍ

ॖ 法第��条の２第２ඨ第２ಀロྼはハにൕげる事業に係る措置を講じようとするとき
は、事業主は、社会๾൴事業を実施する者との৑で、当ჾ者が当ჾ措置のৌ଴となる高
年齢者にৌして当ჾ事業に従事する機会を઀୹することを৺するీ৺をഁ੥する必要が
あること。

ロ 法第��条の２第２ඨ第２ಀハのରஃは、ৱসの઀୹のऺか、法人その他の੮体が事
務を行う場所を઀୹ྼは೵ଖすること等がઅえられること。��

ハ 法第��条の２第２ඨ第２ಀにൕげる社会๾൴事業は、社会๾൴活৿その他ਂ્定か
ण੗ਯの者のਹஇのੜ進にఞଖすることを৯的とする事業である必要があり、્定ྼは
少ਯの者のਹஇにৱすることを৯的とした事業はৌ଴とならないこと。

������また、્定の事業がਂ્定かण੗ਯの者のਹஇのੜ進にఞଖすることを৯的とする事
業にჾ当するかにणいては、事業のਙସृ৔ઍ等をྠ੧して଻શにਖ਼૵されること。

ॽ 雇用時にउける業務と、৔ઍ఺ल働き্が৊஘の業務を൉業੍ର等措置と称して行わ
せることは、法のະ຺にખするものであること。
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����Ⓦ ૌ઄ਯ労働組合等の合意に係る೏意事ඨ
ॖ ૌ઄ਯ労働組合等にৌして、൉業੍ର等措置による就業は労働ঢ়係法ഥによる労働者保
૧が఺ばないことから、高年齢者等の雇用の安定等にঢ়する法律施行規則第ڰ条のڱ第ڭ
ඨに規定する൉業੍ର等措置の実施にঢ়するੑ઺（以下「実施ੑ઺」という。）に੶ൗす
る事ඨにणいて定めるものであること఺ल当ჾ措置を選උする৶૓を十分にହ৥すること。��

ロ 実施ੑ઺に੶ൗする事ඨにणいては、ઃにൕげるਡに೏意すること。
① 業務の৔ઍにणいては、高年齢者のॽー६を౷まえるとともに、高年齢者のੴ௙・
経ୡ・能力等をઅൟした上でৠ定し、ీ৺৔ઍの঳্的なৠ定ृਂ当なీ৺条件の౒し
હけにならないようにすること。

② 高年齢者に੍௸うসබにणいては、業務の৔ઍृ当ჾ業務のຄ行に必要なੴ௙・経
ୡ・能力、業務୤等をઅൟしたものとすること。

�������また、੍௸਋঩ृ੍௸্法にणいても੶ൗし、ਂ当な減પृ੍௸を೚延しないこと。
③ ଻رの高年齢者の希望を౷まえणण、଻رの業務の৔ઍ・୔ಔ度ृ業務୤等をઅൟ
し、できるだけૌপྼはૌ৵にならないよう適જな業務୤ृᄄ度によるీ৺をഁ੥する
こと。

⋊ ਛટ੟の受୩に੠しては、ਂ当なఊਫ、ृりઉしの要੷ྼは受୩෻౯を行わないこ
と。

⋋ ీ৺を変更する੠には、高年齢者に੍௸うসබृವ਋等の取ඞいをஅめ労使৑で十
分にੈ৮を行うこと。

⋌ 高年齢者の安全఺लୋেの確保にঢ়して、業務৔ઍを高年齢者の能力等にଦൟした
ものとするとともに、൉業੍ର等措置により就業する者にणいて、৊ரの業務に労働者
が従事する場合にउける労働ీ৺法に規定する安全ଦൟ義務をはじめとする労働ঢ়係法
ഥによる保૧の৔ઍもྠ੧しणण、当ჾ措置を講ずる事業主が੻౏業務の৔ઍ・ਙત等
にૢじた適જなଦൟを行うことが望ましいこと。

�������また、業務੻౏に੠して機༊ஓ具ृ原౫મ等をඒநし、೵ଖし、ྼは઀୹する場合
には、当ჾ機༊ஓ具ृ原౫મによる஠૩をଆ止するために必要な措置を講ずること。

�������さらに、業務の৔ઍ఺ल୔ಔ度、業務୤、ವ਋等をྠ੧し、作業時৑がૌপとなら
ないようにଦൟすることが望ましいこと。

⋍ 法第��条の２第２ඨ第２ಀハにൕげる事業に高年齢者が従事する措置を講ずる場合
にउいて、事業主から当ჾ事業を実施する者にৌする଻رのରஃが、社会๾൴事業の৞
ෟな実施に必要なものにჾ当すること。

⋎ ൉業੍ର等措置は、労働ీ৺によらない働き্となる措置であることから、଻رの
高年齢者の働き্にणいても、業務の੻౏を行う事業主が指揮監督を行わず、業務ൂ౅
ृ業務従事の指ં等にৌする高年齢者のဍ౯のঽ૓を༃൶しない等、労働者ਙが認めら
れるような働き্とならないよう೏意すること。

ハ 実施ੑ઺に੶ൗした৔ઍにปって、଻رの高年齢者の就業機会が確保されるよう努める
必要があること。

Ⓧ その他೏意事ඨ
ॖ ൉業੍ର等措置により導入した制度に基づいて଻رの高年齢者とీ৺をഁ੥する੠には、
書એによりీ৺をഁ੥すること。なउ、その੠には、高年齢者の雇用の安定等にঢ়する法
律施行規則第ڰ条のڱ第２ඨ第２ಀにൕげる事ඨにणいて、଻رの高年齢者とのీ৺にउ
ける就業条件を੶ൗすること。

�����また、この੠、当ჾ高年齢者にৌして実施ੑ઺を੶ൗした書એをઐહするとともに、൉
業੍ର等措置による就業は労働ঢ়係法ഥによる労働者保૧が఺ばないことから実施ੑ઺に
੶ൗする事ඨにणいて定めるものであること఺ल当ჾ措置を選උする৶૓をഛႠにହ৥し、
ವ੭を੭る努力をすること。
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ロ ൉業੍ର等措置により就業する高年齢者が、੻౏業務にକ౤する事௛等により଺಼した
ことを当ჾ措置を講ずる事業主がཔ඼した場合には、当ჾ事業主が当ჾ高年齢者が଺಼し
た຺をௐে労働প෦にਾ告することが望ましいこと。

������また、৊ரの಼૩の再発ଆ止ৌੁをਫ਼ୈする੠に当ჾਾ告を活用することが望ましいこ
と。

ハ ీ৺に基づく業務のຄ行にঢ়して高年齢者からৼ୥がある場合にはย実にৌૢすること。
ॽ ੱମの௛௽のため業務にቄえられないと認められること、業務の૾யが෩しくਂଐで引
き続き業務をટたし੭ないこと等実施ੑ઺に定めるీ৺ੰ௾事૓ྼはీ৺を更ৗしない事
૓（年齢に係るものを௾く。）にჾ当する場合には、ీ৺を継続しないことができること。

������なउ、ీ৺を継続しないことにणいては、௢௴的に合৶的な৶૓があり、社会ৢ୛上ৼ
当であることが੷められるとઅえられること。

������また、ీ৺を継続しない場合は、事৐に適જな੒告を行うことが望ましいこと。

高年齢者就業確保措置を適જかणથ஍に実施し、高年齢者の意欲఺ल能力にૢじた就業の
確保を図るために、൛স・人事૪๴制度のৄઉしが必要な場合には、ઃのⓋからⓑまでの事
ඨに೏意すること。

���Ⓥ 年齢的要ಞを੎ଳする൛স・૪๴制度から、能力、職務等の要ಞを੎ଳする制度に਱け
たৄઉしに努めること。この場合にउいては、当ჾ制度が、制度をਹ用する高年齢者の就
業఺लে活の安定にもଦൟしたੑ઺的かण஺మ的なものとなるよう努めること。

���Ⓦ 高年齢者就業確保措置にउいて੍௸われるসබにणいては、制度をਹ用する高年齢者の
就業の実ଙ、ে活の安定等をઅൟし、業務৔ઍにૢじた適જなものとなるよう努めること。

���Ⓧ ಢ時৑ृ࿒঩での就業制度なन、高年齢者の希望にૢじた就業஄ଙが૭能となる制度の
導入に努めること。

���Ⓨ ��歳以上継続雇用制度ྼは൉業੍ର等措置を導入する場合にउいて、ీ৺਋৑を定める
ときには、高年齢者就業確保措置が��歳までの就業の確保を事業主の努力義務とする制度
であることに༓み、��歳৐にీ৺਋৑がીവするీ৺とする場合には、��歳まではీ৺
更ৗができる措置を講ずるよう努めることとし、その຺をఢੴするよう努めること。また、
िृみにಢいీ৺਋৑とすることがないように努めること。

Ⓩ 職業能力を௬੼するல組みの整備とそのથ஍な活用をৢじ、高年齢者の意欲఺ल能力に
ૢじた適ਫなଦ置఺ल૪๴の実ਠに努めること。

���ⓐ 勤務஄ଙृ୐職時਋の選උをஅめた人事૪๴にणいて、଻رの高年齢者の意欲఺ल能力
にૢじた੗஘な選උが૭能な制度となるよう努めること。この場合にउいては、高年齢者
の雇用の安定఺ल৞ෟなय़কজ॔஄ਛを図るとともに、企業にउける人事ଵ৶の஍૨ਙを
確保する௴ਡも౷まえणण、就業ে活のଫい஺మからの選උが૭能となるよう勤務஄ଙ等
の選උにঢ়する制度の整備を行うこと。

���ⓑ 事業主が導入した高年齢者就業確保措置（定年の引上げ఺ल定年の定めの廃止を௾
く。）のਹ用を希望する者のસ合が଩い場合には、労働者のॽー६ृ意௙を分ෲし、制度
のৄઉしをਫ਼ୈすること。

高年齢者就業確保措置のいずれかを講ずるに当たって、高年齢者の職業能力の৫発఺ल਱
上、作業施設の改善、職務の再設ੑृ൛স・人事૪๴制度のৄઉし等を図るため、ஆয়行৆
法人高齢・௽૩・੷職者雇用੍ର機ଡにଦ置されている高年齢者雇用॔ॻংॖ२ーृ雇用保
૫制度に基づくஃਛ制度、公இଃ੮法人ਓ業雇用安定७থॱーにउける他の事業主とのঐॵ
ॳথॢ੍ର等のથ஍な活用を図る。
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就業確保措置にঢ়して、よくあるごସਖと৚௦をまとめて、
下੶85/に4٭$をൕൗしていますので、ご૞සください。
https://www.mhlw.go.jp/content/11700000/001245651.pdf

ٛよくあるごସਖの୻ٜ

○まずは��歳までの継続雇用制度を導入するなन、高年齢者就業確保措置を
஺మ的に講ずることは૭能でしॆうか。（4٭$吭）

○ৌ଴者を଒定する基準とはनのようなものなのですか。（4٭$⋓）

○્໰ঢ়係事業主以ਗの他の事業主で継続雇用を行う場合は、他の事業主と
の৑でनのようなీ৺を੥सばよいのですか。（4٭$⋖）

○作ਛすसき書థにणいて、4٭$ृ૞અ୻なनはありますかء
૞અ୻等にणいては、こठらをご確認ください。

高年齢者雇用安定法ृ高年齢者就業確保措置にणいて詳しくは、ਈఞりの労ٷ
働ଂ・ハローワークへउਖい合わせください。

、業務੻౏ీ৺等をഁ੥して就業する場合には、事業所੭等にჾ当するためٷ
ઘসのண告、その他必要なু続きがあります。
※事業を৫઩した場合は事業৫઩等の঩から�かা以৔に৫業届等の઀出が必要です。
○詳しくは、বઘૂ঍ー঒ঌー४をご༮ください。ごਂ৥なਡにणいては、
ਈఞりのઘ務署にउਖい合わせください。

○また、৉্ઘにणいて詳しくは、उકまいの৘ય঴੨のઘのৼ୥ษ口
にउਖい合わせください。

26

○年সにणいてのৼ୥・ু続きษ口にणいてはこठらをご確認下さい。
KWWSV���ZZZ�QHQNLQ�JR�MS�VHFWLRQ�VRXGDQ�LQGH[�KWPO

KWWSV���ZZZ�PKOZ�JR�MS�NRXVHLURXGRXVKRX�VKR]DLDQQDL�URXG
RXN\RNX�LQGH[�KWPO

KWWSV���ZZZ�QWD�JR�MS�WD[HV�VKLUDEHUX�WD[DQVZHU�VKRWRN
X������KWP

KWWSV���ZZZ�PKOZ�JR�MS�VWI�VHLVDNXQLWVXLWH�EXQ\D�NR\RXBUR
XGRX�NR\RX�NRXUHLVKD�WRSLFV�WS��������B������KWPO
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ௐে労働੄঍ー঒ঌー४ٷ
ௐে労働੄+3では、高年齢者雇用安定法ृ高齢者雇用にঢ়するੲਾを発ਦしてउります。
KWWSV���ZZZ�PKOZ�JR�MS�VWI�VHLVDNXQLWVXLWH�EXQ\D�NR\RXBURXGRX�NR\RX�NRXUHLVKD�
LQGH[�KWPO

高齢者雇用ৌੁছ঎ٷ
高齢者雇用ৌੁছ঎では、労働者ृ企業の຦஘に૽য়णੲਾを்ઁく発ਦしてउります。
KWWSV���ZZZ�NRXUHL�NR\RX�PKOZ�JR�MS�

高齢者雇用にঢ়するごৼ୥ٷ
（ஆ）高齢ҩ௽૩ҩ੷職者雇用੍ର機ଡの各੃੊ਿ਩੍৖高齢・௽૩者業務ୖでは、高年齢者雇

用॔ॻংॖ२ー等のୣാなनにより、高年齢者の雇用にঢ়するৼ୥・ରஃを行っています。
KWWSV���ZZZ�MHHG�JR�MS�ORFDWLRQ�VKLEX�LQGH[�KWPO

��歳த雇用推進ஃਛসٷ
��歳த継続雇用യ進॥ー५س

��歳以上への定年の引上げ、定年の定めの廃止、希望者全員をৌ଴とする��歳以上までの継続雇
用制度の導入のいずれかの措置を実施した企業を੍ରします。

高年齢者૮਋雇用ૡఌ॥ー५س
����歳以上かण定年年齢未満のથ਋ీ৺労働者を૮਋雇用労働者にૡఌした企業を੍ରします。

高年齢者௬੼制度等雇用ଵ৶改善॥ー५س
��高年齢者の雇用環境整備の措置（※）を実施する企業を੍ରします。

（※）高年齢者の雇用機会をੜপするための雇用ଵ৶制度のৄઉしまたは導入఺ल௏೨൧૵を

実施するための制度の導入

KWWSV���ZZZ�MHHG�JR�MS�HOGHUO\�VXEVLG\�LQGH[�KWPO

高齢者の活躍に取り組ि企業の事୻ٷ
૽職定年・定年制のৄઉし、४ঙঈ஑人事制度の導入等に取り組ि企業の事୻をງஂしています。
KWWSV���ZZZ�HOGHU�MHHG�JR�MS�WRSLFV�NDWVX\DNXBMLUHLBU��KWPO

Ⅺ
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○会社を୐職した場合は௏೨保૫の଺保૫者ৱતをါଷし、引き続き৊じ
௏೨保૫の任意継続଺保૫者となるか、বড়௏೨保૫の଺保૫者となり
ます。௏೨保૫にणいてはご加入の保૫者、বড়௏೨保૫にणいてはउ
કまいの৘ય঴੨（বড়௏೨保૫組合にご加入の্は、加入されている
組合）にउਖい合わせください。

。労働基準法にणいては、ਈఞりの労働基準監督署にउਖい合わせくださいٷ
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࠙創業支援等措置の実施に必要な手続の流れࠚ

創業支援等措置を実施するにあたり、事業主は௨ୗの手続を取る必要があります。

ᚘဒǛ˺঺Ƣǔ

ᢅҞૠ労働ኵӳሁƷӷॖǛࢽǔ

ᚘဒǛ労働ᎍƴԗჷƢǔ

ؕஜڎኖǛዸኽƢǔ

ᚠƢǔಅѦǍʙಅƴσᡫƢǔۀ

ؕஜႎƳʙ᪮ǛܭǊǔڎኖǛዸ

ኽƠǇƢŵ

φ˳ႎƳಅѦǍʙಅƴ᧙Ƣǔۀ

ᚠϋܾŴإᣛ᫇Ტૅ৚᣿᫇ᲣŴ

঺ௐཋƷኛ஖ሁƷφ˳ႎʙ᪮Ǜ

ኖǛዸኽƠǇƢŵڎǊǔܭ

è ႆද୿ሁƴƓƍƯᛇኬǛᙹ

Ƣǔ࢟ƕᎋƑǒǕǇƢŵܭ

ƍƣǕƷਜ਼ፗǋܱ଀ᚘဒǛሊܭƠƨࢸưŴ̾ŷƷ᭗࠰ᱫᎍƱƷ᧓ưۀᚠڎኖሁǛዸኽƢ

ǔƜƱƕ࣏ᙲưƢŵᎋƑǒǕǔ૾ඥƱƠƯŴ

Ĭσᡫʙ᪮ƴƭƍƯؕஜڎኖưܭǊƨɥưŴφ˳ႎʙ᪮Ǜ̾КڎኖưܭǊǔ૾ඥ

ĭڎኖưܭǊƯƓƘǂƖμƯƷϋܾǛᲫƭƷڎኖƴǇƱǊƯܭǊǔ૾ඥ

ƕƋǓǇƢŵዸኽƢǔڎኖƷ࢟ƸŴӲ˖ಅƷܱऴሁƴࣖơƯൿܭƠƯƘƩƞƍŵ

ᚠƢǔಅѦǍʙಅƴ᧙Ƣǔؕஜۀ

ႎƳʙ᪮ӏƼφ˳ႎƳಅѦǍʙಅ

ƴ᧙ƢǔۀᚠϋܾŴإᣛ᫇Ტૅ৚

᣿᫇ᲣŴ঺ௐཋƷኛ஖ሁƷφ˳ႎʙ

᪮ǛܭǊǔڎኖǛዸኽƠǇƢŵ

ׇ˳ƕ᭗࠰ᱫᎍƴݣƠƯᅈ˟ᝡྂ

ʙಅƴࢼʙƢǔೞ˟Ǜ੩̓ƢǔƜ

ƱǛኖƢǔڎኖǛዸኽƠǇƢŵ

ׇ˳ƱƷ᧓ưڎኖǛ

ዸኽƢǔ

သॖໜ

̾ŷƷ᭗࠰ᱫᎍƱڎኖǛዸኽƢǔ

̾КڎኖǛዸኽƢǔ

ኖǛዸኽƢǔڎ

ᅈ˟ᝡྂʙಅưʙಅɼ

ƕۀᚠŴЈ᝻ሁƢǔׇ

˳ƕܱ଀Ƣǔئӳ

ĬᲬƭƷڎኖǛዸኽƢǔئӳ ĭᲫƭƷڎኖǛዸኽƢǔئӳ

èƜƷئӳŴˌɦƷž̾ŷƷ᭗࠰ᱫᎍƱڎኖ

ǛዸኽƢǔſɼ˳ƸŴׇ˳ƴƳǓǇƢŵ

ˌɦƷĬӍƸĭƷڎኖ࢟७ƕᎋƑǒǕǇƢŵ

令和２年３月に改正され、令和３年４月から施行される高年齢者等の雇用の安定等に関する法

律（昭和 �� 年法律第 �� 号）では、事業主は、�� 歳までの雇用確保措置を講じること（義務）に

加えて、�� 歳から �� 歳までの就業機会を確保することが努力義務とされました。

この就業機会の確保（「高年齢者就業確保措置」）に当たっては、次の①～⑤までの選択肢があ

ります。

①定年年齢の引上げ

②定年制の廃止

③継続雇用制度の導入

④継続的に業務委託契約を締結する制度の導入

⑤継続的に次のいずれかの社会貢献事業へ従事できる制度の導入

� � � D�事業主が自ら実施する社会貢献事業

� � � E�事業主が委託、出資等する団体が行う社会貢献事業

④及び⑤を創業支援等措置といいますが、これらを導入するに当たっては、創業支援等措置の

実施に関する計画を作成した上で、過半数労働組合等（※）の同意を得る必要があります。

次ページからは記載例をご紹介します。計画の作成に当たっては、留意点等を踏まえた上で、

労使で十分な協議を行い、各記載事項の内容を策定していただく必要があります。

・創業支援等措置の実施に必要な手続の流れ …………………………………………………２

・創業支援等措置の実施計画の記載例等（業務委託契約の場合）……………………………３

・創業支援等措置の実施計画の記載例等（社会貢献事業の場合）……………………………��

〈計画記載事項〉

� � ① 高年齢者就業確保措置のうち、創業支援等措置を講ずる理由

� � ② 高年齢者が従事する業務の内容に関する事項

� � ③ 高年齢者に支払う金銭に関する事項

� � ④ 契約を締結する頻度に関する事項

� � ⑤ 契約に係る納品に関する事項

� � ⑥ 契約の変更に関する事項

� � ⑦ 契約の終了に関する事項（契約の解除事由を含む）

� � ⑧ 諸経費の取扱いに関する事項

� � ⑨ 安全および衛生に関する事項

� � ⑩ 災害補償および業務外の傷病扶助に関する事項

� � ⑪ 社会貢献事業を実施する法人その他の団体に関する事項

� � ⑫ ①～⑪のほか、創業支援等措置の対象となる労働者の全てに適用される事項

� � � ※⑪および⑫は該当がある場合に記載する必要があります。

厚生労働省 ハローワーク

創業支援等措置の実施に関する計画の記載例等について

目次

70



࠙創業支援等措置の実施に必要な手続の流れࠚ

創業支援等措置を実施するにあたり、事業主は௨ୗの手続を取る必要があります。

ᚘဒǛ˺঺Ƣǔ

ᢅҞૠ労働ኵӳሁƷӷॖǛࢽǔ

ᚘဒǛ労働ᎍƴԗჷƢǔ

ؕஜڎኖǛዸኽƢǔ

ᚠƢǔಅѦǍʙಅƴσᡫƢǔۀ

ؕஜႎƳʙ᪮ǛܭǊǔڎኖǛዸ

ኽƠǇƢŵ

φ˳ႎƳಅѦǍʙಅƴ᧙Ƣǔۀ

ᚠϋܾŴإᣛ᫇Ტૅ৚᣿᫇ᲣŴ

঺ௐཋƷኛ஖ሁƷφ˳ႎʙ᪮Ǜ

ኖǛዸኽƠǇƢŵڎǊǔܭ

è ႆද୿ሁƴƓƍƯᛇኬǛᙹ

Ƣǔ࢟ƕᎋƑǒǕǇƢŵܭ

ƍƣǕƷਜ਼ፗǋܱ଀ᚘဒǛሊܭƠƨࢸưŴ̾ŷƷ᭗࠰ᱫᎍƱƷ᧓ưۀᚠڎኖሁǛዸኽƢ

ǔƜƱƕ࣏ᙲưƢŵᎋƑǒǕǔ૾ඥƱƠƯŴ

Ĭσᡫʙ᪮ƴƭƍƯؕஜڎኖưܭǊƨɥưŴφ˳ႎʙ᪮Ǜ̾КڎኖưܭǊǔ૾ඥ

ĭڎኖưܭǊƯƓƘǂƖμƯƷϋܾǛᲫƭƷڎኖƴǇƱǊƯܭǊǔ૾ඥ

ƕƋǓǇƢŵዸኽƢǔڎኖƷ࢟ƸŴӲ˖ಅƷܱऴሁƴࣖơƯൿܭƠƯƘƩƞƍŵ

ᚠƢǔಅѦǍʙಅƴ᧙Ƣǔؕஜۀ

ႎƳʙ᪮ӏƼφ˳ႎƳಅѦǍʙಅ

ƴ᧙ƢǔۀᚠϋܾŴإᣛ᫇Ტૅ৚

᣿᫇ᲣŴ঺ௐཋƷኛ஖ሁƷφ˳ႎʙ

᪮ǛܭǊǔڎኖǛዸኽƠǇƢŵ

ׇ˳ƕ᭗࠰ᱫᎍƴݣƠƯᅈ˟ᝡྂ

ʙಅƴࢼʙƢǔೞ˟Ǜ੩̓ƢǔƜ

ƱǛኖƢǔڎኖǛዸኽƠǇƢŵ

ׇ˳ƱƷ᧓ưڎኖǛ

ዸኽƢǔ
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̾ŷƷ᭗࠰ᱫᎍƱڎኖǛዸኽƢǔ

̾КڎኖǛዸኽƢǔ

ኖǛዸኽƢǔڎ

ᅈ˟ᝡྂʙಅưʙಅɼ

ƕۀᚠŴЈ᝻ሁƢǔׇ

˳ƕܱ଀Ƣǔئӳ

ĬᲬƭƷڎኖǛዸኽƢǔئӳ ĭᲫƭƷڎኖǛዸኽƢǔئӳ

èƜƷئӳŴˌɦƷž̾ŷƷ᭗࠰ᱫᎍƱڎኖ

ǛዸኽƢǔſɼ˳ƸŴׇ˳ƴƳǓǇƢŵ

ˌɦƷĬӍƸĭƷڎኖ࢟७ƕᎋƑǒǕǇƢŵ
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࠙創業支援等措置の実施計画の記載例等 （業務委託契約の場合）ࠚ

創業支援等措置の実施に関する計画

この創業支援等措置の実施に関する計画（௨ୗ「計画」という。）は、ۑۑۑۑᰴᘧ

会社（௨ୗ「⏥」という。）が高年齢者等の雇用の安定等に関する法律（昭和 �� 年法律

第 �� 号。௨ୗ「法」という。）にᇶ࡙く高年齢者就業確保措置として、ᮏ制度を฼用し

て就業する高年齢者（௨ୗ「எ」という。）に係る創業支援等措置（法第 �� ᮲の２第２

項第㸯号につ定する措置（௨ୗ༢に「創業支援等措置」という。））を講ずることとした

たࡵ作成するࡶのであり、௨ୗのとおりの創業支援等措置を導入・実施する。

なお、⏥による創業支援等措置は、⏥எ㛫でᮏ計画にᇶ࡙き、業務にඹ㏻する事項を

定ࡵる契約（௨ୗ「ᇶᮏ契約」という。）により業務委託契約を締結し、そのᚋ、当該

業務に関するල体的な委託内容、ሗ㓘㢠、成ᯝ≀の納ᮇࡸᒚ行ᮇ㝈、その他ල体的事項

を定ࡵる契約（௨ୗ「ಶู契約」という。）を締結することで行うこととする。

ŨಅѦۀᚠڎኖäʙಅɼƱ᭗࠰ᱫᎍƱƷ᧓ư࢘ᛆಅѦƴσᡫƢǔڎኖǛዸኽƠƨɥưŴ̾Кƴႆද

ƢǔಅѦƷᛇኬƸႆද୿ƴƓƍƯᙹܭƠŴ࢘ᛆᎍƕ১ᜄƢǔƜƱư̾Кڎኖƕ঺

ᇌƢǔǤȡーǸưƢŵ

㸯㸬高年齢者就業確保措置のうち、創業支援等措置を講ずる理由

⏥は、ۑۑۑۑのたࡵ、高年齢者就業確保措置の創業支援等措置を導入する。

Ӳ˖ಅƴƓƍƯŴ��ബǇưƷ᭗࠰ᱫᎍݼಅᄩ̬ਜ਼ፗƷᢠ৸ᏃᲢ࠰ܭƷࡽɥƛȷࡑഥŴ

ዒዓᨽဇСࡇƷݰλŴоಅૅੲሁਜ਼ፗᲣƷƏƪŴоಅૅੲሁਜ਼ፗǛܱ଀ƢǔྸဌǛᚡ᠍

ƠƯƘƩƞƍŵ

ǤȡーǸ

оಅૅੲሁਜ਼ፗǛݰλࢸŴ̾ŷƷ᭗࠰ᱫᎍƱಅѦۀᚠڎኖƴࢼʙƢǔڎኖǛዸኽƢǔ

࣏ᙲƕƋǓǇƢŵ

᭗࠰ᱫᎍƱƷ᧓ưƢǔڎኖƷ࢟ƸಮŷưƢƕŴɼƴ

Ĭ࢘ᛆಅѦƴσᡫƢǔʙ᪮ǛܭǊǔڎኖᲢؕஜڎኖᲣǛዸኽƠƨɥưŴ̾ŷƴᛇኬƳ

ʙ᪮ǛܭǊǔڎኖᲢ̾КڎኖᲣǛዸኽƢǔ૾ඥ

ĭڎኖưܭǊƯƓƘǂƖμƯƷϋܾǛᲫƭƷڎኖƴǇƱǊƯዸኽƢǔ૾ඥ

ƕᎋƑǒǕǇƢƕŴЭᎍƷǤȡーǸưஜᚘဒƷᚡ᠍̊ǛᅆƠƯƍǇƢŵ

ዸኽƢǔڎኖƷ࢟ƸŴӲ˖ಅƷܱऴሁƴࣖơƯൿܭƠƯƘƩƞƍŵ
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２㸬契約にᇶ࡙いて高年齢者が従事する業務の内容に関する事項

⏥が‽ഛする業務は、ୗ記に記載の業務（௨ୗ「ᮏ௳業務」という。）とする。

に関する業務ۑۑۑۑ①

に関する業務ڹڹڹڹ②

に関する業務ڧڧڧڧ③

３㸬高年齢者に支払う金銭に関する事項

ᮏ௳業務に関するሗ㓘㢠は、ۑۑあたりڹڹ෇௨上（⛯㎸）とする。

⏥は、எから各月ᮎ᪥までにᥦ出をཷࡅたㄳồ᭩に関し、各月分のሗ㓘㢠を⩣月ᮎ᪥

までにஎᣦ定の㖟行ཱྀᗙに᣺り㎸むことで支払う。

なお、その㝿の᣺㎸手数ᩱは、⏥の㈇ᢸとする。

４㸬ಶู契約を締結する頻度に関する事項

⏥は、ۑۑۑۑに関する業務を୍年あたりۑᅇからڹᅇ、ڹڹڹڹに関する業務を୍

᭗࠰ᱫᎍƕࢼʙƢǔƜƱǛʖܭƠƯƍǔಅѦƷϋܾǛᚡ᠍ƠƯƘƩƞƍŵಅѦƷϋܾ

ƕᙐૠƋǔئӳƴƸŴμƯᚡ᠍Ƣǔ࣏ᙲƕƋǓǇƢŵᲢᲫȚーǸĮ᳸ĶƷ᪮目ƴƭƍƯŴ

ಅѦϋܾƴǑƬƯီƳǔئӳƴƸŴಅѦϋܾƝƱƴƦǕƧǕƷ᪮目ƴƭƍƯᚡ᠍Ƣǔ࣏

ᙲƕƋǓǇƢŵᲣ

ಅѦƷϋܾƴƭƍƯƸŴ᭗࠰ᱫᎍƷȋーǺǛ៊ǇƑǔƱƱǋƴŴ᭗࠰ᱫᎍƷჷᜤȷኺ᬴ȷᏡ

щሁǛᎋॾƠƨɥưൿܭƠŴڎኖϋܾƷɟ૾ႎƳൿܭǍɧ࢘ƳڎኖவˑƷ਀Ơ˄ƚƴƳǒƳƍ

ǑƏƢǔ࣏ᙲƕƋǓǇƢŵ

သॖໜ

ಅѦƴࢼʙƢǔ᭗࠰ᱫᎍƴݣƠƯૅ৚Əإᣛ᫇Ŵૅ৚஖ଐŴૅ৚૾ඥǛᚡ᠍ƠƯƘƩƞ

ƍŵ̾ŷƷಅѦۀᚠڎኖƝƱƴૅ৚Ə᣿᥉Ʒ᫇ƕီƳǔئӳƴƸŴɥᨂ᫇ӏƼɦᨂ᫇Ǜɲ

૾ᚡ᠍ƢǔƜƱǍɦᨂ᫇ƷǈǛᚡ᠍ƢǔƜƱŴ᣿᫇Ʒም૾ܭඥǛᚡ᠍ƢǔƜƱǋưƖǇ

Ƣŵ

᭗࠰ᱫᎍƴૅ৚Ə᣿᥉ƴƭƍƯƸŴಅѦƷϋܾǍ࢘ᛆಅѦƷ᡾ᘍƴ࣏ᙲƳჷᜤȷኺ᬴ȷᏡ

щŴಅѦ᣽ሁǛᎋॾƠƨǋƷƱƢǔƜƱƕ࣏ᙲưƢŵǇƨŴɧ࢘Ƴถ᫇Ǎૅ৚Ǜ᡿ࡨƠƯƸƍ

ƚǇƤǜŵ

ǇƨŴ᣿᥉Ʒૅ৚᫁ࡇƴƭƍƯƸŴžᲫׅƷ̾КڎኖƝƱſžᲫ෇ѣƝƱſƷǑƏƳŴʙಅƷ

ܱ଀ཞඞሁƴᢘƠƨφ˳ႎƳૅ৚᫁ࡇǛᚡ᠍ƘƩƞƍŵ

ƳƓŴૅ৚ǘǕǔ᣿᥉ƴƭƍƯƸŴСࡇǛМဇƢǔ᭗࠰ᱫᎍƷݼಅƷܱ७Ŵ生෇ƷܭܤሁǛ

ᎋॾƠƯŴᢘЏƳǋƷƱƳǔǑƏѐǊǔƜƱƴသॖƢǔ࣏ᙲƕƋǓǇƢŵ

သॖໜ
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年あたりۑᅇからڹᅇの⠊ᅖで‽ഛし、ᮏ制度を฼用して就業する高年齢者全体の人数

て、எに対して適ษな頻度でᮏ௳業務を分ࡳの資㉁・⬟力・೺ᗣ≧ἣ等に㚷ࠎஎのಶࡸ

㓄しⓎὀする。なお、⏥の経Ⴀ≧ἣࡸ取引ඛとの関係等によって上記‽ഛ⠊ᅖにቑῶが

生じた場合には、ቑῶᚋの‽ഛ⠊ᅖを๓ᥦに、⏥எ㛫でㄔ実に協議した上で、எに対し

て適ษな頻度でᮏ௳業務を分㓄しⓎὀすることとする。

㸳㸬ಶู契約に係る納品に関する事項

ᮏ௳業務に係るᒚ行ᮇ㝈はⓎὀからۑ᪥からڹ᪥とし、எは、ಶู契約で定ࡵるᒚ行

ᮇ㝈までにۑۑにより、⏥に納品すること。なお、ᇶᮏ契約ཪはಶู契約に定ࡵるᒚ行

ᮇ㝈がᮏ計画に定ࡵるᒚ行ᮇ㝈と␗なる場合は、ᇶᮏ契約ཪはಶู契約の定ࡵによるࡶ

のとする。

⏥は、எからᥦ出をཷࡅた成ᯝ≀に関し、ۑ᪥௨内に᳨ᰝを行う。

᳨ᰝの結ᯝ、成ᯝ≀がಶู契約に定ࡵる୍定の納品Ỉ‽に㐩していないとุ᩿した場

ஓǛ៊ǇƑƭƭŴ̾ŷƷಅѦƷϋࠎᱫᎍƷ࠰ƴφ˳ႎƳؕแƸƋǓǇƤǜƕŴ̾ŷƷ᭗ࡇ᫁

ܾȷᩊତࡇǍಅѦ᣽ሁǛᎋॾƠŴưƖǔƩƚᢅٻӍƸᢅݱƴƳǒƳƍǑƏᢘЏƳಅѦ᣽Ǎ᫁ࡇ

ƴǑǔڎኖǛዸኽƢǔ࣏ᙲƕƋǓǇƢŵ

ǍǉǛƑƳƍʙऴሁƴǑǓŴஜᚘဒưܭǊƨ᫁ࡇƷር׊ǛٻƖƘ᡹ᏮƢǔئӳƸŴСࡇƷݣ

ᝋƱƳǔ᭗࠰ᱫᎍƷྸᚐǛᢘЏƴࢽǔǑƏƴѐǊƯƘƩƞƍŵǇƨŴ࣏ᙲƴࣖơƯܱ७ƴඝƬ

ƨ᫁ࡇƱƳǔǑƏƴᚘဒƷᙸႺƠǛᘍƬƯƘƩƞƍŵ

ႆදǛᘍƏ᫁ࡇǛᚡ᠍ƠƯƘƩƞƍŵ᫁ࡇƷᚡ᠍૾ඥƱƠƯƸŴஜСࡇǛМဇƠƯݼ

ಅƢǔ᭗࠰ᱫᎍμ˳ƴݣƠƯ˖ಅƱƠƯႆදǛᘍƏ᫁ࡇƷዮ᣽ǛܭǊǔǄƔŴ̾ŷƷ᭗

ǊǔƜƱǋưƖǇƢŵܭǛࡇƠƯ̾КƷႆදǛᘍƏ᫁ݣᱫᎍƴ࠰

ƳƓŴ᫁ࡇǛႆදƢǔዮ᣽ưܭǊǔئӳƸŴ̾ŷƷ᭗࠰ᱫᎍƱƷ᧓ưዸኽƢǔؕஜڎ

ኖƴƓƍƯŴʖܭƞǕǔ̾КƷႆදǛᘍƏ᫁ࡇƷር׊ǛႮǓᡂǈŴ̾ŷƷ᭗࠰ᱫᎍƴݣ

ƠƯᅆƢƜƱƕஓǇƠƍưƢŵ
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ಅѦƷᆔ᫏ƕᙐૠƋǔئӳƸŴ次ƷǑƏƴɟᚁᘙǛ෇ဇƢǔ૾ඥǋƋǓǇƢŵ

ƜƷɟᚁᘙƸɦᚡᲮƷ᫁ࡇǍᲯƷኛԼƴ᧙Ƣǔʙ᪮ƴ෇ဇƠƯǋǑƍưƠǐƏŵ

ಅѦϋܾ ᣛɦᨂإ ᣛɥᨂإ

ŨŨಅѦ ŨŨƋƨǓŨŨό ŨŨƋƨǓššό

ţţಅѦ ţţƋƨǓţţό ţţƋƨǓŧŧό

èƨƩƠŴإᣛɥᨂƴƭƍƯƸŴಅѦƷϋܾሁǛ៊ǇƑŴڎኖӍƸ̾КڎኖƴƓƍ

ƯКᡦܭǊǔئӳǋƋǔŵ
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合には、எに対し、எの㈐௵と㈇ᢸによる補ಟをồࡵることができる。

㸴㸬契約の変更に関する事項

ᮏ計画にᇶ࡙く契約の当事者の୍᪉は、委託業務の内容、実施᪉法等契約᮲௳の変更

を行う必要があるとุ᩿した場合は、⏥எ協議の上、変更することができる。この場

合、委託業務の内容、実施᪉法、ሗ㓘等の変更内容にࡘいて、᭩㠃で᫂♧し、合意する

。のとするࡶ

㸵㸬契約の終了に関する事項

（㸯）契約ᮇ㛫

ᇶᮏ契約は、எが �� 歳に㐩する᪥のᒓする月のᮎ᪥まで更᪂されることをཎ๎とす

る。

ᇶᮏ契約の契約ᮇ㛫はᮏ契約締結から㸯年㛫とし、契約ᮇ㛫終了᪥の㸯か月๓まで

に⏥ཪはஎから᭩㠃による意ᛮ⾲♧がない場合は、ᇶᮏ契約は㸯年㛫更᪂されるࡶの

とし、そのᚋࡶ同ᵝとする。ただし、ᇶᮏ契約の契約ᮇ㛫が、எが �� 歳に㐩した᪥の

ᒓする月のᮎ᪥を含む場合は、ᇶᮏ契約は、当該ᮎ᪥をࡶって終了するࡶのとする。

なお、ᇶᮏ契約が終了した場合であってࡶ、ᇶᮏ契約の契約ᮇ㛫୰に締結されたಶู

ƜƷ᪮目ƴƸŴ

঺ௐཋƷኛ஖ᲢࢫѦƷ੩̓ưƋǔئӳƸŴࢫѦƕ੩̓ƞǕǔ஖ଐӍƸ஖᧓Უ

ĭ঺ௐཋƷኛԼέӏƼኛԼ૾ඥ

Į঺ௐཋƷϋܾƴƭƍƯ౨௹ǛƢǔئӳƴƸŴƦƷ౨௹ǛܦʕƢǔ஖ଐ

į঺ௐཋƕɧܦμưƋƬƨئӳǍƦƷኛλሁƕ᡿ǕƨئӳሁƷӕৢƍ

ƳƲŴኛԼƴ᧙Ƣǔʙ᪮Ǜᚡ᠍Ƣǔ࣏ᙲƕƋǓǇƢŵ

ኛ஖ƴƭƍƯƸŴ஖ଐƷɥᨂӏƼɦᨂǛܭǊǔƜƱǋӧᏡưƢƕŴоಅૅੲሁਜ਼ፗƴ

ǑǔಅѦƴࢼʙƢǔ᭗࠰ᱫᎍƷͤࡍǛܹƢǔƜƱƕƳƍǑƏᚨܭƢǔǑƏƴƠǇƠǐ

ƏŵƦƷᨥƴƸŴᡫࠝƷ労働ᎍƷ�ଐƷ৑ܭ労働଺᧓ƷɥᨂᲢᲲ଺᧓ᲣǛ˺ಅ଺᧓Ʒɥ

ᨂƷ目ܤƱƢǔƜƱƕ࣏ᙲưƢŵ

ϋưƋǔ࣏ᙲƕƋǓǇ׊ǊǔϋܾƷርܭኖƷϋܾƴƭƍƯǋŴƜƷᚘဒƴڎƷࢸ୼٭

Ƣŵ

ኖƷ࢘ʙᎍ᧓ưҗڎᱫᎍƴૅ৚Ə᣿᥉Ǎኛ஖ሁƷӕৢƍǛԃǊ࠰୼ƢǔᨥƴƸŴ᭗٭ኖǛڎ

ЎƴңᜭǛᘍƏǑƏသॖƕ࣏ᙲưƢŵƳƓŴڎኖƷ٭୼Ǜ᭗࠰ᱫᎍƴࢍᙲƢǔƜƱƸᛐǊǒǕ

ǇƤǜŵ

သॖໜ

঺ௐཋƷӖ᪸ƴᨥƠƯƸŴɧ࢘Ƴ̲ദŴɧ࢘ƳǍǓႺƠƷᙲ൭ӍƸɧ࢘ƳӖ᪸਎ԁǛᘍǘƳ

ƍǑƏƴƠƯƘƩƞƍŵ
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契約にࡘいては、当該ಶู契約の業務が᏶了されるまでの㛫、引き続きᇶᮏ契約が適

用されるࡶのとする。

⏥は、次にᥖげる᪥௨㝆は、ᇶᮏ契約を更᪂ࡏず、また、ᮏ௳業務に関する᪂たなಶ

ู契約は締結しないことができる。なお、ᇶᮏ契約を更᪂しない場合及びಶู契約を継

続しない場合は、事๓に᭩㠃による適ษなண࿌を行うࡶのとする。

① ᚰ㌟のᨾ㞀のたࡵ業務にሓえられないとㄆࡵられた᪥

② 業務の≧ἣがⴭしく୙Ⰻで引き続き業務をᯝたし得ないとㄆࡵられた᪥

（２）契約解除

⏥ཪはஎは、┦手᪉が次のいずれかに該当するときは、ఱらのദ࿌を要することな

く、ᇶᮏ契約及びಶู契約の全㒊ཪは୍㒊を解除することができるࡶのとする。なお、

当該解除は当該┦手᪉に対するᦆ害㈺償のㄳồをጉげないࡶのとする。

① ┦手᪉がಶู契約にᇶ࡙くമ務をᒚ行ࡏず、┦当のᮇ㛫を定ࡵてദ࿌したにࡶか

かࢃらず当該ᮇ㛫内にമ務のᒚ行をしないとき

② ಶู契約にᇶ࡙く業務の全㒊ཪは㔜要な୍㒊のᒚ行が୙⬟なとき

③ ┘╩ᐁᗇよりႠ業チྍの取ᾘしཪはႠ業೵止ฎ分（あるいはㄆド取ᾘし）をཷࡅ

たとき

④ 支払೵止ⱝしくは支払୙⬟の≧ែに㝗ったときཪは自ら᣺り出しⱝしくは引きཷ

た手ᙧⱝしくはᑠษ手が୙Ώりとなったときࡅ

⑤ ᕪᢲえ、௬ᕪᢲえ、௬ฎ分、➇኎、ᙉ制ᇳ行ཪは⛒⛯⁫納ฎ分をཷࡅたとき

⑥ ◚⏘手続㛤ጞ、Ẹ事෌生手続㛤ጞ、会社更正手続㛤ጞ、≉ูΎ⟬手続その他これ

らに㢮するಽ⏘手続㛤ጞの⏦❧てをཷࡅ、ཪは自ら⏦し❧てたとき

⑦ 解ᩓ、会社分๭、事業ㆡΏཪは合ేのỴ議をしたとき

⑧ 資⏘ཪはಙ用≧ែに㔜኱な変໬が生じ、ᮏᇶᮏ契約及びಶู契約にᇶ࡙く業務の

ᒚ行がᅔ㞴になるおそれがあるとㄆࡵられるとき

⑨ ┦஫のಙ㢗関係をⴭしく傷ࡅࡘたときཪは┦手᪉ⱝしくはその関㐃当事者の社会

的ホ౯ⱝしくはಙ用をẋᦆしたとき

⑩ その他๓号各号に‽じる事由があるとㄆࡵられるとき

ƜƷ᪮目ưƸŴ

̾ŷƷಅѦۀᚠڎኖǍᅈ˟ᝡྂʙಅƴࢼʙƢǔڎኖƷᚐᨊʙဌ

ĭ̾ŷƷಅѦۀᚠڎኖǍᅈ˟ᝡྂʙಅƴࢼʙƢǔڎኖǛ୼ૼȷϐࡇዸኽƠƳƍʙဌ

ሁǛܭǊǇƢŵ

ᚡ᠍̊ƴƸŴɟᑍႎƳڎኖưᙹܭƞǕǔ᪮目ǛЗਫƠǇƠƨƕŴ̾КƷܱऴǍۀᚠ

ƢǔಅѦƋǔƍƸʙಅƷϋܾƴࣖơƯܭǊǔƱǑƍưƠǐƏŵ

᭗࠰ᱫᎍƕݼಅᄩ̬ਜ਼ፗƷݣᝋƱƳǔ࠰ᱫƷɥᨂᲢ��ബச฼ᲣƴᢋƢǔƜƱƴǑǓŴƋǔ

ƍƸʙಅɼƷᣃӳƴǑǓ̾ʴƷ᭗࠰ᱫᎍƱƷ᧓ưڎኖƕኳʕƠƨئӳưƋƬƯŴ᭗࠰ᱫᎍƕࠎ

ஓƢǔئӳŴʙಅɼƸϐݼᎰੲяਜ਼ፗǛᜒơǔǑƏѐǊǔ࣏ᙲƕƋǓǇƢŵ
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㸶㸬諸経費の取扱いに関する事項

⏥は、ᮏ௳業務に要するୗ記の経費を㈇ᢸする。その他の経費は⏥எ協議の上、Ỵ定

するࡶのとする。

ۑۑۑۑ①

ڹڹڹڹ②

ڧڧڧڧ③

⏥は、ᮏ௳業務の㐙行のたࡵ、ୗ記の機Ეჾලを㈚୚し、ཎᮦᩱを支⤥あるいはᥦ౪

する。

ۑۑۑۑ①

ڹڹڹڹ②

ڧڧڧڧ③

㸷㸬安全及び衛生に関する事項

⏥は、ᮏ௳業務をஎに実施さࡏるにあたり、எの安全及び衛生を確保する適ษな㓄៖

を行うたࡵ、ୗ記の必要な◊ಟ、ᩍ⫱ཪはカ⦎を事๓に実施する。

ۑۑۑۑ①

ڹڹڹڹ②

ڧڧڧڧ③

⏥は、⏥がஎに㈚୚する機Ეჾල及びཎᮦᩱによる༴害を㜵止するたࡵに必要な措置

を講じる。

ಅѦǛ᡾ᘍƢǔᨥƴႆ生ƢǔᜂኺᝲǍŴಅѦƷ᡾ᘍƴ࣏ᙲƳೞ఺֥φǍҾ஬૰ሁƴƭ

ƍƯŴʙಅɼƱ᭗࠰ᱫᎍƷƍƣǕƕ᝟ਃƢǔƷƔǛᚡ᠍ƠƯƘƩƞƍŵ

ƳƓŴڎኖᚐᨊƴǑƬƯኺᝲƕ生ơǔئӳƸŴஜ᪮目ƴᚡ᠍ƢǔƜƱƕஓǇƠƍư

Ƣŵ

ಅѦۀᚠƴǑǓಅѦƴࢼʙƢǔ᭗࠰ᱫᎍƕܤμȷᘓ生ƴ働ƘƜƱƕưƖǔǑƏܱ଀Ƣ

ǔӕǓኵǈǛᚡ᠍ƠƯƘƩƞƍŵ

ಅѦƷࣱឋɥŴܤμӏƼᘓ生ƴ᧙ƠŴཎെʙಅɼƕӕǓኵǈǛᘍǘƳƍئӳƴƸŴƦ

ƷଓǛᚡ᠍ƠƯƘƩƞƍŵ
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��㸬災害補償及び業務外の傷病扶助に関する事項

ᮏ௳業務上の理由により㈇傷し、⑌病にかかり、ཪはṚஸした場合（எの㈐ࡵにᖐす

。のを除く。）、⏥はୗ記の補償を行うࡶき理由による࡭

ۑۑۑۑ①

ڹڹڹڹ②

ڧڧڧڧ③

���社会貢献事業を実施する法人その他の団体に関する事項

��㸬その他の定ࡵ

（㸯）ᇶᮏ契約とಶู契約の関係

（２）▱的㈈⏘ᶒの保ㆤ

（３）第୕者委託

（４）⛎ᐦ保ᣢ

（㸳）ಶ人᝟ሗ等の取扱い

（㸴）ᦆ害㈺償

（㸵）合意⟶㎄（⿢ุ⟶㎄）

ಅѦۀᚠƷಅѦɥƷྸဌƴǑǓ᝟ͻƠŴ၌၏ƴƔƔǓŴӍƸരʧƠƨئӳƴʙಅɼƕ

ᙀΝǛᘍƏئӳƴƸŴ࢘ᛆᙀΝƷϋܾሁƴƭƍƯᚡ᠍ƠƯƘƩƞƍŵ

ᙀΝƷСࡇǛᚨƚƳƍئӳƴƸŴƦƷଓǛᚡ᠍ƠƯƘƩƞƍŵ

ƳƓŴоಅૅੲሁਜ਼ፗƴؕƮƘʙಅƴࢼʙƢǔ᭗࠰ᱫᎍƸŴ労໎̬ᨖСࡇƷཎКьλС

ƴьλƢǔƜƱƕӧᏡưƢŵࡇ

ʙಅɼƸ᭗࠰ᱫᎍƷܤμӏƼᘓ生Ʒᄩ̬ƴ᧙ƠƯŴಅѦϋܾǛ᭗࠰ᱫᎍƷᏡщሁƴᣐॾƠƨ

ǋƷƱƢǔƱƱǋƴŴоಅૅੲሁਜ਼ፗƴǑǓݼಅƢǔᎍƴƭƍƯŴӷᆔƷಅѦƴ労働ᎍƕࢼʙ

ƢǔئӳƴᢘဇƞǕǔ労働᧙̞ඥˋƴǑǔ̬ᜱƷϋܾǛ៊ǇƑƯᢘЏƳܤμᣐॾǛᘍƏƜƱƕ

ஓǇƠƍưƢŵ

ಅѦۀᚠƴᨥƠƯೞ఺֥φǍҾ஬૰ሁǛᜯบƠŴ᝱ɨƠŴӍƸ੩̓ƢǔئӳƴƸŴ࢘ᛆೞ఺

֥φǍҾ஬૰ƴǑǔүܹǛ᧸ഥƢǔƨǊƴ࣏ᙲƳਜ਼ፗǛᜒơƯƘƩƞƍŵ

ǇƨŴಅѦƷϋܾӏƼᩊତࡇŴಅѦ᣽Ŵኛ஖ሁǛѥకƠŴ˺ಅ଺᧓ƕᢅٻƱƳǒƳƍǑƏƴ

ᣐॾƢǔƜƱƕஓǇƠƍưƢŵ

ž᭗࠰ᱫ労働ᎍƷܤμƱͤࡍᄩ̬ƷƨǊƷǬǤȉȩǤȳſǛӋᎋƴݼಅɥƷ໎ܹ᧸ഥݣሊƴ

ᆢಊႎƴӕǓኵǉǑƏѐǊƯƘƩƞƍŵ
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（㸶）Ꮡ続᮲項

同意の年月᪥� � 令和ۑ年 月ۑ ᪥ۑ

同意の当事者である労働組合（事業場の労働者の過半数で組⧊する労働組合）のྡ⛠ཪ

は

労働者の過半数を௦⾲する者の⫋ྡ及びẶྡ

労働組合ۑۑۑۑ

同意の当事者（労働者の過半数を௦⾲する者の場合）の選出᪉法

ᢞ⚊による選ᣲ

သॖໜ

ᲫȚーǸƴᚡ᠍ƷĬ᳸ĶƷ᪮目ƴьƑƯŴоಅૅੲሁਜ਼ፗƷݣᝋᎍμƯƴᢘဇƞǕǔ

ӳƴئǊǛƠƳƍܭӳƴƸŴƜƷ᪮目ƴᚡ᠍ƠƯƘƩƞƍŵƦƷǑƏƳئǊǛƢǔܭ

ƸŴƜƷ᪮目Ƹᚡ᠍Ƣǔ࣏ᙲƸƋǓǇƤǜŵ

ᚡ᠍̊ƴƸŴɟᑍႎƳಅѦۀᚠڎኖưᙹܭƞǕǔ᪮目ǛЗਫƠǇƠƨƕŴӲ˖ಅƷܱ

ऴǍۀᚠƢǔಅѦƋǔƍƸʙಅƷϋܾƴࣖơƯܭǊǔƱǑƍưƠǐƏŵ

ӷॖǛࢽƨᨥƴƸŴӷॖǛࢽƨ࠰உଐǍӷॖƷ࢘ʙᎍƷӸᆅȷ൞ӸŴᢅҞૠˊᘙᎍƷئ

ӳƸŴӷॖǛᘍƏᢅҞૠˊᘙᎍƷᢠЈ૾ඥሁǛᚡ᠍ƠǇƠǐƏŵ

労働ᎍƷᢅҞૠưኵጢƢǔ労働ኵӳƕƳƍئӳƴƸŴஜᚘဒƷӷॖǛࢽǔᎍǛᢠЈƢǔƜƱ

ǛଢǒƔƴƠƯܱ଀ƞǕǔ৲ᅚŴਫ৖ሁƷ૾ඥƴǑǔ৖ዓƖƴǑǓᢅҞૠˊᘙᎍǛᢠЈƠƯƘ

Ʃƞƍŵ労働ؕแඥɥƷႳთȷሥྸƷעˮƴƋǔᎍƷᢠЈǍʙಅɼƷॖӼƴؕƮƘᢠЈƸᛐǊ

ǒǕǇƤǜŵ
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࠙創業支援等措置の実施計画の記載例等 （社会貢献事業の場合）ࠚ

創業支援等措置の実施に関する計画

（㹟）事業主が自ら実施する社会貢献事業の場合

この創業支援等措置の実施に関する計画（௨ୗ「計画」という。）は、ۑۑۑۑᰴᘧ

会社（௨ୗ「⏥」という。）が高年齢者等の雇用の安定等に関する法律（昭和 �� 年法律

第 �� 号。௨ୗ「法」という。）にᇶ࡙く高年齢者就業確保措置として、ᮏ制度を฼用し

て就業する高年齢者（௨ୗ「எ」という。）に係る創業支援等措置（法第 �� ᮲の２第２

項第２号࢖につ定する措置（௨ୗ༢に「創業支援等措置」という。））を講ずることとし

たたࡵ作成するࡶのであり、௨ୗのとおりの創業支援等措置を導入・実施する。

なお、⏥による創業支援等措置は、⏥が実施する社会貢献事業にࡘいて、⏥எ㛫で契

約を締結し、当該契約にᇶ࡙き高年齢者の就業を確保することよって行うこととする。

⏥எ㛫の契約締結にあたっては、ᮏ計画にᇶ࡙き、社会貢献άືにඹ㏻する事項を定

る契約（௨ୗ「ᇶᮏ契約」という。）を締結し、そのᚋ、当該社会貢献άືに関するࡵ

ල体的な内容、支払金㢠、その他ල体的事項を定ࡵる契約（௨ୗ「ಶู契約」とい

う。）を締結することで行うこととする。

（㹠）事業主が委託、出資等する団体が行う社会貢献事業の場合

この創業支援等措置の実施に関する計画（௨ୗ「計画」という。）は、ۑۑۑۑᰴᘧ

会社（௨ୗ「⏥」という。）が高年齢者等の雇用の安定等に関する法律（昭和 �� 年法律

第 �� 号。௨ୗ「法」という。）にᇶ࡙く高年齢者就業確保措置として、ᮏ制度を฼用し

て就業する高年齢者（௨ୗ「எ」という。）に係る創業支援等措置（法第 �� ᮲の２第２

項ڹڹڹڹにつ定する措置（௨ୗ༢に「創業支援等措置」という。））を講ずることとし

たたࡵ作成するࡶのであり、௨ୗのとおりの創業支援等措置を導入・実施する。

なお、⏥による創業支援等措置は、ۑۑ法人ۑۑۑۑ（௨ୗ「୤」という。）が実施

する社会貢献事業（⏥୤㛫において、୤がஎに対して当該社会貢献事業に従事する機会

をᥦ౪することを約する契約を締結したࡶの）にࡘいて、எ୤㛫で契約を締結し、当該

契約にᇶ࡙き高年齢者の就業を確保することよって行うこととする。

எ୤㛫の契約締結にあたっては、ᮏ計画にᇶ࡙き、社会貢献άືにඹ㏻する事項を定

る契約（௨ୗ「ᇶᮏ契約」という。）を締結し、そのᚋ、当該社会貢献άືに関するࡵ

ල体的な内容、支払金㢠、その他ල体的事項を定ࡵる契約（௨ୗ「ಶู契約」とい

う。）を締結することで行うこととする。

è ɥᚡƷžţţţţſƴƸŴဍƴƓƍƯᜒơǔоಅૅੲሁਜ਼ፗƷᆔ᫏ƴࣖơƯˌɦǛᚡ᠍ƘƩƞ

ƍŵ

ᇹᲬӭロäʙಅɼƕۀᚠƢǔׇ˳ƕᘍƏᅈ˟ᝡྂʙಅǁࢼʙưƖǔСࡇƷݰλƷئӳ

ᇹᲬӭハäʙಅɼƕЈ᝻ሁƢǔׇ˳ƕᘍƏᅈ˟ᝡྂʙಅǁࢼʙưƖǔСࡇƷݰλƷئӳ
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Ũᅈ˟ᝡྂʙಅäʙಅɼƱ᭗࠰ᱫᎍƱƷ᧓ư࢘ᛆಅѦƴσᡫƢǔڎኖǛዸኽƠƨɥưŴ̾КƴӋь

Ǜ̔᫂Ƣǔ෇ѣƷᛇኬƸӋь̔᫂୿ƴƓƍƯᙹܭƠŴ࢘ᛆᎍƕ১ᜄƢǔƜƱư

̾Кڎኖƕ঺ᇌƢǔǤȡーǸưƢŵ

� � � � � � � � � � � � � � � � � � � � �

è ƨƩƠŴʙಅɼƕۀᚠӍƸЈ᝻Ƣǔׇ˳ƕܱ଀Ƣǔʙಅƴ᭗࠰ᱫᎍƕࢼʙƢǔئӳŴʙಅɼƱׇ˳Ʒ᧓ưᅈ

˟ᝡྂʙಅƴࢼʙƞƤǔೞ˟Ǜ੩̓ƢǔƜƱǛኖƢǔڎኖǛʖǊዸኽƢǔ࣏ᙲƕƋǓǇƢŵ

� � � � � � � � � �

㸯㸬高年齢者就業確保措置のうち、創業支援等措置を講ずる理由

⏥は、ۑۑۑۑのたࡵ、高年齢者就業確保措置の創業支援等措置を導入する。

２㸬契約にᇶ࡙いて高年齢者が従事する業務の内容に関する事項

（㹟）⏥（㹠）୤が‽ഛする業務は、ୗ記に記載の業務（௨ୗ「ᮏ௳業務」とい

う。）とする。

に関する業務ۑۑۑۑ①

に関する業務ڹڹڹڹ②

に関する業務ڧڧڧڧ③

Ӳ˖ಅƴƓƍƯŴ��ബǇưƷ᭗࠰ᱫᎍݼಅᄩ̬ਜ਼ፗƷᢠ৸ᏃᲢ࠰ܭƷࡽɥƛȷࡑഥŴ

ዒዓᨽဇСࡇƷݰλŴоಅૅੲሁਜ਼ፗᲣƷƏƪŴоಅૅੲሁਜ਼ፗǛܱ଀ƢǔྸဌǛᚡ᠍

ƠƯƘƩƞƍŵ

ǤȡーǸ

оಅૅੲሁਜ਼ፗǛݰλࢸŴ̾ŷƷ᭗࠰ᱫᎍƱᅈ˟ᝡྂʙಅƴࢼʙƢǔڎኖǛዸኽƢǔ

࣏ᙲƕƋǓǇƢŵ

᭗࠰ᱫᎍƱƷ᧓ưƢǔڎኖƷ࢟ƸಮŷưƢƕŴɼƴ

Ĭᅈ˟ᝡྂʙಅƴσᡫƢǔʙ᪮ǛܭǊǔڎኖᲢؕஜڎኖᲣǛዸኽƠƨɥưŴ̾ŷƴᛇ

ኬƳʙ᪮ǛܭǊǔڎኖᲢ̾КڎኖᲣǛዸኽƢǔ૾ඥ

ĭڎኖưܭǊƯƓƘǂƖμƯƷϋܾǛᲫƭƷڎኖƴǇƱǊƯዸኽƢǔ૾ඥ

ƕᎋƑǒǕǇƢƕŴЭᎍƷǤȡーǸưஜᚘဒƷᚡ᠍̊ǛᅆƠƯƍǇƢŵ

ዸኽƢǔڎኖƷ࢟ƸŴӲ˖ಅƷܱऴሁƴࣖơƯൿܭƠƯƘƩƞƍŵ
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３㸬高年齢者に支払う金銭に関する事項

ᮏ௳業務で（㹟）⏥（㹠）୤がஎに支払う金銭は、㸯ᅇの業務に係るㅰ♩及び஺㏻費

その他必要経費とし、ڹڹ෇をۑۑごとにஎに┤᥋手Ώしで支払うࡶのとする。

４㸬ಶู契約を締結する頻度に関する事項

（㹟）⏥（㹠）୤は、ۑۑۑۑに関する業務を୍年あたりۑᅇからڹᅇ、ڹڹڹڹに

関する業務を୍年あたりۑᅇからڹᅇの⠊ᅖで‽ഛし、ᮏ制度を฼用して就業する高年

齢者全体の人数ࡸஎのಶࠎの資㉁・⬟力・೺ᗣ≧ἣ等に㚷ࡳて、எに対して適ษな頻度

でᮏ௳業務を分㓄し従事さࡏる。なお、（㹟）⏥（㹠）୤の経Ⴀ≧ἣࡸ取引ඛとの関係

等によって上記‽ഛ⠊ᅖにቑῶが生じた場合には、ቑῶᚋの‽ഛ⠊ᅖを๓ᥦに、（㹟）

⏥（㹠）୤எ㛫でㄔ実に協議した上で、எに対して適ษな頻度でᮏ௳業務を分㓄しⓎὀ

することとする。

᭗࠰ᱫᎍƕࢼʙƢǔƜƱǛʖܭƠƯƍǔಅѦƷϋܾǛᚡ᠍ƠƯƘƩƞƍŵಅѦƷϋܾ

ƕᙐૠƋǔئӳƴƸŴμƯᚡ᠍Ƣǔ࣏ᙲƕƋǓǇƢŵᲢᲫȚーǸĮ᳸ĶƷ᪮目ƴƭƍƯŴ

ಅѦϋܾƴǑƬƯီƳǔئӳƴƸŴಅѦϋܾƝƱƴƦǕƧǕƷ᪮目ƴƭƍƯᚡ᠍Ƣǔ࣏

ᙲƕƋǓǇƢŵᲣ

ಅѦƷϋܾƴƭƍƯƸŴ᭗࠰ᱫᎍƷȋーǺǛ៊ǇƑǔƱƱǋƴŴ᭗࠰ᱫᎍƷჷᜤȷኺ᬴ȷᏡ

щሁǛᎋॾƠƨɥưൿܭƠŴڎኖϋܾƷɟ૾ႎƳൿܭǍɧ࢘ƳڎኖவˑƷ਀Ơ˄ƚƴƳǒƳƍ

ǑƏƢǔ࣏ᙲƕƋǓǇƢŵ

သॖໜ

ಅѦƴࢼʙƢǔ᭗࠰ᱫᎍƴݣƠƯૅ৚Əإᣛ᫇Ŵૅ৚஖ଐŴૅ৚૾ඥǛᚡ᠍ƠƯƘƩƞ

ƍŵ

оಅૅੲሁਜ਼ፗƷƏƪžᅈ˟ᝡྂʙಅƴࢼʙưƖǔСࡇſǛݰλƢǔئӳƸŴ࢘ᛆʙಅƕஊ

ΝᲢ࢘ᛆʙಅƴࢼʙƢǔƜƱƴǑǓŴ᭗࠰ᱫᎍƴ᣿᥉ƕૅ৚ǘǕǔǋƷᲣưƋǔ࣏ᙲƕƋǓǇ

Ƣŵ

᭗࠰ᱫᎍƴૅ৚Ə᣿᥉ƴƭƍƯƸŴಅѦƷϋܾǍ࢘ᛆಅѦƷ᡾ᘍƴ࣏ᙲƳჷᜤȷኺ᬴ȷᏡ

щŴಅѦ᣽ሁǛᎋॾƠƨǋƷƱƢǔƜƱƕ࣏ᙲưƢŵǇƨŴɧ࢘Ƴถ᫇Ǎૅ৚Ǜ᡿ࡨƠƯƸƍ

ƚǇƤǜŵ

ǇƨŴ᣿᥉Ʒૅ৚᫁ࡇƴƭƍƯƸŴžᲫׅƷ̾КڎኖƝƱſžᲫ෇ѣƝƱſƷǑƏƳŴಅѦƷ

ܱ଀ཞඞሁƴᢘƠƨφ˳ႎƳૅ৚᫁ࡇǛᚡ᠍ƘƩƞƍŵ

ƳƓŴૅ৚ǘǕǔ᣿᥉ƴƭƍƯƸŴСࡇǛМဇƢǔ᭗࠰ᱫᎍƷݼಅƷܱ७Ŵ生෇ƷܭܤሁǛ

ᎋॾƠƯŴᢘЏƳǋƷƱƳǔǑƏѐǊǔƜƱƴသॖƢǔ࣏ᙲƕƋǓǇƢŵ

သॖໜ
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㸳㸬ಶู契約に係る納品に関する事項

ᮏ௳業務に係るᒚ行にࡘいては、ᇶᮏ契約及びಶู契約の定ࡵるとこࢁにより、எが

ᮏ௳業務に係る業務をㄔ実に㐙行することをࡶって、ᮏ௳業務のᒚ行とする。

㸴㸬契約の変更に関する事項

ᮏ計画にᇶ࡙く契約の当事者の୍᪉は、社会貢献事業の内容、実施᪉法等契約᮲௳の

変更を行う必要があるとุ᩿した場合は、（㹟）⏥（㹠）୤எ協議の上、変更すること

ができる。この場合、社会貢献事業の内容、実施᪉法、金銭等の変更内容にࡘいて、᭩

㠃で᫂♧し、合意するࡶのとする。

ஓǛ៊ǇƑƭƭŴ̾ŷƷಅѦƷϋࠎᱫᎍƷ࠰ƴφ˳ႎƳؕแƸƋǓǇƤǜƕŴ̾ŷƷ᭗ࡇ᫁

ܾȷᩊତࡇǍಅѦ᣽ሁǛᎋॾƠŴưƖǔƩƚᢅٻӍƸᢅݱƴƳǒƳƍǑƏᢘЏƳಅѦ᣽Ǎ᫁ࡇ

ƴǑǔڎኖǛዸኽƢǔ࣏ᙲƕƋǓǇƢŵ

ǍǉǛƑƳƍʙऴሁƴǑǓŴஜᚘဒưܭǊƨ᫁ࡇƷር׊ǛٻƖƘ᡹ᏮƢǔئӳƸŴСࡇƷݣ

ᝋƱƳǔ᭗࠰ᱫᎍƷྸᚐǛᢘЏƴࢽǔǑƏƴѐǊƯƘƩƞƍŵǇƨŴ࣏ᙲƴࣖơƯܱ७ƴඝƬ

ƨ᫁ࡇƱƳǔǑƏƴᚘဒƷᙸႺƠǛᘍƬƯƘƩƞƍŵ

ᅈ˟ᝡྂʙಅƴࢼʙƞƤǔ᫁ࡇǛᚡ᠍ƠƯƘƩƞƍŵ᫁ࡇƷᚡ᠍૾ඥƱƠƯƸŴஜС

ᱫᎍƴ࠰ǊǔǄƔŴ̾ŷƷ᭗ܭƷዮ᣽Ǜࡇᱫᎍμ˳ƴ̞ǔ᫁࠰ಅƢǔ᭗ݼǛМဇƠƯࡇ

̞ǔ᫁ࡇǛܭǊǔƜƱǋưƖǇƢŵ

ƳƓŴ᫁ࡇǛዮ᣽ưܭǊǔئӳƸŴ̾ŷƷ᭗࠰ᱫᎍƱƷ᧓ưዸኽƢǔؕஜڎኖƴƓƍ

ƯŴʖܭƞǕǔ̾КƷ᫁ࡇƷር׊ǛႮǓᡂǈŴ̾ŷƷ᭗࠰ᱫᎍƴݣƠƯᅆƢƜƱƕஓǇ

ƠƍưƢŵ

သॖໜ

঱記ڮद業ਜのரథऋളਯँるৃ়म؞؞؞

ಅѦƷᆔ᫏ƕᙐૠƋǔئӳƸŴ次ƷǑƏƴɟᚁᘙǛ෇ဇƢǔ૾ඥǋƋǓǇƢŵ

ƜƷɟᚁᘙƸɦᚡᲮƷ᫁ࡇǍᲯƷኛԼƴ᧙Ƣǔʙ᪮ƴ෇ဇƠƯǋǑƍưƠǐƏŵ

ಅѦϋܾ ᣛɦᨂإ ᣛɥᨂإ

ŨŨಅѦ ŨŨƋƨǓŨŨό ŨŨƋƨǓššό

ţţಅѦ ţţƋƨǓţţό ţţƋƨǓŧŧό

èƨƩƠŴإᣛɥᨂƴƭƍƯƸŴಅѦƷϋܾሁǛ៊ǇƑŴڎኖӍƸ̾КڎኖƴƓƍ

ƯКᡦܭǊǔئӳǋƋǔŵ

2KEM�WR
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㸵㸬契約の終了に関する事項

（㸯）契約ᮇ㛫

ᇶᮏ契約は、எが �� 歳に㐩する᪥のᒓする月のᮎ᪥まで更᪂されることをཎ๎とす

る。

ᇶᮏ契約の契約ᮇ㛫はᮏ契約締結から㸯年㛫とし、契約ᮇ㛫終了᪥の㸯か月๓まで

に（㹟）⏥（㹠）୤ཪはஎから᭩㠃による意ᛮ⾲♧がない場合は、ᇶᮏ契約は㸯年㛫

更᪂されるࡶのとし、そのᚋࡶ同ᵝとする。ただし、ᇶᮏ契約の契約ᮇ㛫が、எが ��

歳に㐩した᪥のᒓする月のᮎ᪥を含む場合は、ᇶᮏ契約は、当該ᮎ᪥をࡶって終了す

るࡶのとする。なお、ᇶᮏ契約が終了した場合であってࡶ、ᇶᮏ契約の契約ᮇ㛫୰に

締結されたಶู契約にࡘいては、当該ಶู契約の業務が᏶了されるまでの㛫、引き続

きᇶᮏ契約が適用されるࡶのとする。

（㹟）⏥（㹠）୤は、次にᥖげる᪥௨㝆は、ᇶᮏ契約を更᪂ࡏず、また、ᮏ௳業務に

関する᪂たなಶู契約は締結しないことができる。なお、ᇶᮏ契約を更᪂しない場合及

びಶู契約を継続しない場合は、事๓に᭩㠃による適ษなண࿌を行うࡶのとする。

① ᚰ㌟のᨾ㞀のたࡵ業務にሓえられないとㄆࡵられた᪥

② 業務の≧ἣがⴭしく୙Ⰻで引き続き業務をᯝたし得ないとㄆࡵられた᪥

（２）契約解除

（㹟）⏥（㹠）୤ཪはஎは、┦手᪉が次のいずれかに該当するときは、ఱらのദ࿌を

要することなく、ᇶᮏ契約及びಶู契約の全㒊ཪは୍㒊を解除することができるࡶのと

する。

① ┦手᪉がಶู契約にᇶ࡙くമ務をᒚ行ࡏず、┦当のᮇ㛫を定ࡵてദ࿌したにࡶか

かࢃらず当該ᮇ㛫内にമ務のᒚ行をしないとき

② ಶู契約にᇶ࡙く業務の全㒊ཪは㔜要な୍㒊のᒚ行が୙⬟なとき

③ ┘╩ᐁᗇよりႠ業チྍの取ᾘしཪはႠ業೵止ฎ分（あるいはㄆド取ᾘし）をཷࡅ

たとき

④ 支払೵止ⱝしくは支払୙⬟の≧ែに㝗ったときཪは自ら᣺り出しⱝしくは引きཷ

た手ᙧⱝしくはᑠษ手が୙Ώりとなったときࡅ

⑤ ᕪᢲえ、௬ᕪᢲえ、௬ฎ分、➇኎、ᙉ制ᇳ行ཪは⛒⛯⁫納ฎ分をཷࡅたとき

⑥ ◚⏘手続㛤ጞ、Ẹ事෌生手続㛤ጞ、会社更正手続㛤ጞ、≉ูΎ⟬手続その他これ

らに㢮するಽ⏘手続㛤ጞの⏦❧てをཷࡅ、ཪは自ら⏦し❧てたとき

⑦ 解ᩓ、会社分๭、事業ㆡΏཪは合ేのỴ議をしたとき

ϋưƋǔ࣏ᙲƕƋǓǇ׊ǊǔϋܾƷርܭኖƷϋܾƴƭƍƯǋŴƜƷᚘဒƴڎƷࢸ୼٭

Ƣŵ

ኖƷ࢘ʙᎍ᧓ưҗڎᱫᎍƴૅ৚Ə᣿᥉Ǎኛ஖ሁƷӕৢƍǛԃǊ࠰୼ƢǔᨥƴƸŴ᭗٭ኖǛڎ

ЎƴңᜭǛᘍƏǑƏသॖƕ࣏ᙲưƢŵƳƓŴڎኖƷ٭୼Ǜ᭗࠰ᱫᎍƴࢍᙲƢǔƜƱƸᛐǊǒǕ

ǇƤǜŵ

သॖໜ
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⑧ 資⏘ཪはಙ用≧ែに㔜኱な変໬が生じ、ᮏᇶᮏ契約及びಶู契約にᇶ࡙く業務の

ᒚ行がᅔ㞴になるおそれがあるとㄆࡵられるとき

⑨ ┦஫のಙ㢗関係をⴭしく傷ࡅࡘたときཪは┦手᪉ⱝしくはその関㐃当事者の社会

的ホ౯ⱝしくはಙ用をẋᦆしたとき

⑩ その他๓号各号に‽じる事由があるとㄆࡵられるとき

（㹠）எと୤が合意によりᇶᮏ契約を解除した場合、୤は㏿ࡸかに⏥にその᪨を㏻▱す

る。

㸶㸬諸経費の取扱いに関する事項

（㹟）⏥（㹠）୤は、ᮏ௳事業に係る業務に要する経費を「３㸬高年齢者に支払う金

銭に関する事項」のつ定にᇶ࡙き支払うࡶのとする。

（㹟）⏥（㹠）୤は、ᮏ௳業務の㐙行のたࡵ、ୗ記の機Ეჾලを㈚୚し、ཎᮦᩱを支

⤥あるいはᥦ౪する。

ۑۑۑۑ①

ڹڹڹڹ②

ڧڧڧڧ③

㸷㸬安全及び衛生に関する事項

（㹟）⏥（㹠）୤は、ᮏ௳業務をஎに実施さࡏるにあたり、எの安全及び衛生を確保

する適ษな㓄៖を行うたࡵ、ୗ記の必要な◊ಟ、ᩍ⫱ཪはカ⦎を事๓に実施する。

ۑۑۑۑ①

ƜƷ᪮目ưƸŴ

̾ŷƷᅈ˟ᝡྂʙಅƴࢼʙƢǔڎኖƷᚐᨊʙဌ

ĭ̾ŷƷᅈ˟ᝡྂʙಅƴࢼʙƢǔڎኖǛ୼ૼȷϐࡇዸኽƠƳƍʙဌ

ሁǛܭǊǇƢŵ

ᚡ᠍̊ƴƸŴɟᑍႎƳڎኖưᙹܭƞǕǔ᪮目ǛЗਫƠǇƠƨƕŴӲ˖ಅƷܱऴǍۀ

ᚠƢǔಅѦƋǔƍƸʙಅƷϋܾƴࣖơƯܭǊǔƱǑƍưƠǐƏŵ

ಅѦǛ᡾ᘍƢǔᨥƴႆ生ƢǔᜂኺᝲǍŴಅѦƷ᡾ᘍƴ࣏ᙲƳೞ఺֥φǍҾ஬૰ሁƴƭ

ƍƯŴʙಅɼƱ᭗࠰ᱫᎍƷƍƣǕƕ᝟ਃƢǔƷƔǛᚡ᠍ƠƯƘƩƞƍŵ

ƳƓŴڎኖᚐᨊƴǑƬƯኺᝲƕ生ơǔئӳƸŴஜ᪮目ƴᚡ᠍ƢǔƜƱƕஓǇƠƍư

Ƣŵ

᭗࠰ᱫᎍƕݼಅᄩ̬ਜ਼ፗƷݣᝋƱƳǔ࠰ᱫƷɥᨂᲢ��ബச฼ᲣƴᢋƢǔƜƱƴǑǓ̾ʴƷ

᭗࠰ᱫᎍƱƷ᧓ưڎኖƕኳʕƠŴ᭗࠰ᱫᎍƕࠎஓƢǔئӳŴʙಅɼƸϐݼᎰੲяਜ਼ፗሁǛᜒơ

ǔǑƏѐǊǔ࣏ᙲƕƋǓǇƢŵƜǕƸʙಅɼƕᅈ˟ᝡྂʙಅǛ˂ׇ˳ƴۀᚠǛƠƯƍƨئӳư

ǋӷಮưƢŵ

သॖໜ
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ڹڹڹڹ②

ڧڧڧڧ③

（㹟）⏥（㹠）୤は、（㹟）⏥（㹠）୤がஎに㈚୚する機Ეჾල及びཎᮦᩱによる༴

害を㜵止するたࡵに必要な措置を講じる。

��㸬災害補償及び業務外の傷病扶助に関する事項

ᮏ௳業務上の理由により㈇傷し、⑌病にかかり、ཪはṚஸした場合（எの㈐ࡵにᖐす

。のを除く。）、（㹟）⏥（㹠）୤はୗ記の補償を行うࡶき理由による࡭

ۑۑۑۑ①

ڹڹڹڹ②

ڧڧڧڧ③

���社会貢献事業を実施する法人その他の団体に関する事項

① 団体ྡ ۑۑۑۑ法人ۑۑ

② 組⧊のᴫ要 ௦⾲者㸸ۑۑۑۑ、ᡤᅾᆅ㸸ڧڧ┴ڹڹᕷ��、㐃⤡ඛ㸸ۍۍۍۍ

③ άື内容 。の事業を実施ڧڧᕷにおいてڹڹ┴ۑۑ

ᅈ˟ᝡྂʙಅƷಅѦɥƷྸဌƴǑǓ᝟ͻƠŴ၌၏ƴƔƔǓŴӍƸരʧƠƨئӳƴʙಅ

ɼƕᙀΝǛᘍƏئӳƴƸŴ࢘ᛆᙀΝƷϋܾሁƴƭƍƯᚡ᠍ƠƯƘƩƞƍŵ

ᙀΝƷСࡇǛᚨƚƳƍئӳƴƸŴƦƷଓǛᚡ᠍ƠƯƘƩƞƍŵ

ƳƓŴоಅૅੲሁਜ਼ፗƴؕƮƘʙಅƴࢼʙƢǔ᭗࠰ᱫᎍƸŴ労໎̬ᨖСࡇƷཎКьλ

СࡇƴьλƢǔƜƱƕӧᏡưƢŵ

ʙಅɼӍƸׇ˳Ƹ᭗࠰ᱫᎍƷܤμӏƼᘓ生Ʒᄩ̬ƴ᧙ƠƯŴಅѦϋܾǛ᭗࠰ᱫᎍƷᏡщሁƴ

ᣐॾƠƨǋƷƱƢǔƱƱǋƴŴоಅૅੲሁਜ਼ፗƴǑǓݼಅƢǔᎍƴƭƍƯŴӷᆔƷಅѦƴ労働

ᎍƕࢼʙƢǔئӳƴᢘဇƞǕǔ労働᧙̞ඥˋƴǑǔ̬ᜱƷϋܾǛ៊ǇƑƯᢘЏƳܤμᣐॾǛᘍ

ƏƜƱƕஓǇƠƍưƢŵ

ᅈ˟ᝡྂʙಅƴᨥƠƯೞ఺֥φǍҾ஬૰ሁǛᜯบƠŴ᝱ɨƠŴӍƸ੩̓ƢǔئӳƴƸŴ࢘ᛆ

ೞ఺֥φǍҾ஬૰ƴǑǔүܹǛ᧸ഥƢǔƨǊƴ࣏ᙲƳਜ਼ፗǛᜒơƯƘƩƞƍŵ

ǇƨŴಅѦƷϋܾӏƼᩊତࡇŴಅѦ᣽Ŵኛ஖ሁǛѥకƠŴ˺ಅ଺᧓ƕᢅٻƱƳǒƳƍǑƏƴ

ᣐॾƢǔƜƱƕஓǇƠƍưƢŵ

ž᭗࠰ᱫ労働ᎍƷܤμƱͤࡍᄩ̬ƷƨǊƷǬǤȉȩǤȳſǛӋᎋƴݼಅɥƷ໎ܹ᧸ഥݣሊƴ

ᆢಊႎƴӕǓኵǉǑƏѐǊƯƘƩƞƍŵ

သॖໜ

ᅈ˟ᝡྂʙಅƴǑǓಅѦƴࢼʙƢǔ᭗࠰ᱫᎍƕܤμȷᘓ生ƴ働ƘƜƱƕưƖǔǑƏܱ

଀ƢǔӕǓኵǈǛᚡ᠍ƠƯƘƩƞƍŵ

ಅѦƷࣱឋɥŴܤμӏƼᘓ生ƴ᧙ƠŴཎെʙಅɼƕӕǓኵǈǛᘍǘƳƍئӳƴƸŴƦ

ƷଓǛᚡ᠍ƠƯƘƩƞƍŵ
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④ ⏥がۑۑ法人ۑۑۑۑに実施している援助 年㛫ۑۑ෇の資金ᥦ౪

��㸬その他の定ࡵ

（㸯）ᇶᮏ契約とಶู契約の関係

（２）▱的㈈⏘ᶒの保ㆤ

（３）第୕者委託

（４）⛎ᐦ保ᣢ

（㸳）ಶ人᝟ሗ等の取扱い

（㸴）ᦆ害㈺償

（㸵）合意⟶㎄（⿢ุ⟶㎄）

（㸶）Ꮡ続᮲項

同意の年月᪥� � 令和ۑ年 月ۑ ᪥ۑ

同意の当事者である労働組合（事業場の労働者の過半数で組⧊する労働組合）のྡ⛠ཪ

は

労働者の過半数を௦⾲する者の⫋ྡ及びẶྡ

労働組合ۑۑۑۑ

同意の当事者（労働者の過半数を௦⾲する者の場合）の選出᪉法

ᢞ⚊による選ᣲ

ׇ˳ሁƕܱ଀Ƣǔᅈ˟ᝡྂʙಅƴࢼʙƢǔСࡇǛݰλƢǔئӳŴ࢘ᛆׇ˳ƷӸᆅȷኵ

ጢƷಒᙲȷɼƳ෇ѣϋܾȷᐯᅈƕ࢘ᛆׇ˳ƴݣƠƯᘍƬƯƍǔ᝻᣿੩̓ሁƷੲяƷϋܾ

ሁǛᚡ᠍ƠƯƘƩƞƍŵ

ׇ˳ሁƕܱ଀Ƣǔᅈ˟ᝡྂʙಅƴࢼʙƢǔСٳˌࡇƷоಅૅੲሁਜ਼ፗᲢžC�ʙಅɼƕᐯ

ǒܱ଀Ƣǔᅈ˟ᝡྂʙಅſƷئӳሁᲣǛܱ଀ƢǔئӳƴƸŴƜƷ᪮目Ƹᚡ᠍Ƣǔ࣏ᙲƸ

ƋǓǇƤǜŵ

᝻᣿੩̓ሁƷੲяƴƭƍƯƸŴׇ˳ƴݣƠƯŴʙಅƷᢃփƴݣƢǔЈ᝻Ტ݃˄ሁǛԃǉᲣǍ

ʙѦǹȚーǹƷ੩̓ƱƍƬƨᅈ˟ᝡྂʙಅƷό๖Ƴܱ଀ƴ࣏ᙲƳੲяưƋǔ࣏ᙲƕƋǓǇƢŵ

သॖໜ

ᲫȚーǸƴᚡ᠍ƷĬ᳸ĶƷ᪮目ƴьƑƯŴоಅૅੲሁਜ਼ፗƷݣᝋᎍμƯƴᢘဇƞǕǔ

ӳƴئǊǛƠƳƍܭӳƴƸŴƜƷ᪮目ƴᚡ᠍ƠƯƘƩƞƍŵƦƷǑƏƳئǊǛƢǔܭ

ƸŴƜƷ᪮目Ƹᚡ᠍Ƣǔ࣏ᙲƸƋǓǇƤǜŵ

ᚡ᠍̊ƴƸŴࠢ࠼Ƙ᪮目ǛЗਫƠǇƠƨƕŴ̾КƷܱऴǍۀᚠƢǔಅѦƋǔƍƸʙಅ

ƷϋܾƴࣖơƯܭǊǔƱǑƍưƠǐƏŵ
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࠙おၥい合ࡏࢃඛࠚ

Ũ ોദඥǍ᭗࠰ᱫᎍݼಅᄩ̬ਜ਼ፗƴƭƍƯᛇƠƘƸŴஇ݃ǓƷ労働ޅȷハローワークǁƓբƍӳǘƤƘƩ

ƞƍŵ

JVVRU���YYY�OJNY�IQ�LR�MQWUGKTQWFQWUJQW�UJQ\CKCPPCK�TQWFQWM[QMW�KPFGZ�JVON

Ũ ಅѦۀᚠڎኖሁǛዸኽƠƯݼಅƢǔئӳƴƸŴʙಅ৑ࢽሁƴᛆ࢘ƢǔƨǊŴᆋ᣿ƷဎԓŴƦƷ˂࣏ᙲ

Ƴ৖ዓƖƕƋǓǇƢŵ

èʙಅǛ᧏ڼƠƨئӳƸʙಅ᧏ڼሁƷଐƔǒ�Ɣஉˌϋƴ᧏ಅފሁƷ੩Јƕ࣏ᙲưƢŵ

ᛇƠƘƸŴ׎ᆋ࠻țーȠȚーǸǛƝᚁƘƩƞƍŵǇƨŴƝɧଢƳໜƴƭƍƯƸŴஇ݃ǓƷᆋѦፙƴƓ

բƍӳǘƤƘƩƞƍŵ

JVVRU���YYY�PVC�IQ�LR�VCZGU�UJKTCDGTW�VCZCPUYGT�UJQVQMW������JVO

Ũ ғထ஭ƷᆋƷႻᛩᆸӝƴƓբƍӳǘƤƘƩƞƍŵࠊᆋƴƭƍƯᛇƠƘƸŴƓ˰ǇƍƷ૾ע

Ũ ᣿ƴƭƍƯƷႻᛩȷ৖ዓƖᆸӝƴƭƍƯƸƜƪǒǛƝᄩᛐɦƞƍŵ࠰

JVVRU���YYY�PGPMKP�IQ�LR�UGEVKQP�UQWFCP�KPFGZ�JVON

Ũ ˟ᅈǛᡚᎰƠƨئӳƸ̬ͤࡍᨖƷᘮ̬ᨖᎍ᝻఍ǛվڂƠŴࡽƖዓƖӷơ̬ͤࡍᨖƷ˓ॖዒዓᘮ̬ᨖᎍ

ƱƳǔƔŴ׎ൟ̬ͤࡍᨖƷᘮ̬ᨖᎍƱƳǓǇƢŵͤ ᨖƴƭ̬ࡍൟͤ׎ᨖƴƭƍƯƸƝьλƷ̬ᨖᎍŴ̬ࡍ

ƍƯƸƓ˰ǇƍƷࠊғထ஭Ტ׎ൟ̬ͤࡍᨖኵӳƴƝьλƷ૾ƸŴьλƞǕƯƍǔኵӳᲣƴƓբƍӳǘƤƘ

Ʃƞƍŵ

Ũ 労働ؕแඥƴƭƍƯƸŴஇ݃ǓƷ労働ؕแႳთፙƴƓբƍӳǘƤƘƩƞƍŵ

သॖໜ

ӷॖǛࢽƨᨥƴƸŴӷॖǛࢽƨ࠰உଐǍӷॖƷ࢘ʙᎍƷӸᆅȷ൞ӸŴᢅҞૠˊᘙᎍƷئ

ӳƸŴӷॖǛᘍƏᢅҞૠˊᘙᎍƷᢠЈ૾ඥሁǛᚡ᠍ƠǇƠǐƏŵ

労働ᎍƷᢅҞૠưኵጢƢǔ労働ኵӳƕƳƍئӳƴƸŴஜᚘဒƷӷॖǛࢽǔᎍǛᢠЈƢǔƜƱ

ǛଢǒƔƴƠƯܱ଀ƞǕǔ৲ᅚŴਫ৖ሁƷ૾ඥƴǑǔ৖ዓƖƴǑǓᢅҞૠˊᘙᎍǛᢠЈƠƯƘ

Ʃƞƍŵ労働ؕแඥɥƷႳთȷሥྸƷעˮƴƋǔᎍƷᢠЈǍʙಅɼƷॖӼƴؕƮƘᢠЈƸᛐǊ

ǒǕǇƤǜŵ
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࠙関㐃᝟ሗࠚ

Ŧ厚生労働省țーȠȚーǸ

厚生労働省*2ưƸŴોദඥ᧙ᡲऴإǍ᭗࠰ᱫᎍᨽဇƴ᧙ƢǔऴإǛႆ̮

ƠƯƓǓǇƢŵ

JVVRU���YYY�OJNY�IQ�LR�UVH�UGKUCMWPKVUWKVG�DWP[C�MQ[QWATQWFQW

�MQ[QW�MQWTGKUJC�KPFGZ�JVON

Ŧ᭗࠰ᱫᎍᨽဇƴ᧙ƢǔƝႻᛩ

Ტ཯Უ᭗ᱫ᳽ᨦܹ᳽൭ᎰᎍᨽဇૅੲೞನƷӲᣃᢊࡅჄૅᢿ᭗ᱫȷᨦܹᎍಅѦᛢ

ưƸŴ��ബឬᨽဇਖ਼ᡶȗȩȳȊーሁƷ෉ᢔƳƲƴǑǓŴ᭗࠰ᱫᎍƷᨽဇ

ƴ᧙ƢǔႻᛩȷੲяǛᘍƬƯƍǇƢŵ

JVVRU���YYY�LGGF�IQ�LR�NQECVKQP�UJKDW�KPFGZ�JVON

Ŧ��ബឬᨽဇਖ਼ᡶя঺᣿

Ź��ബឬዒዓᨽဇ̟ᡶǳーǹ

� � ��ബˌɥǁƷ࠰ܭƷࡽɥƛŴ࠰ܭƷܭǊƷࡑഥŴࠎஓᎍμՃǛݣᝋƱƢǔ��ബ

ˌɥƷዒዓᨽဇСࡇƷݰλƷƍƣǕƔƷਜ਼ፗǛܱ଀Ơƨ˖ಅǛૅੲƠǇƢŵ

Ź᭗࠰ᱫᎍ໯஖ᨽဇ᠃੭ǳーǹ

� � ��ബˌɥƔƭ࠰࠰ܭᱫச฼Ʒஊ஖ڎኖ労働ᎍǛ໯஖ᨽဇƴ᠃੭Ơƨ˖ಅǛૅੲƠǇ

Ƣŵ

Ź᭗࠰ᱫᎍᚸ̖Сࡇሁᨽဇሥྸોծǳーǹ

� � � ᭗࠰ᱫᎍƷᨽဇ࿢ૢؾͳƷਜ਼ፗᲢèᲣǛܱ଀Ƣǔ˖ಅǛૅੲƠǇƢŵ

� � � � ᲢèᲣ᭗࠰ᱫᎍƷᨽဇೞ˟ǛٻفƢǔƨǊƷᨽဇሥྸСࡇƷᙸႺƠǇƨƸݰλӏ

ƼͤࡍᚮૺǛܱ଀ƢǔƨǊƷСࡇƷݰλ

JVVRU���YYY�LGGF�IQ�LR�GNFGTN[�UWDUKF[�KPFGZ�JVON
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高齢者の雇用に関する専門知識や経験などを持っている
専門家です。

その他高齢者などの雇用問題に関すること

簡単なチェック内容に回答いただくだけで、高齢者を活用
するうえでの課題を見出し、解決策についてアドバイス
します。

同業他社の取組みが気になりませんか？
他の会社がどういった取組みを行っているのか、貴社の
参考となる事例を提供します。

◆他社の取組みにおける好事例の提供

専門性を活かして人事・労務管理上の諸問題について
具体的な解決策を作成し、高齢者の雇用・活用などを図る
ための条件整備をお手伝いします。
中高齢従業員の就業意識の向上などを支援するために、
貴社の要望に合った研修プランを
ご提供し、研修を行います。
（経費の　 を機構〈JEED〉
が負担します。）

70歳までの就業機会確保などに向けた高齢者
戦力化のための定年引上げや継続雇用延長などの
制度改定に関する具体的な提案を行っています。
▶課題の洗い出し
▶具体的な課題解決策の提案
▶制度見直しのメリットを見える化
▶制度整備に必要な規則例などの提供

貴社の要望に合った研修プランを
ご提供し、研修を行います。

JEED〉
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JEEDホームページのURLはこちら

JEEDの都道府県支部高齢・障害者業務課までお問合せください。

(JEED)

らしく、はたらく、
ともに

2025.2
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65 エルダー65 エルダー

（独）高齢・障害・求職者雇用支援機構（JEED）  各都道府県支部高齢・障害者業務課  所在地等一覧

　JEEDでは、各都道府県支部高齢・障害者業務課等において高齢者・障害者の雇用支援のための業務
（相談・援助、給付金・助成金の支給、障害者雇用納付金制度に基づく申告・申請の受付、啓発等）を
実施しています。� 2025年 4月１日現在

名称 所在地 電話番号（代表）
北海道支部高齢・障害者業務課 〒063-0804 札幌市西区二十四軒4条1-4-1  北海道職業能力開発促進センター内 011-622-3351
青森支部高齢・障害者業務課 〒030-0822 青森市中央3-20-2  青森職業能力開発促進センター内 017-721-2125
岩手支部高齢・障害者業務課 〒020-0024 盛岡市菜園1-12-18  盛岡菜園センタービル３階 019-654-2081
宮城支部高齢・障害者業務課 〒985-8550 多賀城市明月2-2-1  宮城職業能力開発促進センター内 022-361-6288
秋田支部高齢・障害者業務課 〒010-0101 潟上市天王字上北野４-143  秋田職業能力開発促進センター内 018-872-1801
山形支部高齢・障害者業務課 〒990-2161 山形市漆山1954  山形職業能力開発促進センター内 023-674-9567
福島支部高齢・障害者業務課 〒960-8054 福島市三河北町7-14  福島職業能力開発促進センター内 024-526-1510
茨城支部高齢・障害者業務課 〒310-0803 水戸市城南1-4-7  第５プリンスビル５階 029-300-1215
栃木支部高齢・障害者業務課 〒320-0072 宇都宮市若草1-4-23  栃木職業能力開発促進センター内 028-650-6226
群馬支部高齢・障害者業務課 〒379-2154 前橋市天川大島町130-1  ハローワーク前橋３階 027-287-1511
埼玉支部高齢・障害者業務課 〒336-0931 さいたま市緑区原山2-18-8  埼玉職業能力開発促進センター内 048-813-1112
千葉支部高齢・障害者業務課 〒263-0004 千葉市稲毛区六方町274  千葉職業能力開発促進センター内 043-304-7730

東京支部高齢・障害者業務課 〒130-0022 墨田区江東橋2-19-12  ハローワーク墨田５階 03-5638-2794
東京支部高齢・障害者窓口サービス課 　〃　 〃 03-5638-2284

神奈川支部高齢・障害者業務課 〒241-0824 横浜市旭区南希望が丘78  関東職業能力開発促進センター内 045-360-6010
新潟支部高齢・障害者業務課 〒951-8061 新潟市中央区西堀通6-866  NEXT21ビル12階 025-226-6011
富山支部高齢・障害者業務課 〒933-0982 高岡市八ケ55  富山職業能力開発促進センター内 0766-26-1881
石川支部高齢・障害者業務課 〒920-0352 金沢市観音堂町へ1  石川職業能力開発促進センター内 076-267-6001
福井支部高齢・障害者業務課 〒915-0853 越前市行松町25-10  福井職業能力開発促進センター内 0778-23-1021
山梨支部高齢・障害者業務課 〒400-0854 甲府市中小河原町403-1  山梨職業能力開発促進センター内 055-242-3723
長野支部高齢・障害者業務課 〒381-0043 長野市吉田4-25-12  長野職業能力開発促進センター内 026-258-6001
岐阜支部高齢・障害者業務課 〒500-8842 岐阜市金町5-25  G-frontⅡ７階 058-265-5823
静岡支部高齢・障害者業務課 〒422-8033 静岡市駿河区登呂3-1-35  静岡職業能力開発促進センター内 054-280-3622
愛知支部高齢・障害者業務課 〒460-0003 名古屋市中区錦1-10-1  MIテラス名古屋伏見４階 052-218-3385
三重支部高齢・障害者業務課 〒514-0002 津市島崎町327-1  ハローワーク津２階 059-213-9255
滋賀支部高齢・障害者業務課 〒520-0856 大津市光が丘町3-13  滋賀職業能力開発促進センター内 077-537-1214
京都支部高齢・障害者業務課 〒617-0843 長岡京市友岡1-2-1  京都職業能力開発促進センター内 075-951-7481

大阪支部高齢・障害者業務課 〒566-0022 摂津市三島1-2-1  関西職業能力開発促進センター内 06-7664-0782
大阪支部高齢・障害者窓口サービス課 〃 〃 06-7664-0722

兵庫支部高齢・障害者業務課 〒661-0045 尼崎市武庫豊町３-1-50  兵庫職業能力開発促進センター内 06-6431-8201
奈良支部高齢・障害者業務課 〒634-0033 橿原市城殿町433  奈良職業能力開発促進センター内 0744-22-5232
和歌山支部高齢・障害者業務課 〒640-8483 和歌山市園部1276  和歌山職業能力開発促進センター内 073-462-6900
鳥取支部高齢・障害者業務課 〒689-1112 鳥取市若葉台南7-1-11  鳥取職業能力開発促進センター内 0857-52-8803
島根支部高齢・障害者業務課 〒690-0001 松江市東朝日町267  島根職業能力開発促進センター内 0852-60-1677
岡山支部高齢・障害者業務課 〒700-0951 岡山市北区田中580  岡山職業能力開発促進センター内 086-241-0166
広島支部高齢・障害者業務課 〒730-0825 広島市中区光南5-2-65  広島職業能力開発促進センター内 082-545-7150
山口支部高齢・障害者業務課 〒753-0861 山口市矢原1284-1  山口職業能力開発促進センター内 083-995-2050
徳島支部高齢・障害者業務課 〒770-0823 徳島市出来島本町1-5  ハローワーク徳島５階 088-611-2388
香川支部高齢・障害者業務課 〒761-8063 高松市花ノ宮町2-4-3  香川職業能力開発促進センター内 087-814-3791
愛媛支部高齢・障害者業務課 〒791-8044 松山市西垣生町2184  愛媛職業能力開発促進センター内 089-905-6780
高知支部高齢・障害者業務課 〒781-8010 高知市桟橋通4-15-68  高知職業能力開発促進センター内 088-837-1160
福岡支部高齢・障害者業務課 〒810-0042 福岡市中央区赤坂1-10-17  しんくみ赤坂ビル６階 092-718-1310
佐賀支部高齢・障害者業務課 〒849-0911 佐賀市兵庫町若宮1042-2  佐賀職業能力開発促進センター内 0952-37-9117
長崎支部高齢・障害者業務課 〒854-0062 諫早市小船越町1113  長崎職業能力開発促進センター内 0957-35-4721
熊本支部高齢・障害者業務課 〒861-1102 合志市須屋2505-3  熊本職業能力開発促進センター内 096-249-1888
大分支部高齢・障害者業務課 〒870-0131 大分市皆春1483-1  大分職業能力開発促進センター内 097-522-7255
宮崎支部高齢・障害者業務課 〒880-0916 宮崎市大字恒久4241  宮崎職業能力開発促進センター内 0985-51-1556
鹿児島支部高齢・障害者業務課 〒890-0068 鹿児島市東郡元町14-3  鹿児島職業能力開発促進センター内 099-813-0132
沖縄支部高齢・障害者業務課 〒900-0006 那覇市おもろまち1-3-25  沖縄職業総合庁舎４階 098-941-3301
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（独）高齢・障害・求職者雇用支援機構（JEED）  各都道府県支部高齢・障害者業務課  所在地等一覧

　JEEDでは、各都道府県支部高齢・障害者業務課等において高齢者・障害者の雇用支援のための業務
（相談・援助、給付金・助成金の支給、障害者雇用納付金制度に基づく申告・申請の受付、啓発等）を
実施しています。� 2025年 4月１日現在

名称 所在地 電話番号（代表）
北海道支部高齢・障害者業務課 〒063-0804 札幌市西区二十四軒4条1-4-1  北海道職業能力開発促進センター内 011-622-3351
青森支部高齢・障害者業務課 〒030-0822 青森市中央3-20-2  青森職業能力開発促進センター内 017-721-2125
岩手支部高齢・障害者業務課 〒020-0024 盛岡市菜園1-12-18  盛岡菜園センタービル３階 019-654-2081
宮城支部高齢・障害者業務課 〒985-8550 多賀城市明月2-2-1  宮城職業能力開発促進センター内 022-361-6288
秋田支部高齢・障害者業務課 〒010-0101 潟上市天王字上北野４-143  秋田職業能力開発促進センター内 018-872-1801
山形支部高齢・障害者業務課 〒990-2161 山形市漆山1954  山形職業能力開発促進センター内 023-674-9567
福島支部高齢・障害者業務課 〒960-8054 福島市三河北町7-14  福島職業能力開発促進センター内 024-526-1510
茨城支部高齢・障害者業務課 〒310-0803 水戸市城南1-4-7  第５プリンスビル５階 029-300-1215
栃木支部高齢・障害者業務課 〒320-0072 宇都宮市若草1-4-23  栃木職業能力開発促進センター内 028-650-6226
群馬支部高齢・障害者業務課 〒379-2154 前橋市天川大島町130-1  ハローワーク前橋３階 027-287-1511
埼玉支部高齢・障害者業務課 〒336-0931 さいたま市緑区原山2-18-8  埼玉職業能力開発促進センター内 048-813-1112
千葉支部高齢・障害者業務課 〒263-0004 千葉市稲毛区六方町274  千葉職業能力開発促進センター内 043-304-7730

東京支部高齢・障害者業務課 〒130-0022 墨田区江東橋2-19-12  ハローワーク墨田５階 03-5638-2794
東京支部高齢・障害者窓口サービス課 　〃　 〃 03-5638-2284

神奈川支部高齢・障害者業務課 〒241-0824 横浜市旭区南希望が丘78  関東職業能力開発促進センター内 045-360-6010
新潟支部高齢・障害者業務課 〒951-8061 新潟市中央区西堀通6-866  NEXT21ビル12階 025-226-6011
富山支部高齢・障害者業務課 〒933-0982 高岡市八ケ55  富山職業能力開発促進センター内 0766-26-1881
石川支部高齢・障害者業務課 〒920-0352 金沢市観音堂町へ1  石川職業能力開発促進センター内 076-267-6001
福井支部高齢・障害者業務課 〒915-0853 越前市行松町25-10  福井職業能力開発促進センター内 0778-23-1021
山梨支部高齢・障害者業務課 〒400-0854 甲府市中小河原町403-1  山梨職業能力開発促進センター内 055-242-3723
長野支部高齢・障害者業務課 〒381-0043 長野市吉田4-25-12  長野職業能力開発促進センター内 026-258-6001
岐阜支部高齢・障害者業務課 〒500-8842 岐阜市金町5-25  G-frontⅡ７階 058-265-5823
静岡支部高齢・障害者業務課 〒422-8033 静岡市駿河区登呂3-1-35  静岡職業能力開発促進センター内 054-280-3622
愛知支部高齢・障害者業務課 〒460-0003 名古屋市中区錦1-10-1  MIテラス名古屋伏見４階 052-218-3385
三重支部高齢・障害者業務課 〒514-0002 津市島崎町327-1  ハローワーク津２階 059-213-9255
滋賀支部高齢・障害者業務課 〒520-0856 大津市光が丘町3-13  滋賀職業能力開発促進センター内 077-537-1214
京都支部高齢・障害者業務課 〒617-0843 長岡京市友岡1-2-1  京都職業能力開発促進センター内 075-951-7481

大阪支部高齢・障害者業務課 〒566-0022 摂津市三島1-2-1  関西職業能力開発促進センター内 06-7664-0782
大阪支部高齢・障害者窓口サービス課 〃 〃 06-7664-0722

兵庫支部高齢・障害者業務課 〒661-0045 尼崎市武庫豊町３-1-50  兵庫職業能力開発促進センター内 06-6431-8201
奈良支部高齢・障害者業務課 〒634-0033 橿原市城殿町433  奈良職業能力開発促進センター内 0744-22-5232
和歌山支部高齢・障害者業務課 〒640-8483 和歌山市園部1276  和歌山職業能力開発促進センター内 073-462-6900
鳥取支部高齢・障害者業務課 〒689-1112 鳥取市若葉台南7-1-11  鳥取職業能力開発促進センター内 0857-52-8803
島根支部高齢・障害者業務課 〒690-0001 松江市東朝日町267  島根職業能力開発促進センター内 0852-60-1677
岡山支部高齢・障害者業務課 〒700-0951 岡山市北区田中580  岡山職業能力開発促進センター内 086-241-0166
広島支部高齢・障害者業務課 〒730-0825 広島市中区光南5-2-65  広島職業能力開発促進センター内 082-545-7150
山口支部高齢・障害者業務課 〒753-0861 山口市矢原1284-1  山口職業能力開発促進センター内 083-995-2050
徳島支部高齢・障害者業務課 〒770-0823 徳島市出来島本町1-5  ハローワーク徳島５階 088-611-2388
香川支部高齢・障害者業務課 〒761-8063 高松市花ノ宮町2-4-3  香川職業能力開発促進センター内 087-814-3791
愛媛支部高齢・障害者業務課 〒791-8044 松山市西垣生町2184  愛媛職業能力開発促進センター内 089-905-6780
高知支部高齢・障害者業務課 〒781-8010 高知市桟橋通4-15-68  高知職業能力開発促進センター内 088-837-1160
福岡支部高齢・障害者業務課 〒810-0042 福岡市中央区赤坂1-10-17  しんくみ赤坂ビル６階 092-718-1310
佐賀支部高齢・障害者業務課 〒849-0911 佐賀市兵庫町若宮1042-2  佐賀職業能力開発促進センター内 0952-37-9117
長崎支部高齢・障害者業務課 〒854-0062 諫早市小船越町1113  長崎職業能力開発促進センター内 0957-35-4721
熊本支部高齢・障害者業務課 〒861-1102 合志市須屋2505-3  熊本職業能力開発促進センター内 096-249-1888
大分支部高齢・障害者業務課 〒870-0131 大分市皆春1483-1  大分職業能力開発促進センター内 097-522-7255
宮崎支部高齢・障害者業務課 〒880-0916 宮崎市大字恒久4241  宮崎職業能力開発促進センター内 0985-51-1556
鹿児島支部高齢・障害者業務課 〒890-0068 鹿児島市東郡元町14-3  鹿児島職業能力開発促進センター内 099-813-0132
沖縄支部高齢・障害者業務課 〒900-0006 那覇市おもろまち1-3-25  沖縄職業総合庁舎４階 098-941-3301

ホームページはこちら

（事業主の皆さまへ）

本助成金制度は、生涯現役社会の実現に向けて、65歳以上への定年引上げ等や高年齢者の雇用管
理制度の整備等、高年齢の有期契約労働者を無期雇用労働者に転換させた事業主に対して助成し、高
年齢者の雇用の推進を図ることを目的としています。本助成金はⅠ～Ⅲの３つのコースがあります。

支給額 措置の内容や年齢の引上げ幅等に応じて、下表の金額を支給します。

定年の定めの
廃止70歳以上

66～69歳
65歳 ＜５歳以上の引上げ＞＜5歳未満の引上げ＞

40万円30万円30万円20万円15万円１～３人
80万円50万円50万円25万円20万円４～６人
120万円85万円85万円30万円25万円７～９人
160万円105万円105万円35万円30万円10人以上

措置内容
60歳以上
被保険者数（注）

70歳以上66～69歳

30万円15万円１～３人
50万円25万円４～６人
80万円40万円７～９人
100万円60万円10人以上

措置内容
60歳以上
被保険者数（注）

【 A. 65歳以上への定年の引上げ、B. 定年の定めの廃止】

【 C. 希望者全員を対象とする66歳以上への継続雇用制度の導入 】

70歳以上66～69歳措置内容

15万円10万円支給上限額

【 D. 他社による継続雇用制度の導入】

上記表の支給額を上限に、他社における制度の導入に

要した経費の１／２の額を助成します。

（１）制度を規定した際に、専門家等に就業規則の作成または相談等を依頼し、経費を要した事業主であること。

（２）制度を規定した労働協約または就業規則を整備している事業主であること。

以上のほか、高年齢者雇用等推進者の選任及び高年齢者雇用管理に関する措置を１つ以上実施している事業主
であること等が必要です。

A～Dの措置の実施日が属する月の翌月から起算して４か月以内の各月月初から15日（15日が行政機関の休日
（土曜日、日曜日、国民の祝日に関する法律に規定する休日に当たる場合は翌開庁日））まで

申請受付期間

概要

主な支給要件

L L 0 7 0 4 0 1 高 0 1

令和７年度65歳超雇用推進助成金のご案内

Ⅰ 65歳超継続雇用促進コース

以下のいずれかを実施した事業主に対して助成を行うコースです。

C. 希望者全員を対象とする66歳以上への継続雇用制度の導入
D. 他社による継続雇用制度の導入Ｂ. 定年の定めの廃止

Ａ. 65歳以上への定年引上げ

（注）60歳以上被保険者数とは、支給申請日の前日において１年以上継続して雇用されている60歳以上の雇
用保険被保険者の数となります。また、A～Dのいずれの措置を実施する場合も、実施前の定年または継続
雇用年齢（Dの場合、他の事業主における継続雇用年齢も同様）が70歳未満である場合に支給します。

※ 「65歳超雇用推進助成金（65歳超継続雇用促進コース）支給申請書」に必要な書類を添えて、（独）高
齢・障害・求職者雇用支援機構（以下「機構」という。）の各都道府県支部 高齢・障害者業務課（東京およ
び大阪は高齢・障害者窓口サービス課。以下「都道府県支部」という。）に支給申請してください。

※ 各月ごとの予算額上限もしくは四半期ごとの予算額上限の超過が予見される場合、または、各月の申請受
付件数の動向から、各月の予算額上限を超える恐れが高いと認める場合、支給申請の受付を停止する場合が
あります。
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ৈ年齢者਱ऐの雇用ଵ৶制度のତ૟等にબる措置を実施した事業主に対して঳৖৽ાの助成を行う
コースです。対象となる措置は以下のৢॉです。（実施期間ڭ؟年以内）

⋇ 高年齢者の職業ચৡを௬੼するலੌाと൛金・য事૪๴制度の導入または੝ఒ
⋈ 高年齢者のൌ஦にૢगたಢৎ৑ඐ務制度や࿒日ඐ務制度なनの導入または੝ఒ
⋉ 高年齢者の଀૿をೄ੖するための૔୧ඐ務制度の導入または੝ఒ
⋊ 高年齢者がਔඟとચৡを৅มして働けるために必要なੴ௙を付ଖするためのଢ଼ఊ制度の導入ྼは੝ఒ
⋋ 専門職制度なन、高年齢者にిજな役સを付ଖする制度の導入または੝ఒ
⋌ ১定ਗの௏೨管理制度（၌が॒ਫ਼൧等や生ણಆຯ୰予ଆਫ਼൧）の導入 等

র৵੫業以ਗর৵੫業

45٫60٫

上੶の支給対象৽ાの額に下表の助成૨をଭじた額を支給します。

※ 支給対଴経費は、⯼雇用管理制度の導入等に必要な専門家等に対する੻౏費やコথサঝॱথॺとの相
談に要した経費のほか、⯽上記のいずれかの措置の実施にൣい必要となる機ஓ、३スॸ঒及び९ইॺ
क़ख़॔等の導入に要した経費です。

※ 支給対଴経費は、ੂ৚に限り50ਐ৞とाなしますので支給額は30ਐ৞（র৵੫業以ਗは22.5ਐ৞）
となります。２৚目以ఋの申請は、⯼と⯽を合ॎせて50ਐ৞を上限とする経費の実費に助成૨をଭगた
額が支給額となります。

（１）「雇用管理整備ੑ઺書」を機構理事শに઀লして、ੑ઺৔ઍについて認定を受けていること。

（２）上記ੑ઺に੦तऌ、高年齢者雇用管理整備の措置を実施し、ਊჾ措置の実施の૾யおよび雇用管理
整備ੑ઺のીവ日のโ日からڲか月৑のઈ用૾யを৥らかにする書類を整備している事業主である
こと。

（３）支給申請日の前日において１年以上継続して雇用されている60歳以上の雇用保険被保険者であढて
൥गられた高年齢者雇用管理整備の措置により雇用管理整備ੑ઺のીവ日のโ日からڲか月以上継
続して雇用されている者が１য以上いること

。雇用管理整備の措置の実施に要した支給対଴経費を支給申請日までに支௸ढたこと（ڰ）

受給ু続の૴れ

主な支給要件

支給額

概要

⋜ ৈ年齢者௬੼制度等雇用ଵ৶੝ఒコース

「雇用管理整備ੑ઺書」をੑ઺開઩のگか月৐の日までに機構理事শに申請し、
ੑ઺৔ઍの認定を受けてください。

ੑ઺期間ીവ日の翌日からڲか月৏の日の翌日～जのڮか月以内に機構理事শに
支給申請してください。

઺の申請ੑ؝ڭ

支給の申請؝ڮ

※ ੑ઺申請ৎは「65歳超雇用推進助成金（高年齢者௬੼制度等雇用管理੝ఒコース）雇用管理整備ੑ઺
書」を、支給申請ৎは「65歳超雇用推進助成金（高年齢者௬੼制度等雇用管理੝ఒコース）支給申請
書」に必要な書類を添えて、機構都道府県支部に઀লしてください。
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50歳以上かण定年年齢౞௥のથ期ీ৺ௌ௮者を૮期雇用にૡఌさचた事業主に対して助成を行う

コースです。(実施期間ڮ؟年～گ年）

対象ௌ௮者঳যにणऌ、下表の金額を支給します。

র৵੫業以ਗর৵੫業

23ਐ৞30ਐ৞

（１）有期契約労働者を無期雇用労働者に転換する制度を労働協約または就業規則जの他これに૆ずるものに規定
していること。
※ 実施ৎ期が৥ંされ、かつ有期契約労働者としてഁ੥された契約にબる期৑がৢ算ڱ年以৔の者を無期
雇用労働者に転換するものに限ります。

（２）上記（１）の制度の規定に੦तऌ、雇用する50歳以上かつ定年年齢未満の有期契約労働者を無期雇用労働
者に転換すること。
※ 無期雇用転換日において64歳以上の者はこの助成金の対଴労働者になりませ॒。

（３）上記（１）により転換された労働者を、転換৏ڲか月以上の期৑継続して雇用し、ਊჾ労働者に対して転換
৏ڲか月ীの൛金を支給すること。
※ ඐ務をした日数が11日未満の月は௾ऌます。

※ 支給申請年度における対଴労働者数の合ੑয数は、１ి用事業ਚあたり10যまでとします。

概要

支給額

主な支給要件

受給ু続の૴れ

「無期雇用転換ੑ઺書」をੑ઺開઩のگか月৐の日までに機構理事শに申請し、
ੑ઺৔ઍの認定を受けてください。

対象者に対してૡఌ৏൛金をڲか月ী支給した日の翌日から起算してڮか月以内
に機構理事শに支給申請してください。

઺の申請ੑ؝ڭ

支給の申請؝ڮ

⋝ ৈ年齢者૮期雇用ૡఌコース

• 令和７年４月ڭ日から、ਗ਼৕申請のਹ用を開઩しました。ਗ਼৕申請は、ॖথॱーॿॵॺ上でઈ੾する行政
१ーঅスの੕合ษઠe-Gov（ॖーफ़ঈ）をਹ用して行います。

e-Gov（ॖーफ़ঈ）এーॱঝ URL https://www.e-gov.go.jp/
• 各コースのਚ定の期৑において、高年齢১雇用਍定১ਸ਼ڴ૖またはਸ਼ڵ૖ਸ਼１ඨの規定と౮なる定めをし
ていないことや、同১ਸ਼10૖の３ਸ਼２ඨに੦तく൭ઔを受けていない事業主であること等が必要です。

• 助成金のଟਪには支給申請書の受理から３か月ங度ৎ৑を要します。
• 助成金の申請に関して、機構が৹ਪをしたり、ਾઔを求めたりする場合があります。期限までに機構の求
める書類が઀লされない場合、助成金は支給しませ॒。

• ਂਫ受給をষढた事業主は助成金のନ൬を求められることがあります。また、ਂਫをষढた事業主੡等を
機構の঍ー঒ঌー४でਁ表し、பସな場合はദ事事件としてઔ৅することがあります。

• 機構に઀লした書類や添付ৱમの୼しなनは、支給ৠ定日のโ日からକ算してڱ年৑保ோしなけれयなり
ませ॒。

• この他、助成金の支給要件やু続ऌ等のถ಍については、機構都道府県支部（窓口঳༮はഫએ૞ස）にご
ન認いただくか、機構঍ー঒ঌー४をご૞සください。

（機構঍ー঒ঌー४）https://www.jeed.go.jp/elderly/subsidy/index.html

೏ਔ事ඨ（Ⅰҩ⋜ҩ⋝コースુৢ）೏ਔ事ඨ（Ⅰҩ⋜ҩ⋝コースુৢ）

※ ੑ઺申請ৎは「65歳超雇用推進助成金（高年齢者無期雇用転換コース）無期雇用転換ੑ઺書」 を、支給申
請ৎは「65歳超雇用推進助成金（高年齢者無期雇用転換コース）支給申請書」に必要な書類を添えて、機構
都道府県支部に઀লしてください。
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ৼ୥؞申請のษઠ঳༮（各੃੊ਿ਩の支৖ৈ齢؞௽૩者業ਜୖ）

ਗ਼ਵ୞ಀਚ૔৉

ڰڬڴڬ３ٕڲڬٿ１ڱ２２ٕ３３ڲ１１ٕڬ ైච৘ਧય੸ે四ໟڰ૖１ٕ１ٕڰ ਨਲ道職業ચৡ৫৅促進७থॱー৔ਨਲ道

２２ڴڬٕڬ３ڬٿڱ２１ٕ２１２ڳٕڳ１ڬ ஒ஌৘রఙ３ٕ20ٕ２ ஒ஌職業ચৡ৫৅促進७থॱー৔ஒ஌

ڰ２ڬڬٕڬ２ڬٿ１ڴڬ２ٕڰڱڲٕڵ１ڬ ాળ৘ཅୱ１ٕ12ٕ18 ాળཅୱ७থॱービঝ３మగু

ڬڱڱڴٕڱڴڵٿڴڴ２ڲ１ٕڲ２２ٕ３ڬ ੗வଗ৘৥月２ٕ２ٕ１ ૝ଗ職業ચৡ৫৅促進७থॱー৔૝ଗ

１ڬ１ڬٕڬ１ڬٿ１ڬڴ２ٕ１ڳڴٕڴ１ڬ ඎ上৘ଠ௝ஊ上ਨ৙143ٕڰ ௘ি職業ચৡ৫৅促進७থॱー৔௘ি

１ڲ２１ٕڬڵڵٿڳڲڱڵٕڰڳڲ２３ٕڬ ৛஄৘ᄢ৛1954 ৛஄職業ચৡ৫৅促進७থॱー৔৛஄

ڰڱڬڴٕڬڲڵٿڬ１ڱ１ٕڲ２ڱٕڰ２ڬ ૣਣ৘ਕఖਨ঴14ٕڳ ૣਣ職業ચৡ৫৅促進७থॱー৔ૣਣ

３ڬڴڬٕڬ３１ٿڱ１２１ٕڬڬ３ٕڵ２ڬ ਷ૺ৘ଗવ１ٕڳٕڰ ਸ਼ڱউজথスビঝڱమ⑞ଗ

２ڳڬڬٕڬ３２ٿڲ２２ڲٕڬڱڲٕڴ２ڬ ഌ都૝৘଄ൃ１ٕ23ٕڰ ౡ਽職業ચৡ৫৅促進७থॱー৔ౡ਽

ڰڱ２１ٕڵڳ３ٿ１１ڱ１ٕڳڴ２ٕڳ２ڬ 前ଶ৘ଠਆ大ਣ঴130ٕ１ ঁটーডーॡ前ଶ３మණ஝

３１ڵڬٕڲ３３ٿ１３ٕ１１１２ڴٕڴڰڬ さいたま৘෤યਉ৛２ٕ18ٕڴ ൮௣職業ચৡ৫৅促進७থॱー৔൮௣

ڰڬڬڬ３ٕڲ２ٿڬ３ڳڳٕڰڬ３ٕ３ڰڬ ૸୴৘ഏหય౽্঴274 ૸୴職業ચৡ৫৅促進७থॱー৔૸୴

２２ڬڬٕڬ１３ٿڰڴ２２ٕڴ３ڲڱ３ٕڬ ႅিય௖東ଶ２ٕ19ٕ12 ঁটーডーॡႅিڱమ東京

ڰ２ڴڬ１ٕڰ２ٿڬ１ڬڲٕڬڲ３ٕڱڰڬ ૯ଘ৘౳યવൌ஦নഗ78 関東職業ચৡ৫৅促進७থॱー৔ઋఱਆ

１ڲڬڴ１ٕڱڵٿ１１ڬڲٕڲ２２ٕڱ２ڬ ৗඎ৘রఙયਧ൘ৢ866ٕڲ ２１ビঝ１２మৗඎۉۍںۃ

２ڴڵڬ３３ٕڵٿ１ڴڴ１ٕڲ２ٕڲڲڳڬ 高ળ৘ழॣ55 ୕৛職業ચৡ৫৅促進७থॱー৔୕৛

２ڱ３ڬٕڬ２ڵٿ１ڬڬڲٕڳڲ２ٕڲڳڬ 金૕৘௴ఠൡ঴へ１ લਆ職業ચৡ৫৅促進७থॱー৔લਆ

３ڱڴڬٕڱ１ڵٿ２１ڬ２３ٕ１ٕڴڳڳڬ ௭前৘ষૈ঴25ٕ10 ૣ੩職業ચৡ৫৅促進७থॱー৔ૣ੩

ڰڱڴڬٕڬڬڰٿ２３ڳ２ٕ３ڰ２ٕڱڱڬ ൖ府৘র৵ఖਉ঴403ٕ１ ৛๤職業ચৡ৫৅促進७থॱー৔৛๤

３ڰڬڬ１ٕڴ３ٿ１ڬڬڲٕڴڱ２ٕڲ２ڬ শ৙৘୺ি25ٕ12ٕڰ শ৙職業ચৡ৫৅促進७থॱー৔শ৙

２ڰڴڴٕڬڬڱٿ２３ڴڱٕڱڲ２ٕڴڱڬ ว໣৘金঴25ٕڱ G-front మว໣ڳ⋝

３３ڬڴ２２ٕڰٿ２２ڲ３ٕڬڴ２ٕڰڱڬ ಯળ৘ᇢఖયః໶３ٕ１ٕ35 ಯળ職業ચৡ৫৅促進७থॱー৔ಯળ

３ڬڬڬٕڬڲڰٿڱڴ３３ٕڴ２ٕ２１ڱڬ ੡ଽો৘রયഴ１ٕ10ٕ１ మఎੴڰॸছス੡ଽો๯見ھۂ

２ڬڬڬٕڰ１ڱٿڱڱ２ڵ２１３ٕٕڵڱڬ ஸ৘ਣ૊঴327ٕ１ ঁটーডーॡஸ２మਕ੎

ڲڱڴڬٕڬ２ڱٿڰ１２１ٕڳ３ڱٕڳڳڬ 大ஸ৘୾がഗ঴３ٕ13 ཱྀவ職業ચৡ৫৅促進७থॱー৔ཱྀவ

３ڰڴڬٕڳ１ڲٿ１ڴڰڳ１ٕڱڵٕڱڳڬ শળ京৘௵ળ１ٕ２ٕ１ 京都職業ચৡ৫৅促進७থॱー৔京都

２２ڬڬٕڲڲڱٿ２２ڳڬٕڰڲڲڳٕڲڬ ၭஸ৘ਕਣ１ٕ２ٕ１ 関ਧ職業ચৡ৫৅促進७থॱー৔大阪

ڱڰڬڬ１ٕڲڲٿ１ڬ２ڴ３１ٕڰڲٕڲڬ ᅗ૊৘૱ಛ௹঴３ٕ１ٕ50 ௗಛ職業ચৡ৫৅促進७থॱー৔ௗಛ

３３ڬڬٕڰ３ڲٿ２３２ڱ２２ٕٕڰڰڳڬ ባਉ৘ଗຕ঴３３ڰ ఱଐ職業ચৡ৫৅促進७থॱー৔ఱଐ

３ڴڰڴٕڬڰڲٿڬڬڵڲ２ٕڲڰ３ٕڳڬ ਮస৛৘ୱ部1276 ਮస৛職業ચৡ৫৅促進७থॱー৔ਮస৛

１１１２ٕڵڴڲٿ３ڬڴڴ２ٕڱٕڳڱڴڬ ೭਄৘଄୴઎વ１ٕ11ٕڳ ೭਄職業ચৡ৫৅促進७থॱー৔೭਄

１ڬڬڬٕڬڵڲٿڳڳڲ１ٕڬڲ２ٕڱڴڬ ૈ௖৘東ફ日঴267 ਣஉ職業ચৡ৫৅促進७থॱー৔ਣஉ

１ڱڵڬٕڬڬڳٿڲڲ１ڬ１ٕڰ２ٕڲڴڬ ળ৛৘ਨયির580 ળ৛職業ચৡ৫৅促進७থॱー৔ળ৛

ڱ２ڴڬٕڬ３ڳٿڬڱ１ڳٕڱڰڱ２ٕڴڬ ઁਣ৘রય୾વ２ٕ65ٕڱ ઁਣ職業ચৡ৫৅促進७থॱー৔ઁਣ

１ڲڴڬ３ٕڱڳٿڬڱڬ２ٕڱڵڵ３ٕڴڬ ৛口৘൰ਉ1284ٕ１ ৛口職業ચৡ৫৅促進७থॱー৔৛口

２３ڴڬٕڬڳڳٿڴڴ１１ٕ２３ڲٕڴڴڬ ೉ਣ৘লਟਣ本঴１ٕڱ ঁটーডーॡ೉ਣڱమ೉ਣ

３ڲڬڴ１ٕڲڳٿ１ڵڳ３ٕڰ１ڴٕڳڴڬ 高ૈ৘୨ঀ૝঴２ٕ３ٕڰ ಘਆ職業ચৡ৫৅促進७থॱー৔ಘਆ

ڰڰڬڴ１ٕڵڳٿڬڴڳڲٕڱڬڵٕڵڴڬ ૈ৛৘ਧซ生঴2184 ఎ၊職業ચৡ৫৅促進७থॱー৔ఎ၊

ڬ１ڬڴ１ٕڴڳٿڬڲ１１ٕڳ３ڴٕڴڴڬ 高ੴ৘ᎅଶৢ15ٕ68ٕڰ 高ੴ職業ચৡ৫৅促進७থॱー৔高ੴ

２ڰڬڬٕڬ１ڴٿڬ１３１ٕڴ１ڳ２ٕڵڬ ૣળ৘রఙય஧௳１ٕ10ٕ17 し॒くा஧௳ビঝڲమૣળ

１１ڵڬٕڵڰڴٿڳ１１ڵٕڳ２ٕ３ڱڵڬ ଯவ৘ௗಛ঴଄૝1042ٕ２ ଯவ職業ચৡ৫৅促進७থॱー৔ଯவ

２ڲڬڬٕڰڱڴٿ２１ڳڰٕڱ３ٕڳڱڵڬ ὤଫ৘৵௩௭঴1113 শ૊職業ચৡ৫৅促進७থॱー৔শ૊

２ڬ１ٕ１１ڲڴٿڴڴڴ１ٕڵڰ２ٕڲڵڬ 合ಂ৘೼ો2505ٕ３ ി本職業ચৡ৫৅促進७থॱー৔ി本

１３１ڬٕڬڳڴٿڱڱ２ڳ２２ٕڱٕڳڵڬ 大ী৘຦ஐ1483ٕ１ 大ী職業ચৡ৫৅促進७থॱー৔大ী

ڲ１ڵڬٕڬڴڴٿڲڱڱ１ٕ１ڱٕڱڴڵڬ ૝૊৘大ஊເ୲4241 ૝૊職業ચৡ৫৅促進७থॱー৔૝૊

ڴڲڬڬٕڬڵڴٿ１３２ڬ１３ٕڴٕڵڵڬ ಧుਣ৘東໡੪঴14ٕ３ ಧుਣ職業ચৡ৫৅促進७থॱー৔ಧుਣ

ڲڬڬڬٕڬڬڵٿ１ڬ１ٕ３３ڰڵٕڴڵڬ ຏೱ৘おもौまठ１ٕ３ٕ25 బಐ職業੕合ૂༀڰమబಐ

• 本助成金の支給要件やু続ऌなनのถ಍については、都道府県支部高齢・障害者業務課（東京支部、大阪
支部は高齢・障害者窓口サービス課）へおਖい合ॎせください。

96



厚生労働省・都道府県労働局・労働基準監督署

エイジフレンドリーガイドライン
（高年齢労働者の安全と健康確保のためのガイドライン）

働く高齢者の特性に配慮したエイジフレンドリーな職場を目指しましょう

高齢者は身体機能が低下すること等により、若年層に比べ労働災害の発生率が高く、休業も長期化しやすいことが分かっています。体
力に自信がない人や仕事に慣れていない人を含めすべての働く人の労働災害防止を図るためにも、職場環境改善の取組が重要です。

※エイジフレンドリーとは「高齢者の特性を考慮した」を意味する言葉で、WHOや欧米の労働安全衛生機関で使用されています。

（人）

年齢層別 労働災害発生率（休業４日以上死傷度数率）
（令和５年）
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１週間以上

２週間以上

１か月以上

２か月以上

３か月以上

年齢層別 労働災害による休業見込み期間（令和５年）

※度数率＝労働災害による死傷者数/延べ実労働時間数×1,000,000

（R7.5）

経営トップ 方針表明
労働者の意見を聴く機会や労働者の意見を聴く機会や
労使で話し合う機会

担当者・組織
の指定

担当者・組織
の指定

体制

危険源の特定等のリスクアセスメントと対策の検討

身体機能を補う 設備・装置の導入
（災害の頻度や重篤度を低減させるもの）

働く高齢者の特性を考慮した作業管理

健康診断

健診後の就業上の措置（労働時間短縮、
配置転換、療養のための休業等）

安
全
衛
生
教
育

安全で健康に働く
ための体力チェック

体力づくりの
自発的な取組の促進

措置予防 把握・気づき

体力や健康状況に適合する業務の提供

運動習慣、食習慣等の
生活習慣の見直し

メンタルへルス対策
(セルフケア・ラインケア等)

具体的取組

ストレスチェック
①個人、②集団分析

作業前の体調チェック

健診後の面接指導、保健指導

身体機能を補う 設備・装置の導入
（本質的に安全なもの）

危険箇所、危険作業
の洗い出し

職場環境の改善等のメンタルへルス対策

低体力者への体力維持・向上に向けた指導

健康維持と体調管理

ガイドラインの概要
このガイドラインは、高齢者を現に使用している事業場やこれから使用する予定の事業場で、事業者と労働者に求めら
れる取組を具体的に示したものです。全文はこちら→

事業者に求められる事項事業者に求められる事項

事業者は、以下の１～５について、高年齢労働者の就労状況や業務の内容等の実情に応じ、国や関係団体等に
よる支援も活用して、実施可能な労働災害防止対策に積極的に取り組むように努めてください。

場
の
リ
ス
ク

人
の
リ
ス
ク

事業場における安全衛生管理の基本的体制と具体的取組の体系を図解すると次のようになります。

令和2年3月16日付け基安発0316第１号
「高年齢労働者の安全と健康確保のためのガイドラインの策定について」
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考慮事ඨ
・高年齢労働者が、職場で気付いた労働安全衛生に関するリスクや働く上で଀担に૎गていること、自身のਂ調等をৼ୥
できるよう、঺内にৼ୥ษઠを設置したり、༧য়することなくチー঒にྃけ੢॒で୦でも話せる௯ৢしのଐい職場௯ଅ
づくりが஍ટ的です

ڭ 安全ୋ生ଵ৶体制の確য়

ア ৽੾トッউによる方針表明と体制ତ備
・੫業の৽੾トッউが高齢者労働災害防ૃ対策に取り組ि方針を表明します
・対策の担当者や組織を指定して体制を明確化します
・対策について労働者の意見を聴く機会や、労使で話し合う機会を設けます

イ 危険源の特定等のリスクアセスメントの実઱
・高年齢労働者の身体機能の低下等による労働災害発生リスクについて、災害事୻や঄খリঁット事୻から洗
い出し、対策のર੔ದਜ਼を検討します

・リスクアセスメントの੥ટを౷まइ、２以ఋの具体的事ඨを૞考に取組事ඨをৠ定します

考慮事ඨ
・職場改善ॶール「エイジアク३ঙン100」のチェックリストの活用もથ஍です→
・૑ਏにૢगフレイルやট॥ঔॸॕঈ३ンドটー঒についても考慮します

※フレイル؟ਸ齢とともに、൙力やੳੴ機能等のੱ身の活力が低下し、生活機能௽害やਏஂ૧状ଙ等の危険性が高くなった状ଙ
※ট॥ঔॸॕঈ३ンドটー঒؟年齢とともに෗や関ත、൙෿等運動ஓのဃइがਉ౤で「য়つ」、「నく」といった機能（୎動機能）が低下している状ଙ

・঺会ૣක઱設、ධ食૲等でのੇ൦生活と৊஘の作業にもリスクがཎ॒でいます

ガイドラインの概要

ڮ 職場環境の改善

(1) 身体機能の低下を補う設備・装置の導入（਌としてঁード面の対策）
・高齢者でも安全に働きਢけることができるよう、઱設、設備、装置等の改善を検討し、૑ਏな対策を൥ग
ます

・以下の୻を૞考に、事業場の実ੲにૢगたર੔ದਜ਼をつけて改善に取り組ाます

対策の୻

ৢଡ଼を含め作業場所の
ස度を確保する

మ஺にはুすりを設け、૭能
な଒りৢଡ଼の஺୷を解଎する

૤ਾఠ等はୂき取りやす
いর低ఠୠのఠ、ঃトラ
イト等はથ஍ଳ৙を考慮

防ෟၫをਹ用させる

解଎できない危険箇所に
ఏ௙等でି意ᄁକ

ჳしい休ህ場所をତ備し、ৢ気性のଐいസ
装を準備する

ਂ自ேな作業௅િをなくすよう作業઎の高さや作業
対଴੟の配置を改善する

リフト、スライॹॕンॢ३ート等
を導入し、್इ上ऑ作業を೪制

୻इय
ૺઠに
஺୷が
ँる時

जの౎の୻
・෫やৢଡ଼のෟりやすい箇所に防ෟಞ౫
（෫౫やమ஺用३ート）を఼用する

・೸রඪのੂ期ඪ状を把握できるक़ェア
ラঈルॹংイス等のIoT機ஓをਹ用する

・ঃডーア३ストスーॶ等を導入する
・ঃ९॥ンを用いたੲਾ機ஓ作業では、
ස明、文ஊ१イ६の調ତ、૑ਏなཽྰ
の使用等により作業௅િを確保する
等

਷分・అ分をଣ置せङ、
こまめに஬྽する
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(1) 健康状況の把握
・労働安全衛生১で定める౻入時およल定期の健康診断を確実に実઱します
・जの౎以下にൕऑる୻を૞考に高年齢労働者が自らの健康状況を把握できるような取組を実઱するよう౑めます

گ 高年齢労働者の健康ृ体ৡの૾யのཔ඼

・労働安全衛生১で定める健康診断の対଴にならない者が、৉ୠの健康診断等（特定健康診ਪ等）のਭ診をൌ஦する場合、ඐ
務時間の૗ಌや休ၿの取੭についてฑໞに対ૢします

・労働安全衛生১で定める健康診断の対଴にならない者に対して、事業場の実ੲにૢगて、健康診断を実઱するよう౑めます

(2) 高年齢労働者の特性を考慮した作業管理（਌として९フト面の対策）
・สኞ性や持୲性、൙力の低下等の高年齢労働者の特性を考慮して、作業内容等の見直しを検討し、実઱します
・以下の୻を૞考に、事業場の実ੲにૢगたર੔ದਜ਼をつけて改善に取り組ाます

ٛુৢ的な事ඨٜ
・事業場の状況にૢगて、ඐ務஄ଙやඐ務時間をੵ୏することで高年齢労働者が
就労しやすくします（短時間ඐ務、࿒日ඐ務、ઐ౹制ඐ務等）

ঐॽগアル
ٳٳٳ
ٳٳٳ

・ॅとりのँる作業スআード、૮理のない作業௅િ等
に配慮した作業ঐॽগアルを策定します

・ି意力や集র力を૑ਏとする作業について作業時間を考慮します
・身体的な଀担のপきな作業では、定期的な休ህの導入や作業休ૃ時間の運用を図ります ఽඐのඐ務時間見直しによる業務分ങの୻

見ઉし

ఽඐ日ඐ 日ඐ見直し前

ఽඐ日ඐ 日ඐ見直し後 ෌ඐ

෌食ஂஃ 体ਜ਼૗換 ફ食ஂஃఽ間ൾᩘஂஃ

ϭϲ͗ϯϬ Ϯϭ䠖ϬϬ ϵ䠖ϯϬ

௞෫ஂஃ ௞෫ஂஃᇧ෫ஂஃ

ガイドラインの概要

(2) 体力の状況の把握
・高年齢労働者の労働災害を防ૃする௴ਡから、事業者、高年齢労働者൨方が体力の状況を௢௴的に把握し、事業者はजの
体力にँった作業にజ事させるとともに、高年齢労働者が自らの身体機能の維持向上に取り組めるよう、਌に高年齢労働
者を対଴とした体力チェックをಲਢ的にষうよう౑めます

・体力チェックの対଴となる労働者から理解が੭られるよう、ॎかりやすくഛႠに体力チェックの৯的をହ明するとともに、
事業場における方針を示し、運用のಥরで適࿤जの方針を見直します

・ਸ齢によるੱ身のဃइのチェックඨ৯（フレイルチェック）等を導入します
・厚生労働省作ਛの「転౵等リスク௬੼セルフチェック௠」等を活用します
・事業場の働き方や作業ルールにँॎせた体力チェックを実઱します。この場合、安全作業に૑ਏな体力について定୤的に
೾定するু১と௬੼基準は、安全衛生੻৩会等のଟ৮を౷まइてルール化するようにします

対策の୻

取組の୻

対策の୻

ガイドラインの概要

体ৡॳख़ッॡの঳୻
ถしくはこちらڃ

ٛဂ೸な環境への対ૢٜ
・঳ಹに年齢とともにဂい環境に対૪しにくくなるので、意௙的な਷分補ஔを௓တします
・઩業時の体調確ੳをষい、体調ਂଐ時にசやかにணし出るよう日ଞ的に指導します
ٛੲਾ機ஓ作業への対ૢٜ
・ॹータ入力作業等ৼ当ங度༃൶性がँる作業では、個رの労働者の特性に配慮した૮理のない業務୤とします

(3) 健康や体力の状況に関するੲਾの取ඞい
健康ੲਾ等を取りඞう੠には、「労働者のੱ身の状ଙに関するੲਾの適ਫな取ඞいのために事業者が൥ङべき措置に関す

る指針」を౷まइた対ૢが૑ਏです。
また、労働者の体力の状況の把握に当たっては、個رの労働者に対するਂਹஇな取ඞいを防एため、労働者自身の৊意の

取੭方১やੲਾの取ඞ方১等の事業場内ুਢについて安全衛生੻৩会等の場を活用して定める૑ਏがँります。

考慮事ඨ

・体力チェックの௬੼基準を設ける場合は、合理的な਷準に設定し、安全にষうために૑ਏな体力の਷準に満たない労働者が
いる場合は、जの労働者の体力でも安全に作業できるよう職場環境の改善に取り組िとともに、労働者も૑ਏな体力の維持
向上の取組が૑ਏです。
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ガイドラインの概要
４ 高年齢労働者の健康ृ体ৡの૾யに応じた対応

(1) 個رの高年齢労働者の健康や体力の状況を౷まइた措置
౼・ੱටႈ೩がକこる確率はਸ齢にしたがってဉرにੜਸするとされており、高年齢労働
者については基ຊႈ೩の᡺೩状況を౷まइ、労働時間の短縮や஥ఽ業の৚数の減૘、作業
の転換等の措置を൥गます

・業務のೄ減等の就業上の措置を実઱する場合は、高年齢労働者に状況を確ੳして、ે分な話合いをৢगて本人のവ解が
੭られるよう౑めます

(2) 高年齢労働者の状況にૢगた業務の提供
健康や体力の状況は高齢になるऺन個人୷がఁপするとされており、個رの労働者の状況にૢग、安全と健康
のਡで適合する業務をঐッチンॢさせるよう౑めます

・ႈ୰を್इながら働きਢけることをൌ஦する高齢者の੘療と仕事の૏য়を考慮します
・ডーク३ェアリンॢで健康や体力の状況や働き方のॽー६に対ૢすることも考इられます

ガイドラインの概要

考慮事ඨ

考慮事ඨ

(3) ੱ身૏面にॎたる健康保持ੜ進措置
・「事業場における労働者の健康保持ੜ進のための指針」や「労働者のੱの健康の保持ੜ進のための指針」
に基づく取組に౑めます

・集団と個رの高年齢労働者を対଴として身体機能の維持向上に取組िよう౑めます
・以下の୻を૞考に、事業場の実ੲにૢगたર੔ದਜ਼をつけて取り組ाます

・フレイルやট॥ঔॸॕঈ३ンドটー঒の予防を意௙した健康づくり活動を実઱します
・体力等の低下した高年齢労働者に、身体機能の維持向上の支援をষうよう౑めます
୻इय、運動する時間や場所への配慮、トレーॽンॢ機ஓの配置等の支援を考इます

・健康৽੾の௴ਡや、॥ラ঎ঊルスの௴ਡから健康づくりに取り組ाます
転౵・๭൱防ૃଳ聴ಁઇ౫
䡚㌿ಽ䞉⭜③ண㜵䟿䛂䛔䛝䛔䛝೺ᗣయ᧯䛃䡚（ື⏬） ౎

対策の୻

(1) 高年齢労働者に対するઇ୘
・高齢者対଴のઇ୘では、作業内容とリスクについて理解させるため、時間をかけ、୼ ઌや図、಩൸等の
文ஊ以ਗのੲਾも活用します

・ગ౻用やગ就職等により৽ୡのない業ர、業務にజ事する場合、特にഛႠなઇ୘ธಫをষいます

５ 安全ୋ生ઇ୘

・身体機能の低下によるリスクを自ಁし、体力維持や生活習慣の改善の૑ਏ性を理解することが重ਏです
・१ーঅス業に੗いೄ作業や危険と૎गられない作業でも、災害にඹる૭能性がँります
・ඐ務३フト等から集合ଢ଼ఊが൑୔な事業場では、ଳ聴ಁઇ౫を活用したઇ୘もથ஍です

(2) 管理監督者等に対するઇ୘
・ઇ୘をষう者や管理監督者、ુに働く労働者に対しても、高年齢労働者に特થの特ඉと対策についてのઇ
୘をষうよう౑めます

労働者に求められる事項

生ၺにॎたり健康で長く活ඩできるようにするために、঳人ऱとりの労働者は、事業者が実઱する取り組ाにੈ力するととも
に、ঽഞの健康をஹるための努ৡの重要性を৶ੰし、ঽらの健康तくりに積極的に取り組むことが૑ਏです。
個رの労働者が、ঽらのମ体ਃ能の૗৲が労働災害リ५ॡにणながり੭るऒとを৶ੰし、労使のੈ力の下、以下の取り組ाを
実ੲにૢगて進めてくटさい。

ストレッチの୻
「ஂ૧業務で働く人のための๭൱予防のএイントと
エク११イ६」より

・自らの身体機能や健康状況を௢௴的に把握し、健康や体力の維持
管理に౑めます

・১定の定期健康診断を૑ङਭけるとともに、১定の健康診断の対
଴とならない場合には、৉ୠ保健や保険者がষう特定健康診ਪ等
をਭけるようにします

・体力チェック等に૞ਸし、自身の体力の਷準を確ੳします

・日ओौからストレッチやೄいスクডット運動等を取り入れ、基ຊ
的体力の維持に取り組ाます

・適ਫ体重の維持、౭養ংランスのଐい食事等、食習慣や食ষ動の
改善に取り組ाます

このガイドラインは、౻用される高齢者を対଴としたものですが、ட଀ీ৺により高齢者を就業させることのँる事業者において
も、ட଀ీ৺により就業する高齢者に対し、このガイドラインを૞考として取組をষってくटさい。

考慮事ඨ
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1

令和７年度（２０２５年度）版中小企業事業者の皆さまへ

高年齢労働者の労働災害防止のための設備改善や専門家による指導を受けるための経費の一部を

補助します。

高年齢労働者の雇用状況や対策・取組の計画を審査の上、効果が期待できるものについて、補助

金を交付します。全ての申請者に補助金が交付されるものではありません。

補助金申請受付期間 令和７年５月15日～令和７年10月31日

「令和７年度エイジフレンドリー補助金」のご案内

厚生労働省・都道府県労働局・労働基準監督署

一般社団法人 日本労働安全衛生コンサルタント会

対象事業者補 助 対 象安全衛生対策コース名

・中小企業事業者（詳し
くは５ページ）

・１年以上事業を実施

していること

・役員を除き、自社の

労災保険適用の高年

齢労働者（60歳以

上）が常時１名以上

就労していること

・高年齢労働者が対策

を行う作業に就いて

いること

・労働安全衛生の専門家によるリスクアセスメン

トに要する経費

・リスクアセスメント結果を踏まえた、優先順位

の高い労働災害防止対策に要する経費（機器等
の導入、工事の施工等）

Ⅰ 総合対策コース

・補助率 ４／５
・上限額 １００万円（消費税を除く）

詳細は ３ ページ

・高年齢労働者の身体機能の低下を補う設備・装

置の導入その他の労働災害防止対策に要する経

費（機器等の導入、工事の施工等）

Ⅱ 職場環境改善コース

・補助率 １／２
・上限額 １００万円（消費税を除く）

詳細は ３ ページ

・熱中症の発症リスクの高い高年齢労働者の熱中

症予防対策に要する経費（機器の導入等）
熱中症予防対策プラン

詳細は ４ ページ

・中小企業事業者（詳し
くは５ページ）

・１年以上事業を実施

していること

・役員を除き、自社の

労災保険適用の労働

者（年齢要件なし）

が常時１名以上就労

していること

・労働者の転倒災害防止のため、専門家による身

体機能のチェック及び専門家による運動指導を

受けるために要する経費 （役員を除き、５人以上の

自社の労災保険適用労働者に対する取組に限ります）

転倒
防止

Ⅲ 転倒防止・腰痛予
防のための運動指
導コース

・補助率 ３／４
・上限額 １００万円

（消費税を除く）

詳細は ４ ページ

・労働者の腰痛災害の予防のため、専門家による

身体機能のチェック及び専門家による運動指導

を受けるために要する経費 （役員を除き、５人以上

の自社の労災保険適用労働者に対する取組に限ります）

腰痛
予防

・事業所カルテや健康スコアリングレポートを活

用したコラボヘルス等、労働者の健康保持増進

のための取組に要する経費（役員を除き、自社の労
災保険適用の労働者に対する取組に限ります）

Ⅳ コラボヘルスコース
・補助率 ３／４
・上限額 ３０万円（消費税を除く）

詳細は ４～５ ページ

【注意事項】
・補助金の交付は１年度につき１回までです。また、過去に補助を受けている場合、同様の対策への補助は受けられ
ません。
・複数コース併せての申請はできません。
・コースごとに予算額を定めています。
・その他、交付申請や実績報告・支払請求の注意事項は２ページ５～６ページや、厚生労働省ウェブサイトをご確認

ください。

この補助金は、（一社）日本労働安全衛生コンサルタント会（以下「コンサルタント会」という。）が補助事業の実施
事業者（補助事業者）となり、中小企業事業者からの申請を受けて審査等を行い、補助金の交付決定と支払を実施します。

【注意】予算額に達した場合は、受付期間の途中であっても申請受付を終了することがあります
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②
審

査

⑤
補
助
対
象
の
取
組
（
機
器
等

の
導
入
・
工
事
の
施
工
・

運
動
指
導
等
、
コ
ラ
ボ
ヘ

ル
ス
等
）
の
実
施
、
完
了

⑥
事
業
者
が
支
払
請
求
書
類
を

提
出

⑦
補
助
金
確
定

⑧
補
助
金
交
付

。は事ਜセンターが実施しますٹ。は事業者が実施しますٹ

ٲ ⋇ 申請છథ઀লから⋉ 交付決定まで໪ब２ধাを要します。ેীな時間の౟ඥをもって申請してください。

৺２ढ़া

職場環境改善コースؚ転倒防止・腰痛予防のための運動指
導コースؚコラボヘルスコースの補助金申請の૴ो

پ ਉಋとして「リスクアセスメントঢ়બ」と「労働災害防止ঢ়બ」について、それझれ交付申請が૑要です（それझれ審査、
交付決定のুਢがあります）。

پ 補助金の支ஔ請求（経費のಖ算）は、「ⲭ 事業者が支払請求છథ઀ল」の੠に、「リスクアセスメントঢ়બ」と「労働災
害防止対策ঢ়બ」のછథを一ฐして઀লしてください。なउ、「⋌ 専門家がリスクアセスメント実施結果઒৥છを事業者
に発行」৏に、労働災害防止対策ঢ়બの取組を実施しないことにした場合や、「▩ 審査」の結果、労働災害防止対策ঢ়બ
の補助についてਂ交付の決定をされた場合は、「リスクアセスメントঢ়બ」のा補助金の支払請求（ಖ算）を行ってくださ
い。

総合対策コースの補助金申請の૴ो
。は事業者が実施しますٹ 。専門家が実施しますٹ 。は事ਜセンターが実施しますٹ

リスクア७スওントঢ়બ 労働災害防止対策ঢ়બ ಖ઴ঢ়બ

①
事
業
者
が
交
付
申
請
書
類
を
提
出

（
リ
ス
ク
ア
セ
ス
メ
ン
ト
実
施
計
画

や
経
費
の
見
積
等
を
添
付
）

②
審

査

③
交
付
決
定

④
事
業
者
が
業
者
に
発
注

（
リ
ス
ク
ア
セ
ス
メ
ン
ト
関
係
）

⑤
専
門
家
が
リ
ス
ク
ア
セ
ス
メ
ン
ト

を
実
施
・
完
了

⑥
専
門
家
が
リ
ス
ク
ア
セ
ス
メ
ン
ト

実
施
結
果
書
を
事
業
者
に
発
行

❼
事
業
者
が
交
付
申
請
書
類
提
出

（
⑥
の
リ
ス
ク
ア
セ
ス
メ
ン
ト
結
果

を
も
と
に
、
労
働
災
害
防
止
対
策

の
実
施
計
画
や
見
積
等
を
添
付
）

❽
審

査

❾
交
付
決
定

❿
事
業
者
が
業
者
に
発
注

（
労
働
災
害
防
止
対
策
関
係
）

⓫
補
助
対
象
の
取
組
（
機
器
等
の
導

入
・
工
事
の
施
工
等
）
の
実
施
、

完
了

⓬
事
業
者
が
支
払
請
求
書
類
を
提
出

⓭
補
助
金
確
定

⓮
補
助
金
交
付

労働災害防止対策ঢ়બを実施しない

「リスクア७スওントঢ়બ」のाのಖ઴をষढथऎटऔい

労働災害防止対策ঢ়બがਂ交付決定

৺２ढ़া৺１ढ़া ૑ङ⋉の৏に৫઩ ૑ङ▪の৏に৫઩

ٲ ੕合対策コースのুਢきは、
「リスクアセスメントঢ়બ」
と「労働災害防止対策ঢ়બ」
の２つのুਢきがあり、他の
コースより時間を要します。

①
事
業
者
が
交
付
申
請
書
類
を

提
出

④
事
業
者
が
業
者
に
発
注

૑ङ⋉の৏に৫઩

پの注意事項ৢુپ

・この補助金の交付を受けるためには、補助金の交付申請৏、審査を経て「交付決定」された৏に、決定にజっ
て取組を৫઩（専門家による指導、機器のභ入、設備等の工事を発注）していただく૑要があります。交付決
定日より৐に取組を৫઩（発注）していた場合は、補助金をउ支払いすることができませんのでેী注意して
ください。
・また、交付決定を受けた取組のすसてが౥了する৐（ାু時ਡなन）に業者等に৻金等を支払った場合（いॎ
ॅる「৐払い」）についても、補助金をउ支払いすることができません。交付決定を受けた取組のすसてが౥
了した৏に業者に৻金等を支払い、その上で、期限までに実施報告と補助金の支払い申請を行ってください

③
交
付
決
定
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60歳以上の高年齢労働者が安全に働くことができる୭୆のତ備のため、高年齢労働者の身体機能の低下を補う

設備・装置の導入その他の労働災害防止対策に要する経費（機器等の導入や工事の施工等）を補助します。

كक़ق 熱中症防止対策

ٲ 熱中症防止対策については４ページをご確認ください。

ٴ఻体৓にはؚઃのよअऩ労働災害防止対策の取組ऋ対象धऩॉऽघٴ

كアق 転倒・ဥ૳災害防止対策

作業場ਚの෫やৢଡ଼のつまङき防止のための対策(作業場ਚの෫やৢଡ଼の஺୷ੰ消)

作業場ਚの෫やৢଡ଼のෟり防止のための対策

（਷場等への防ෟਙ能の高い෫౫・ॢঞーॳンॢ等の導入、๋結防止装置の導入）

転倒時のけがのリスクを低੖する設備・装備の導入

మ஺の踏ाએへのෟり防止対策

మ஺へのুすりの設置

高ਚ作業઎の導入（自௒ૄはஅまङ。෫એから２ۜ౞௥の੟）

كイق ੎୤੟取ඞいやஂ૧੿業にउける労働災害防止対策ق動੿のખ動・૮৶ऩ動੿対策ك

ਂ自ேな作業௅િをੰ消するための作業઎等の設置

੎୤੟ဦଛ機器・リইトの導入（ଭ用タイউはஅまङ）

੎൙作業を補助するঃডーア३ストスーॶの導入

ஂ૧にउける୎ଭஂ助の੠の身体৓଀૿をೄ੖する機器の導入

ஂ૧にउける入ຉஂ助の੠の身体৓଀૿をೄ੖する機器の導入

ஂ૧૙員の身体の଀૿ೄ੖のためのஂ૧ૼ୒(ঀーリইトॣア)のఊ੭のためのઇ୘の実施

كエق जの౎の高年齢労働者の労働災害防止対策

業ਜ用੤૏への踏ा間ୀい防止装置の導入

ٲ 対଴の高年齢労働者が補助対଴にબる業ਜに就いていることが૖件です。
ٲ ଻人がା用する機器や装備（୻えयア३ストスーॶ、体ആを下ऑるための機能のあるസ等）の導入については、対
策にঢ়ॎる高年齢労働者の人数ীに限り補助します。

。機器を複数の作業場ਚでਹ用する場合でも、補助は機器をઞ用する高年齢労働者の人数ীが上限となりますٲ

Ⅱ 職場環境改善コース 【対象60؟歳以上の労働者】

మ஺へのুすりの設置

労働者の転倒災害（業ਜ中の転倒による੎ം）を防止しましॆう ਫ਼ด

（URL ttps://www.mhlw.go.jp/content/001101299.pdf ）

転倒防止対策
リーフレット

Ⅰ 総合対策コース 【 対象60؟歳以上の労働者】

਷場にउける防ෟਙ能
の高い෫౫等の導入

జ業員ৢଡ଼への
๋結防止装置の導入

ෟりにく
いॢঞー
ॳンॢ
の導入

ア३スト
スーॶの導入

୎ଭஂ助サএート
機器の導入

੎୤੟ဦଛ機器
の導入

60歳以上の高年齢労働者が安全に働くことができる୭୆のତ備のため、労働安全衛生にબる専門家による、高

年齢労働者の્ਙをઅൟしたリスクアセスメントを受けるにਊたって૑要な経費と、その結果を踏まえ実施する

ર੔ದਜ਼の高いリスクの低੖ೈ置（機器等の導入や工事の施工等）に要する経費を補助します。

• 高年齢労働者の఻体
৓ऩ労働災害防止対
策がীからない。

• リスクアセスメント
のਫしい実施্法が
ীからない。

ڀ専門家の要件は、厚生労働省঍ー঒ページにൕൗしているQ&A（10ページ৯のਖ20）をご༮くださいپ

事
業
਌

（ア） 専門家による、高年齢労働者の労働災害の防止のためのリ
スクアセスメントを受ける

（イ）（ア）のリスクアセスメント結果を踏まえたર੔ದਜ਼の高い
労働災害防止対策を事業者が実施する

補助対象धऩる取組

・（ア）及び（イ）の交付申請はそれझれ૑要です（詳಍は２ページをご確認ください）。
・（ア）及び（イ）の実施は、それझれの交付決定৏に行ってください。
・（ア）のाを実施した場合も補助対଴となります。

• 高年齢労働者の્ਙ
にଦൟしたリスクア
セスメントを実施し、
その結果を踏まえた
ર੔ದਜ਼の高い労働
災害防止対策を઀੧
します。

専
門
家

防ෟਙ能
の高い෫
౫の施工
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補助対象

ોਗ੿業等にउける体ആをৣऑるための機能のँるസやؚスポットクーラー等ؚजの౎労働者の体਀એのഐే

をষअために૑ਏऩ機ஓの導ো

ોਗ੿業等にउける஍૨৓に身体ഐేをষअために૑ਏऩ機ஓの導ো

ોਗ作業等とは、ોਗもしくは、労働安全衛生ૠಋਸ਼606૖のആဒ度৹ତを行ってもなउ஼ആ31٦ྼはဒૉڀ

హૉആ度(WBGT) 28٦をதえるો৔作業場での作業をいいます。

（ആဒ度৹ତを行っても、஼ആ31٦ྼはဒૉహૉആ度(WBGT)28٦を下回らないことをହ৥いただく૑要があります。

୻えय、ັがあるため૬間全体でのആဒ度৹ତができない等の৶૓がઅえられます）

【体਀એのഐేをষअために૑ਏऩ機ஓの఻体୻】

・体ആを下ऑるための機能のあるസや装備

・作業場ྼは೬ህ場ਚに設置する୎৿ૄのスএॵトクーছー

（熱ൾਞをોਗ等へജがすことができるもの、ఏ準ઞ用期間が５年以上のものに限る 等）

【஍૨৓に身体ഐేをষअために૑ਏऩ機ஓの఻体୻】

・アイススছリーをഐやすための専用のഐ๋ストॵढ़ー

（ٕ20٦ங度のもの、ਈপは400Lまで）

。アイススছリー、スএーॶॻリンク、保ഐද等は対଴となりませんپ

熱中症のੂ期症状等の体৹の૶૗をཔ඼दऌる৵஑௚ఝ機ஓقक़エアラঈルॹংイスكに

よる健康ଵ৶३ステ঒の導ো

（ઞ用者本人のाにৢੴがあるものではなく、ৢਦ機能によりૐ中৓なଵ৶ができる

機能を備えるもの。なउ、ウェアছブルॹংイスは熱中症にঢ়する౮常を૎ੴすることを

৯৓とし、஥部体ആを௓定できる機能をથするものに限る）

日মਓ業ૠત JIS Z 8504 ఺ल JIS B 7922 にి合した WBGT 指ਯ計の導ো（１事業者につき１ਡまで）

職場環境改善コースق熱中症予防対策プランك
【対象60؟歳以上の労働者】

60歳以上の高年齢労働者が安全に働けるよう、ဂ熱な୭୆による熱中症予防対策として身体機能の低下を補う装

置（機器等の導入・工事の施工等）の導入に要する経費を補助対଴とします

Ⅲ 転倒防止・腰痛予防のための運動指導コース 【対象؟全थの労働者】

労働者の身体機能低下による転倒災害や腰痛災害（行৿災害）を防止するため、専門家（پ）による身体機能の

ॳェॵク及び専門家によるઈ৿指導に要する経費を補助します（役員を除き、５人以上の自社の労災保険適用労

働者に対する取組に限ります）

補助対象धऩる取組

⋇ 専門家を事業場にഃき、対଴労働者
に対する身体機能のॳェॵク௬੼を
受ける

⋈ 専門家が、⋇の 結果に基तき、対
଴労働者に対してઈ৿指導（対એ指
導）を実施する

⋉ ⋈の効果の確認のため、専門家によ
る対଴労働者の身体機能の改善等の
ॳェॵクを受ける。

پ 専門家धは・・・৶৾௜法૒、健康ઈ৿指導૒、等

پ注意事項پ

・転倒防止ؚ腰痛予防にणいथؚजोझो申請஘ૄऋୀいऽघ؛また、
⋇の指定ॳェॵク項৯もୀいますので様ૄ等をご確認ください。

・補助対象धऩる取組にणいथ、ం੶の⋇～⋉をघसथৰ઱しथいたट
ऎ૑ਏऋँॉऽघ؛

・⋇や⋈を複数回実施する場合も補助対଴となります。（୻えय、⋇を
１回実施৏、⋈を３回実施し、ਈ৏に⋉をした場合、全ての取組が補
助対଴となります。）

・⋇～⋉の実施について、安全ਙを確保するため、専門家धの対એによ
るৰ઱に଒ॉऽघ（ड़ンライン৫ಈਂ૭）。

・੟ષのභ入（৿઺の作ਛをஅि）は認められません。
・支払請求છథ等を઀লいただく੠は、交付申請のとउり実施した઒৥
として、ৰ઱状況ऋॎऊる୼ઌや身体機能のチェック੥ટの୼し
を઀লしथいたटऌऽघので、実施の੠は੶ஈやそれらك10名ীق
の੶ஈの෺ଷが૮いように、ご೏意ください。

事業਌健൧ੲਾऋ৳૫者に઀୹औोथいるऒधऋ補助の৐઀दघ
コース内ઍはؚઃページष

Ⅳ コラボヘルスコース 【対象؟全थの労働者】
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૟અ・注意ਡ取組の詳細補助対象धऩる取組

・ਓ業ୢ、保健ప、ಖઋ保健ૣක૒、
ਁ認ੱ৶ప、労働衛生コンサルタ
ント等によるもの
・専門家との対એによる実施に限り
ます（ड़ンছイン৫ಈਂ૭）。

健康൧૵結果等を踏まえたర໛指導、メ
ンタルঊルス対策等の健康ઇ୘、ଢ଼ఊ等
پ メンタルঊルス対策は健康スコアリンॢঞ
এート等に基तく他の健康ઇ୘等とセॵトで
申請する૑要あり
پ 腰痛予防を৯৓としたઈ৿指導はશコース

健康ઇ୘・ଢ଼ఊ等

・३スॸ঒導入のੂ期費用のा
のභ入は対଴ਗڸۅ・

健康൧૵結果等をਗ਼჌৓に保ோ及びଵ৶
を行い、事業ਚढ़ルॸ・健康スコアリン
ॢঞএートのણ用等によりコছ঎ঊルス
を௓進するための३スॸ঒の導入

३スॸ঒の導入

・健康൧૵、ຓఐ健康൧૵、身体機
能のॳェॵクの経費は対଴ਗ
・専門家との対એによる実施に限り
ます（ड़ンছイン৫ಈਂ૭）。

౭ു指導、保健指導等の労働者への健康
保持増進ೈ置

౭ു・保健指導

コছ঎ঊルスୢ؟௜保険者と事業者が஋ா৓に৴௚し、৥確な役સী૿とଐ஀な૙場୭୆のもと、労働
者に対する健康तくりを効果৓・効率৓に実行すること。

事業者・労働者
ك଺৳૫者ق

ୢ௜৳૫者
(ੈভけ़॒等)

健康൧૵ৰ઱機ঢ়
事業਌健൧ੲ報の઀୹

事業਌健൧ੲ報の઀୹

ॹータ઀୹のൂ౅・同意等

・健康スコアリンॢঞএートや
事業ਚढ़ルॸの઀୹

・健൧ੲ報をણ用した保健事業の઀୹

申請にਊたって૑要なৱમ
௜৳૫者ऊै઀୹औोる「健康スコアリングレポート」や「事業所カルテ」の୼しୢ؟⋇

申請企業・法人名の੶ൗがあるもの؟１پ
、労働者数が૘ない等で「事業ਚढ़ルॸ」等の઀୹を受けられない場合は؟２پ

健൧੥ટを৳૫者に઀୹घるऒधにणいथのؚ健൧機ঢ়षの৊意છ・ీ৺છなनを
઀লいただく૑要があります。詳಍はۅڽをご確認ください。

取組内ઍऋॎऊるৱમ؟⋈
ଢ଼ఊৱમや、३スॸ঒の詳಍等をંしたৱમが૑要です。詳಍はۅڽをご確認ください。

【૞અ】対଴となる中小企業事業者の෇೧
ৱম金ྼは
লৱの総પ ڭپ

ଞৎઞ用घる
労働者ਯ 業ڭپ ர

５,０００万円以下５０人以下小ਲ਼業、ධ୫૲、持ठషり・ଦ達ධ୫サーঅス業小ਲ਼業

５,０００万円以下１００人以下
ୢ௜・ૣක（２پ）、೛ຠ業、ᆯ௫業、ઇ୘・৾ಆ支ର業、ੲ報サー
অス業、੟ષ൛೵業、৾୒ଢ଼஢・専門・ૼ୒サーঅス業なन

サーঅス業

１੏円以下１００人以下྘ਲ਼業྘ਲ਼業

３੏円以下３００人以下ଲୗ業、૦設業、ઈୟ業、஗業、௔業、ී業、金੆業、保険業なनその他の業ர

１پ 常時ઞ用する労働者数、またはৱ本金等のいङれか一্の૖件を௥たせय中小企業事業者となります。
２پ ୢ௜・ૣක法人等でৱ本金・লৱがない場合には、労働者数のाでਖ਼૵することとなります。

ઐ付申請છథ受付期଒ 令和７年ڬڭ月３ڭ日قਊ日଎ഀથ஍ك

੍௸請੷છథ受付期଒ 令和ڴ年 ڭ 月３ڭ日قਊ日଎ഀથ஍ك
「⋇ 交付申請છథ」「⋌ 支払請求છథ」はग़イジইঞンॻリー補助金事ਜセンターの঍ー঒ペー
ジからॲウンটーॻしてください（申請છథのഖଛやメールଛ付は行ってउりません）
対଴となる対策の఻体୻、補助の対଴とならないもの等、詳಍については঍ー঒ページ৔にある
にまとめていますので、申請৐に૑ङご確認くださいڶ٭ۆ
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঳ಹ঺੮১য日ম労働安全衛生コン१ルॱントভ

「エイジフレンドリー補助金事ਜ७ンॱー」
঍ー঒ページق https://www.jashcon-age.or.jpك

４ڭڬڬ５ٕڬڭٿ ূ਎੃௃ય൫ڬڭ４ٕٕڭ トイখঅル５మ
エイジフレンドリー補助金事ਜ७ンॱー

交付申請છథは「申請૿ਊ」፝へ、支払請求છథは「支払૿ਊ」፝へउଛりください

申請છథはഖଛまたは୧ଦ೶でଛ付ください（メールでの申請はできません）
ຆ࿞に消ഀが確認できないમ金શವ・મ金৏ವや、受付日の確認できない୧ଦ೶では

ଛ付しないでください

ঢ়બછథ
ଛ付先

كഖଛの場合ق

੍௸૿ਊ申請૿ਊ
उਖ合च先 ਗ਼ ਵ５ڴ４０（ڵ０ڴ６）０３؟

６ڴ４０（ڵ０ڴ６）０３؟ۍڶڻ
ਗ਼ ਵ７５０７（１ڴ６３）０３؟
６ڴ４０（ڵ０ڴ６）０３؟ۍڶڻ

਴日１０００؟１５～００؟００/１３؟１２～００؟
（ଅ日໑೬ा、਴日１２００؟１３～００؟はਗ਼ਵにলることができません）

日～１া３日（年ଜ年઩）を除くٜڵা１５日（ಒఛ೬ၿ）、１２া２ڴ～া１２日ڴٛ
受付ৎ間

５.安全衛生ઇ୘

• 労働者धঢ়બ者に高年齢労働者に્થの્ඉध対策にणいथのઇ୘をষअよअ౑めऽघ؛
(ગ雇用やગ಺職等द৽ୡのऩい業ரؚ業ਜにజ事घる場合્ؚにഛႠऩઇ୘ธಫをষいऽघ؛)

૞અ؟૙場改善ॶール
「ग़イジアク३ঙン100」ॳェॵクリスト

૞અ؟エイジフレンドリーफ़イドライン
(高年齢労働者の安全ध健康ન৳のためのफ़イドライン)

ポイント

安全衛生ଵ৶体਑のનয়.ڭ

• ৽੾トップ(঺শऩन)ऋ高年齢労働者の労働災害
防止対策に取ॉ組ि্ଉを਀৥しؚ対策の૿ਊ者
を৥ન৲しऽघ؛

• 高年齢労働者の身体機能の଩ৣ等に
よる労働災害৅生リスクにणいथؚ
災害事୻や঄খリঁット事୻ऊै
ຸいলしؚ優先順位をणけथڮ以ఋ
の対策をৰ઱しऽघ؛

職場環境の改善.ڮ

• 身体機能の଩ৣを補अਝ૟・ಎ઼の導ো等改善を
ষいऽघ (ঁードએの対策)

• สኞਙや੅୲ਙؚ൙ৡの଩ৣ等の高年齢労働者の
્ਙをઅൟしथ੿業内ઍのৄઉしをষいऽघ
(९フトએの対策)

３.高年齢労働者の健康や体ৡの状況のཔ඼

• 事業者ؚ高年齢労働者൨্ऋਊჾ高年齢労働者の
体ৡの状況を௢௴৓にཔ඼しؚ૑ਏऩ対策をষअ
ためؚ਌に高年齢労働者を対象धした体ৡチェッ
クをಲਢ৓にষअよअ౑めऽघ؛

体ৡチェック୻(転倒等リスク௬੼७ルフチェック௠)

４.高年齢労働者の健康や体ৡにૢगた対ૢ

• ଻رの労働者の状況にૢगؚ安全ध健康のਡदి
合घる業ਜをঐッチングऔचるよअ౑めऽघ؛

• 「事業場にउける労働者の健康৳੅ੜਤのための
指ଉقTHP指ଉك 」に੦तऎ取組に౑めऽघ؛

• ૐ੮఺ल଻رの高年齢労働者を対象धしथؚ身体
機能の೐੅਱上のための取組をৰ઱घるऒधऋ஦
ऽोऽघ؛
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高度専門職・継続雇用の高齢者に関する
無期転換ルールの特例について

厚生労働省 都道府県労働局 労働基準監督署
厚生労働省ホームページ（http://www.mhlw.go.jp）でも最新情報を提供しています。

５年を超えるプロジェクトで有期契約の高度専門職を雇用する事業主のみなさま ・
定年後５年を超えて継続雇用を行う事業主のみなさま ・ 有期雇用で働くみなさまへ

抜粋
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Ⅰ�５્؝୻峕ঢ়する峇の౎の基ম৓嵓ー嵓

ٴ ੳ৒岶਄峴଎岿島峉ৃ়の਄ඞい
્୻峙岝ੳ定さ島峉ੑ઺峕ঢ়બする事業主఺峝労働঻峕峎いてి用さ島ますので岝ੳ৒岶਄峴଎岿島
島峚岝特例峙ి用岿島峔岹峔峴峨す。岽のৃ়岝ৢଞの૮期ૡఌ嵓ー嵓岶ి用さ島岝ਊੂの労働契約岵峳
のৢ઴ీ৺期৑岶ڱফ峼த岲てい島峚岝峇島まで્୻のৌ଴峒な峍てい峉労働঻で岬峍てもਉಋ峓岴峴岝
無期転換ண੢ਥ岶৅েする岽峒峕な峴ます。

ٴ ઱ষ৐に無期転換ண੢ਥ岶৅ে峁てい峉্に関する৽ૌೈ઼
有期雇用્શೈ઼১の઱ষ঩ق਴ਛ27ফ4া1঩ك৐にৢ઴ీ৺期৑岶ڱফ峼த岲る岽峒峒
峔峍峉্峕峎いて峙岝ਬ岷続岷૮期ૡఌண੢ਥを有し岝特例峙ి用岿島峨峅峽。

５年

૮期労働契約

৒ফ

年ڭ 年ڭ年ڭ 年ڭ年ڭ 年ڭ 年ڭ ・・・・・
無期転換ண੢ਥ峙৅ে峁峔い

Ⅰ؝ڰ�継続雇用の高ೡ঻の્୻

ৢଞ峙岝৊঳のઞ用঻峒の有期労働契約岶ৢ઴５年を超えてખ୮ಌ新さ島峉ৃ়峕૮期ૡఌ
ண੢ਥ岶৅生します岶岝
・ ిજな雇用ଵ৶峕ঢ়するੑ઺を੿ਛし岝都道府県労働局শのੳ定をਭ岻峉事業主（※）のৣで岝
・ 定年峕୸し峉後岝ਬ岷続いて雇用さ島る
有期雇用労働঻（継続雇用の高ೡ঻）峕峎いて峙岝峇のহ঵਌に৒ফ৏ਬ岷続いて雇用岿島る期৑峙岝
無期転換ண੢ਥ岶৅ে峁峨峅峽。

（※）高年齢者雇用安定法に規定する特殊関係事業主に定年後に引き続いて雇用される場合は、
その特殊関係事業主です。

＜補足＞特殊関係事業主について
特殊関係事業主とされるのは、いわゆるグループ会社です。具体的には、
[1]元の事業主の子法人等、[2]元の事業主の親法人等、[3]元の事業主の親法人等の子法人等、
[4]元の事業主の関連法人等、[5]元の事業主の親法人等の関連法人等 です。

（注１）定年を既に迎えている方を雇用する事業主が認定を受けた場合、そうした方も特例の対象と
なります。ただし、労働者が既に無期転換申込権を行使している場合を除きます。

（注２）定年後に同一の事業主に継続雇用され、その後引き続いて特殊関係事業主に雇用される
場合は、特例の対象となります。（通算契約期間のカウントについては、同一の使用者ごとに
なされるため、その特殊関係事業主に雇用された時点から新たに行われます。）

9

Ⅱ؝گ�継続雇用の高ೡ঻峕ঢ়するணடછ（ਸ਼੸ரੑ઺ੳ定・૗ಌணடછ）の੿ਛ

ٴ 継続雇用の高ೡ঻峕峎いて岝有期雇用્શೈ઼১峕峲る્୻のి用をൌ஦する事業主峙岝岣ਸ਼੸ரੑ઺
ੳ定・૗ಌணடછ岤を੿ਛの঱岝都道府県労働局峕提লし岝ੑ઺岶ిਊで岬る຺のੳ定をਭ岻てく峊さい。

岩೏ਔ事ඨ岪
① ணடの঩હを੶ൗして
く峊さい。

② 提ল੔の労働局੡を
੶ൗしてく峊さい。

③ ১যのৃ়峕峙১যの
੡ูを岝଻য事業主の
ৃ়峕峙੽੡を੶ൗして
く峊さい。

④ ১যのৃ়峕峙岝৻਀঻
੽੡を੶ൗしてく峊さい。

⑤ ১যのৃ়峕峙ম঺・
ম૲のਚ૔৉を岝଻য
事業主のৃ়峕峙કਚ
（事業ਚのਚ૔৉峒౮なる
ৃ়峕峙岝事業ਚのਚ૔৉）
を੶ൗしてく峊さい。

⑥ 行う岽峒峒している雇用
ଵ৶ೈ઼峒してჾਊするもの
をહしてく峊さい。

（岵ਚਰ঱ڭ）
（ି）૚ඨ৯の఻৬৓な
৔ઍ峕峎いて峙岝p.17を
岾૞සく峊さい。

⑦ ৰ઱している高年ೡ঻

く峊さい。

⑧ 岣継続雇用਑度の଑ো岤

⑨ 行峍て
いる岽峒岶નੳで岷る಺業
ૠಋಉを๣હしてく峊さい。
な岴岝労働契約છのፊ஄峮
労働ੈ約の৻峹峴峕岝
事業主の署੡ま峉峙੶੡
౒ഀ岶岬峴岝ৰ઱するೈ઼の
৔ઍ岶નੳで岷るછథಉを
๣હする岽峒も૭ચです。

様式第○号

第二種計画認定・変更申請書
年 月 日

○○労働局長殿

１ 申請事業主

名称・氏名 代表者氏名
（法人の場合）

印

住所・所在地 〒( - ) 電話番号 ( )
ＦＡＸ番号 ( )

２ 第二種特定有期雇用労働者の特性に応じた雇用管理に関する措置の内容
□高年齢者雇用推進者の選任
□職業訓練の実施
□作業施設・方法の改善
□健康管理、安全衛生の配慮
□職域の拡大
□職業能力を評価する仕組み、資格制度、専門職制度等の整備
□職務等の要素を重視する賃金制度の整備
□勤務時間制度の弾力化

３ その他
□高年齢者雇用安定法第９条の高年齢者雇用確保措置を講じている。
□65歳以上への定年の引き上げ
□継続雇用制度の導入
□希望者全員を対象
□経過措置に基づく労使協定により継続雇用の対象者を限定する基準を利用
（注）高年齢者等の雇用の安定等に関する法律の一部を改正する法律（平成 24年法律第 78号）附則第３項

に規定する経過措置に基づく継続雇用の対象者を限定する基準がある場合

（記入上の注意）
１．「２ 第二種特定有期雇用労働者の特性に応じた雇用管理に関する措置の内容」は該当する措置の内容の□にチェック
して下さい。
２．「３ その他」は、該当する□はすべてチェックしてください。

（添付書類）
１．「２ 第二種特定有期雇用労働者の特性に応じた雇用管理に関する措置」を実施することが分かる資料（例：契約書の
雛形、就業規則等）
２.高年齢者雇用確保措置を講じていることが分かる資料（就業規則等（経過措置に基づく継続雇用の対象者を限定する基
準を設けている場合は、当該基準を定めた労使協定書（複数事業所を有する場合は本社分のみで可。）を含む。））
３．変更申請の場合は、認定されている計画の写し。

⑥

⑨

⑦

③

⑤

④

② ①

⑧

1 5

⑩ 崷ロー嵗ーク峕提লし峉岣高年ೡ঻雇用૾ய報ઔછ岤の୼しを๣હする岽峒も૭ચです。
ま峉岝జ業৩ૠெ岶10য౞௥で಺業ૠಋを੿ਛしていないৃ়峙岝高年ೡ঻雇用ન৳ೈ઼਑度を঺৔ఢੴしている
છథಉ岝಺業ૠಋ峕準峄るものを๣હする岽峒も૭ચです。

⑩

ٴ ঺ভ৳૫労ਜ૒峕峲る事ਜ৻৶のৃ়峕峙岝ჷਗ౟ஜ峕岴いて岝૑峄঺ভ৳૫労ਜ૒の্の署੡ま峉峙੶੡౒ഀを
行峍てく峊さい。
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Ⅱ؝گ�継続雇用の高ೡ঻峕ঢ়するணடછ（ਸ਼੸ரੑ઺ੳ定・૗ಌணடછ）の੿ਛ

ٴ 継続雇用の高ೡ঻峕峎いて岝有期雇用્શೈ઼১峕峲る્୻のి用をൌ஦する事業主峙岝岣ਸ਼੸ரੑ઺
ੳ定・૗ಌணடછ岤を੿ਛの঱岝都道府県労働局峕提লし岝ੑ઺岶ిਊで岬る຺のੳ定をਭ岻てく峊さい。

岩೏ਔ事ඨ岪
① ணடの঩હを੶ൗして
く峊さい。

② 提ল੔の労働局੡を
੶ൗしてく峊さい。

③ ১যのৃ়峕峙১যの
੡ูを岝଻য事業主の
ৃ়峕峙੽੡を੶ൗして
く峊さい。

④ ১যのৃ়峕峙岝৻਀঻
੽੡を੶ൗしてく峊さい。

⑤ ১যのৃ়峕峙ম঺・
ম૲のਚ૔৉を岝଻য
事業主のৃ়峕峙કਚ
（事業ਚのਚ૔৉峒౮なる
ৃ়峕峙岝事業ਚのਚ૔৉）
を੶ൗしてく峊さい。

⑥ 行う岽峒峒している雇用
ଵ৶ೈ઼峒してჾਊするもの
をહしてく峊さい。

（岵ਚਰ঱ڭ）
（ି）૚ඨ৯の఻৬৓な
৔ઍ峕峎いて峙岝p.17を
岾૞සく峊さい。

⑦ ৰ઱している高年ೡ঻

く峊さい。

⑧ 岣継続雇用਑度の଑ো岤

⑨ 行峍て
いる岽峒岶નੳで岷る಺業
ૠಋಉを๣હしてく峊さい。
な岴岝労働契約છのፊ஄峮
労働ੈ約の৻峹峴峕岝
事業主の署੡ま峉峙੶੡
౒ഀ岶岬峴岝ৰ઱するೈ઼の
৔ઍ岶નੳで岷るછథಉを
๣હする岽峒も૭ચです。

様式第○号

第二種計画認定・変更申請書
年 月 日

○○労働局長殿

１ 申請事業主

名称・氏名 代表者氏名
（法人の場合）

印

住所・所在地 〒( - ) 電話番号 ( )
ＦＡＸ番号 ( )

２ 第二種特定有期雇用労働者の特性に応じた雇用管理に関する措置の内容
□高年齢者雇用推進者の選任
□職業訓練の実施
□作業施設・方法の改善
□健康管理、安全衛生の配慮
□職域の拡大
□職業能力を評価する仕組み、資格制度、専門職制度等の整備
□職務等の要素を重視する賃金制度の整備
□勤務時間制度の弾力化

３ その他
□高年齢者雇用安定法第９条の高年齢者雇用確保措置を講じている。
□65歳以上への定年の引き上げ
□継続雇用制度の導入
□希望者全員を対象
□経過措置に基づく労使協定により継続雇用の対象者を限定する基準を利用
（注）高年齢者等の雇用の安定等に関する法律の一部を改正する法律（平成 24年法律第 78号）附則第３項

に規定する経過措置に基づく継続雇用の対象者を限定する基準がある場合

（記入上の注意）
１．「２ 第二種特定有期雇用労働者の特性に応じた雇用管理に関する措置の内容」は該当する措置の内容の□にチェック
して下さい。
２．「３ その他」は、該当する□はすべてチェックしてください。

（添付書類）
１．「２ 第二種特定有期雇用労働者の特性に応じた雇用管理に関する措置」を実施することが分かる資料（例：契約書の
雛形、就業規則等）
２.高年齢者雇用確保措置を講じていることが分かる資料（就業規則等（経過措置に基づく継続雇用の対象者を限定する基
準を設けている場合は、当該基準を定めた労使協定書（複数事業所を有する場合は本社分のみで可。）を含む。））
３．変更申請の場合は、認定されている計画の写し。

⑥

⑨

⑦

③

⑤

④

② ①

⑧

1 5

⑩ 崷ロー嵗ーク峕提লし峉岣高年ೡ঻雇用૾ய報ઔછ岤の୼しを๣હする岽峒も૭ચです。
ま峉岝జ業৩ૠெ岶10য౞௥で಺業ૠಋを੿ਛしていないৃ়峙岝高年ೡ঻雇用ન৳ೈ઼਑度を঺৔ఢੴしている
છథಉ岝಺業ૠಋ峕準峄るものを๣હする岽峒も૭ચです。

⑩

ٴ ঺ভ৳૫労ਜ૒峕峲る事ਜ৻৶のৃ়峕峙岝ჷਗ౟ஜ峕岴いて岝૑峄঺ভ৳૫労ਜ૒の্の署੡ま峉峙੶੡౒ഀを
行峍てく峊さい。
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令 和 ７ 年 ７ 月 ２ ８ 日

物流・自動車局 安全政策課

事故防止対策支援推進事業に係る補助金の申請受付を開始

～バス、タクシー、トラック運送事業者等の交通事故防止のための先進的な取組等を支援～

１．実施する補助事業（詳細は別紙参照）

（１）運行管理の高度化に対する支援

（２）過労運転防止のための先進的な取り組みに対する支援

（３）社内安全教育の実施に対する支援

（４）健康起因事故防止を推進するための取り組みに対する支援【ＮＥＷ】

２．補助事業の内容

令和７年度被害者保護増進等事業費補助金事務局並びに国土交通省の

ホームページをご覧ください。

○令和７年度被害者保護増進等事業費補助金事務局 申請ポータルサイト

https://hogo-zoushin.jp ※令和 7年 7月３１日１０時より申請できます。

○国土交通省ホームページ

運行管理の高度化・過労運転防止・社内安全教育・健康起因事故防止に対する支援

http://www.mlit.go.jp/jidosha/anzen/subcontents/jikoboushi2.html

３．補助事業の交付申請受付場所・受付期間

○申請受付場所：令和７年度予算被害者保護増進等事業費補助金事務局

○申請受付期間：令和７年７月３１日※～令和８年１月３０日（別紙参照）

※１．（３）の一部及び（４）は開始日が８月２９日となりますのでご注意ください。

４．留意点

○ 申請受付は令和７年度被害者保護増進等事業費補助金事務局のＨＰとなっておりま

す。

運輸支局等では受け付けられませんのでご注意ください。

○ 申請受付期間中に申請総額が予算額に達する場合は、申請受付期間であっても申

請受付を終了致しますのでご注意下さい。

【連絡先】 物流・自動車局安全政策課 上原、角田

TEL：03-5253-8111（内線 41623、41624） 03-5253-8566（直通）

国土交通省では、自動車運送事業における交通事故防止の観点から、運行管理の高度

化に資する機器の導入等の取組を支援するため、要件を満たした事業者に対して補助金を

交付する事故防止対策支援推進事業を実施しており、今般、その補助金の申請受付を以下

のとおり開始いたします。

令和７年度事故防止対策支援推進事業において実施する補助事業

【補助対㇟事業者（詳細はＨＰ参照）】

䐟自動車運送事業者（以下にヱᙜする中ᑠ௻業者）

一般஌合᪑ᐈ自動車運送事業者、一般㈚ษ᪑ᐈ自動車運送事業者、

一般஌⏝᪑ᐈ自動車運送事業者、≉ᐃ᪑ᐈ自動車運送事業者、

一般㈌物自動車運送事業者、≉ᐃ㈌物自動車運送事業者

䐠䝸ース事業者

䐟の自動車運送事業者䜈事業⏝自動車等を㈚Ώす者

【補助事業のᴫ要】

（１）運行管理の高度化に対する支援※１

※１ 令和７年４月１日以㝆に導入したものが補助対㇟となります。

䐟受付期間：令和７年７月３１日～令和８年１月３０日

䐠補助対㇟機器：䝕ジタルᘧ運行グ㘓ィ及びᫎീグ㘓ᆺ䝗ライ䝤䝺䝁ー䝎ーであって、国

土交通኱⮧が㑅ᐃしたもの

䐡補助⋡：取ᚓに対する⤒費の１䠋３※２

※２ ᑠつᶍ（事業者における保᭷車୧ྎᩘが䠑୧以上か䛴１０୧ᮍ満）の一般㈌物自

動車運送事業者または≉ᐃ㈌物自動車運送事業者において౑⏝する事業⏝自

動車の䛖䛱、䝕ジタルᘧ運行グ㘓ィを導入した䛣とがない車୧に䐢䜰．䜴．䜶．の

機器を導入する場合にあっては、１䠋２

䐢補助㝈度額（機器１ྎあたり・詳細はＨＰ参照）

䜰．䝕ジタルᘧ運行グ㘓ィ

車㍕器：３୓෇ 事務所⏝機器：１０୓෇

イ．ᫎീグ㘓ᆺ䝗ライ䝤䝺䝁ー䝎ー※３

車㍕器：１୓෇ 事務所⏝機器：３୓෇

※３ ᫎീグ㘓ᆺ䝗ライ䝤䝺䝁ー䝎ーにあっては、補助対㇟は一般㈌物自動車運送事業及

び≉ᐃ㈌物自動車運送事業の⏝に౪する自動車に㝈るものとする。

䜴．䝕ジタルᘧ運行グ㘓ィ・ᫎീグ㘓ᆺ䝗ライ䝤䝺䝁ー䝎ー一యᆺ

車㍕器：４୓෇ 事務所⏝機器：１３୓෇

䜶．䝕ジタルᘧ運行グ㘓ィ・ᫎീグ㘓ᆺ䝗ライ䝤䝺䝁ー䝎ー一యᆺ（通ಙ機⬟

を᭷する場合）

車㍕器：１０୓෇ 事務所⏝機器：１３୓෇

䐣１事業者あたりの上㝈額：８０୓෇（䐢䜶．を取ᚓする場合は１２０୓෇※４・詳細はＨＰ参

照）

※４ ２ᅇ以上申請する場合を㝖く。

（２）過労運転防止のための先進的な取組に対する支援※１

※１ 令和７年４月１日以㝆に導入したものが補助対㇟となります。

䐟受付期間：令和７年７月３１日～令和８年１月３０日

䐠補助対㇟機器：下グの機器であって、国土交通኱⮧が㑅ᐃしたもの

○IT をά⏝した㐲㝸ᆅにおける点࿧機器（IT点࿧機器）
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令和７年度事故防止対策支援推進事業において実施する補助事業

【補助対㇟事業者（詳細はＨＰ参照）】

䐟自動車運送事業者（以下にヱᙜする中ᑠ௻業者）

一般஌合᪑ᐈ自動車運送事業者、一般㈚ษ᪑ᐈ自動車運送事業者、

一般஌⏝᪑ᐈ自動車運送事業者、≉ᐃ᪑ᐈ自動車運送事業者、

一般㈌物自動車運送事業者、≉ᐃ㈌物自動車運送事業者

䐠䝸ース事業者

䐟の自動車運送事業者䜈事業⏝自動車等を㈚Ώす者

【補助事業のᴫ要】

（１）運行管理の高度化に対する支援※１

※１ 令和７年４月１日以㝆に導入したものが補助対㇟となります。

䐟受付期間：令和７年７月３１日～令和８年１月３０日

䐠補助対㇟機器：䝕ジタルᘧ運行グ㘓ィ及びᫎീグ㘓ᆺ䝗ライ䝤䝺䝁ー䝎ーであって、国

土交通኱⮧が㑅ᐃしたもの

䐡補助⋡：取ᚓに対する⤒費の１䠋３※２

※２ ᑠつᶍ（事業者における保᭷車୧ྎᩘが䠑୧以上か䛴１０୧ᮍ満）の一般㈌物自

動車運送事業者または≉ᐃ㈌物自動車運送事業者において౑⏝する事業⏝自

動車の䛖䛱、䝕ジタルᘧ運行グ㘓ィを導入した䛣とがない車୧に䐢䜰．䜴．䜶．の

機器を導入する場合にあっては、１䠋２

䐢補助㝈度額（機器１ྎあたり・詳細はＨＰ参照）

䜰．䝕ジタルᘧ運行グ㘓ィ

車㍕器：３୓෇ 事務所⏝機器：１０୓෇

イ．ᫎീグ㘓ᆺ䝗ライ䝤䝺䝁ー䝎ー※３

車㍕器：１୓෇ 事務所⏝機器：３୓෇

※３ ᫎീグ㘓ᆺ䝗ライ䝤䝺䝁ー䝎ーにあっては、補助対㇟は一般㈌物自動車運送事業及

び≉ᐃ㈌物自動車運送事業の⏝に౪する自動車に㝈るものとする。

䜴．䝕ジタルᘧ運行グ㘓ィ・ᫎീグ㘓ᆺ䝗ライ䝤䝺䝁ー䝎ー一యᆺ

車㍕器：４୓෇ 事務所⏝機器：１３୓෇

䜶．䝕ジタルᘧ運行グ㘓ィ・ᫎീグ㘓ᆺ䝗ライ䝤䝺䝁ー䝎ー一యᆺ（通ಙ機⬟

を᭷する場合）

車㍕器：１０୓෇ 事務所⏝機器：１３୓෇

䐣１事業者あたりの上㝈額：８０୓෇（䐢䜶．を取ᚓする場合は１２０୓෇※４・詳細はＨＰ参

照）

※４ ２ᅇ以上申請する場合を㝖く。

（２）過労運転防止のための先進的な取組に対する支援※１

※１ 令和７年４月１日以㝆に導入したものが補助対㇟となります。

䐟受付期間：令和７年７月３１日～令和８年１月３０日

䐠補助対㇟機器：下グの機器であって、国土交通኱⮧が㑅ᐃしたもの

○IT をά⏝した㐲㝸ᆅにおける点࿧機器（IT点࿧機器）
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䚽㐲㝸点࿧機器

䚽自動点࿧機器

○運行中における運転者の⑂労≧ែを ᐃする機器

○ఇᜥ期間における運転者の╧╀≧ែ等を ᐃする機器

○運行中の運行管理機器

䐡補助⋡：取ᚓに対する⤒費の１䠋２

䐢補助㝈度額：一部の機器に１ྎあたりの上㝈あり（詳細はＨＰ参照）

䐣１事業者あたりの上㝈額：８０୓෇

（３）社内安全教育の実施に対する支援

【事故防止䝁䞁サル䝔䜱䞁䜾】

䐟受付期間：令和７年７月３１日～令和８年１月３０日

䐠補助対㇟：事故防止䝁䞁サル䝔䜱䞁䜾䝯䝙䝳ーであって、国土交通኱⮧が㑅ᐃしたもの

䐡補助⋡：事故防止䝁䞁サル䝔䜱䞁䜾฼⏝に対する⤒費の１䠋３

䐢１事業者ᙜたりの上㝈額：１００୓෇

【㈚ษバス運転者の◊ಟ】【ＮＥＷ】

䐟受付期間：令和７年８月２９日～令和８年１月３０日

䐠補助対㇟：㈚ษバス運転者の◊ಟ䝯䝙䝳ーであって、国土交通኱⮧が㑅ᐃしたもの

䐡補助⋡：㈚ษバス運転者の◊ಟ฼⏝に対する⤒費の１䠋２

䐢１事業者ᙜたりの上㝈額：䠑０୓෇

（４）健康起因事故防止の取組に対する支援【ＮＥＷ】

䐟受付期間：令和７年８月２９日～令和８年１月３０日

䐠補助対㇟：╧╀時↓࿧྾⑕ೃ⩌（䠯䠝䠯）スク䝸ー䝙䞁䜾᳨ᰝに係る⤒費

⬻䠩䠮䠥健デ（㢌部䠩䠮䠥᳨ᰝ、䠩䠮䠝᳨ᰝ）に係る⤒費

㢕動⬦㉸㡢Ἴ᳨ᰝ（㢕動⬦䜶䝁ー᳨ᰝ）、ABI ᳨ᰝ（ᅄ⫥⾑ᅽ⬦Ἴ᳨ᰝ）、

⬚部༢⣧ CT ᳨ᰝ、⭡部༢⣧ CT ᳨ᰝ、⭡部㉸㡢Ἴ᳨ᰝ（⭡部䜶䝁ー᳨ᰝ）

に係る⤒費

ど㔝㞀害᳨ᰝ（どຊ᳨ᰝ、║ᗏ᳨ᰝ、║ᅽ᳨ᰝ）に係る⤒費

（上グ᳨ᰝは健康保㝤㐺⏝እとして実施されるものに㝈る。）

䐡補助⋡：᳨ᰝに係る⤒費の１䠋２

䐢１事業者ᙜたりの上㝈額：䠑０୓෇
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